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序章 総合交通計画マスタープランの作成に当たって 

 

序-1 計画作成の背景と目的 

  人の移動は、地域の暮らしと産業を支え、健康的に暮らしやすいまちづくりや地域振興

を進める上で欠かせない行動です。本市を含む周辺市町村は、国・県と共同により、人の

移動に関する調査として、これまで昭和 61（1986）年に第１回、平成 18（2006）年に第

２回の郡山都市圏パーソントリップ調査を実施し、それらの結果をもとに将来を見据え

た公共交通、道路、自転車・歩行者等の総合的な都市交通計画が策定（直近では、平成 22

（2010）年１月策定の「郡山都市圏総合都市交通計画」）され、都市活動を支える交通基

盤整備のハード施策及び交通需要マネジメント等のソフト施策を両輪で展開するなど、

計画的に事業を進めてきました。 

  一方、近年においては、人口減少の本格化、高齢者の運転免許返納の増加、交通事業者

の運転手不足の深刻化など、公共交通を維持するための公的な負担も増加傾向にあり、地

域における移動手段の維持・確保が非常に厳しい状況となっており、今後の大きな課題の

ひとつです。移動手段の維持・確保については、交通分野の課題解決にとどまらず、まち

づくりや観光振興、健康、福祉、教育、環境等の様々な分野で大きな効果をもたらし、社

会全体の価値を高めることにつながることになります。このことからも、移動手段の維

持・確保には、地域の移動ニーズを踏まえつつ、行政、交通事業者、その他多様な関係者

が連携し、持続的に交通施策に取り組んでいくことが必要となります。 

  このような中、国においては、人口減少や少子高齢化等の課題に対応したまちづくりを

進めるため、コンパクトなまちづくりと公共交通ネットワークの連携による「コンパク

ト・プラス・ネットワーク」の考え方を平成 26（2014）年７月に公表した「国土のグラン

ドデザイン 2050」で示すとともに、同年に「都市再生特別措置法」及び「地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律」等の改正が行われています。 

また、この他にも関連して、身近な交通手段である自転車活用の一層の推進を図るため、

「自転車活用推進法」が平成 28（2016）年に制定、平成 30（2018）年のユニバーサル社

会実現推進法の公布・施行やオリパラ東京大会を契機とした共生社会実現に向けた機運

醸成等を受け、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」いわゆるバリ

アフリー法の改正、さらには、すべての地域において、持続可能な運送サービスの提供を

確保するため、最新技術等も活用しつつ、既存の公共交通サービス充実に加え、地域の輸

送資源を総動員する考えの「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正が、令

和２（2020）年に行われたところです。 

  郡山市総合交通計画マスタープランは、本市を取り巻く社会情勢のもと、関連する法改

正の趣旨を踏まえ、まちづくり分野と連携した公共交通、道路、自転車・歩行者等に関す

る持続的な交通ネットワーク形成実現に向け、本市の特性を生かした総合的な交通環境

づくりの取り組みを進めるため作成するものです。 
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序-2 計画の構成 

 

(1)計画に記載する事項 

  当計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第５条に規定される『地域

公共交通計画』、また、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」第 24

条の 2の『移動等円滑化促進方針』及び同法第 25 条の『移動等円滑化基本構想』、さらに

は、法律による策定規定はありませんが、国が作成を推進する『都市・地域総合交通戦略』

に関する事項を整理・統合し、取りまとめるものです。 

 

●地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（第５条第１項及び第２項） 

第５条 地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところにより、市町村にあっては

単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区

域内について、地域旅客運送サービスの持続的な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生を

推進するための計画（以下「地域公共交通計画」という。）を作成するよう努めなければならない。 

２ 地域公共交通計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に  

関する基本的な方針 

二 地域公共交通計画の区域 

三 地域公共交通計画の目標 

四 前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項 

五 地域公共交通計画の達成状況の評価に関する事項 

六 計画期間 

七 前各号に掲げるもののほか、地域公共交通計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

    

 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（第 24 条の２第１項） 

第 24条の２ 市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の移動等円滑化

促進地区について、移動等円滑化の促進に関する方針（以下「移動等円滑化促進方針」という。）を作成

するよう努めるものとする。 

 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（第 25 条第１項） 

第 25条 市町村は、基本方針（移動等円滑化促進方針が作成されているときは、基本方針及び移動等円

滑化促進。以下同じ。）に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の重点整備地区について、

移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（以下「基本構想」という。）

を作成するよう努めるものとする。 

      ※「移動等円滑化促進方針」及び「基本構想」に記載する事項等は、第５章に示します。 
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(2)ＳＤＧｓとの関連性 

  ＳＤＧｓは、「Sustainable Development 

Goals（持続可能な開発目標）」の略称であ 

り、平成 27（2015）年９月の国連サミット 

で加盟国の全会一致で採択された「持続可 

能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載 

された、令和 12（2030）年までに持続可能 

でより良い世界を目指す国際目標です。 

  17 のゴール・169 のターゲットから構成 

される、“誰一人取り残されない”社会の実 

現のために先進国も途上国もすべての国が関わって解決していく目標です。 

 

  本市は、令和元（2019）年７月１日に、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた取

り組みを行う都市として、県内で初めて「ＳＤＧｓ未来都市」に選ばれました。 

  また、「ＳＤＧｓ未来都市」の中でも、特に先導的な取り組みであって、多様なステー

クホルダーとの連携を通し、地域における自律的好循環が見込めるものとして、東北で初

めて「自治体ＳＤＧｓモデル事業」にも選ばれました。 

  今後も、将来世代につなぐ持続可能なまちづくりを進めるため、ＳＤＧｓの達成に向け

た取り組みを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：郡山市緑の基本計画） 

  ※ﾖﾊﾝ・ﾛｯｸｽﾄﾛｰﾑ氏等が提唱した 

   SDGs ｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞｹｰｷﾓﾃﾞﾙを編集 
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  当計画については、本市が目指す都市構造の「多極ネットワーク型コンパクトシティ」

のまちづくりを基本としながら、関連計画との整合を図るとともに、本市が優先的に取り

組む、気候変動を前提とした「環境負荷の低い社会」の実現、本市を含む周辺 17 市町村

で構成する持続可能な「こおりやま広域圏」の創生、健康をキーワードとした「全世代健

康都市圏」、あらゆる分野における「ＤＸの推進」、ポストコロナの「新しい生活様式」な

ど、ＳＤＧｓの基本理念の実現に配慮した計画とします。 

 

 

  なお、ＳＤＧｓの 17 ゴールのうち、「郡山市総合交通計画マスタープラン」において

は、以下の６つのゴール達成への寄与を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本市の「多極ネットワーク型コンパクトシティ」のイメージ 

   

  本市は、豊かな自然環境に加 

え、広大な田園地域及び様々な 

 都市機能が集積する市街地等、 

 多様な地域を有する都市です。 

  地域固有の伝統や文化、多様 

 な暮らし方、ライフスタイルを 

 尊重しつつ、それぞれの地域が 

 交通や情報通信ネットワークを 

 介し、交流・連携が図られるま 

 ちの形成を目指しています。 

 

 

 

 

※郡山市都市計画マスタープラン 2015 のﾃﾞｰﾀを加工 
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序-3 計画の位置付け 

  本市の交通分野に関する計画は、郡山市を含む周辺10市町村を対象として平成22（2010）

年１月に策定された「郡山都市圏総合都市交通計画」を上位計画とし、それらに基づき、

道路や自転車・歩行者等の総合的な交通、公共交通網、バリアフリーなど、分野ごとに取

りまとめ、計画及び事業の推進を進めてきました。 

   

  今回策定する郡山市総合交通計画マスタープランは、「郡山都市圏総合都市交通計画」

及び「郡山市まちづくり基本指針」を上位計画とし、当指針に即して策定する「郡山市都

市計画マスタープラン」のもとに作成された「郡山市立地適正化計画」と連携・調和を図

り、さらにその他関連する分野の諸計画と整合を図るものとします。 

 

 

 

 ◆郡山市総合交通計画マスタープランの位置付け 
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序-4 対象区域及び計画期間 

 

(1)対象区域 

  当計画における対象区域は、郡山市全域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)計画期間 

  当計画の目標年次は、まちづくり分野と連携、整合を図ることとし、関連する「郡山市

都市計画マスタープラン」及び「郡山市立地適正化計画」の目標年次に合わせ、令和 12

（2030）年とします。また、目標年次に至る中間期には事業評価等を行い、必要に応じて

見直しを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計 画 期 間 

令和 5年

(2023 年) 

令和 12年 

(2030 年) 
計画の見直し 
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【地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正内容】 
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第１章 現状と課題 

 

1-1 都市の特性と概況 

 

(1)歴 史 

本市は、江戸後期には奥州街道の一宿場町として、多く

の人々の往来や物資の流通が盛んとなり、当時から交通の

要衝として栄えていました。明治初期には、安積開拓・安

積疏水の開さく事業により、全国から旧士族約２千人が入

植し、発展の礎となりました。安積疏水の完成は、経済発

展の原動力となり、その後、明治 20（1887）年の東北本線

（上野－郡山間）の開通をはじめ、明治 31（1898）年には

岩越鉄道（現：磐越西線）、大正６（1917）年には平郡線

（現：磐越東線）、昭和９（1934）年には水郡線などの鉄

道網により、工業、商業が発達し、市制施行の大正 13

（1924）年９月１日には、人口約４万人の都市に発展しま

した。 

それ以降、昭和 39（1964）年の常磐・郡山地区新産業

都市指定、翌昭和 40（1965）年の大同合併を経て、人口

約 22 万人を数える広域都市となり、昭和 48（1973）年の

東北自動車道をはじめ、東北新幹線、磐越自動車道の開通

や平成５（1993）年の福島空港の開港など、道路、鉄道、

空港が結節する高速交通の要衝としての機能を高め、「陸

の港」としての地位を確立しました。こうした交通網と培

われた産業集積を背景に、農・商・工がバランスよく発展

し、平成９（1997）年には東北地方で最初の「中核市」に

移行、人口約 33 万人の東北有数の都市として着実に成長

を遂げ、「人」「モノ」「カネ」「情報」が繋がり交流する「経

済県都」・「知の結節点」として、さらなる発展を続けてい

ます。 

 このような中、平成 23 (2011)年 3 月に発生した東日本

大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故は、本市に

甚大な被害をもたらし、未曽有の大災害からの復旧・復興

に向け全市一丸となって取り組んできました。 

 現在は、福島県の中央に位置する地理的優位性や充実

した交通網を生かしながら、中核市としての都市責任を

果たし、近隣市町村との連携により、活力ある地域経済を

維持活性化するため、17 市町村による「こおりやま広域 ●こおりやま広域連携中枢都市圏 

 構成市町村 

●安積疏水全図 

出典：安積疏水土地改良区ＨＰ 

●新産業都市指定（昭和 39年） 
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連携中枢都市圏」を形成し、広域的に学び、働き、暮らし続けることができる圏域づくりを進め

ています。  

さらに、本市は令和元(2019)年７月に SDGs 未来都市・モデル事業に選定され、「誰一人取り残

されない」SDGs の目標達成に向け、セーフコミュニティの推進をはじめ、５Ｇ時代、Society5.0

にも即応できるデジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)化の加速や、「気候変動・地球温暖化」

対策としてのゼロカーボン・グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の推進、地域全体で子

どもを育む「ベビーファースト」など、ウィズコロナ時代にも対応した地域づくりの実現を進め

ています。 

 

(2)市域の変遷・地勢 

① 市域の変遷 

大正 13（1924）年 9月１日、全国 99 番目の市として「郡山市」が誕生しました。現在では、東

西 46.78km、南北 39.95km、総面積は猪苗代湖の一部も含まれ 757. 20k ㎡となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

二本松市

猪苗代町 大玉村

本宮市

会
津
若
松
市

三春町
田村市

小野町

平田村

須賀川市

天栄村

猪苗代湖

熱海町

湖南町

逢瀬町

三穂田町

田村町

中田町

旧郡山

片平町

喜久田町 日和田町

西田町

富久山町

安積町

大正13年９月１日　市制施行

大正14年　桑野村を合併

昭和29年　富田村を合併

平成11年　猪苗代湖の境界確定

昭和40年　安積郡全町村（４町５村）及　
　　　　　び田村郡１町２村と大同合併

昭和30年　大槻町及び三春町、岩江村、
　　　　　高瀬村の一部を合併

●市域の変遷 

●地域の基礎情報 

地区
面積

(km2)

面積
割合

2021(R3)
人口（人）

人口
割合

人口密度
(人/㎢)

総数 757.20 - 326,149 - 430.73

郡山※ 56.62 7.5% 181,971 55.8% 3213.90

安積 17.43 2.3% 35,064 10.8% 2011.70

三穂田 44.47 5.9% 3,990 1.2% 89.72

逢瀬 72.02 9.5% 3,721 1.1% 51.67

片平 18.76 2.5% 6,288 1.9% 335.18

喜久田 15.57 2.1% 12,262 3.8% 787.54

日和田 22.53 3.0% 10,446 3.2% 463.65

富久山 16.56 2.2% 37,988 11.6% 2293.96

湖南 167.76 22.2% 2,737 0.8% 16.31

熱海 151.20 20.0% 5,293 1.6% 35.01

田村 91.75 12.1% 18,090 5.5% 197.17

西田 27.29 3.6% 4,075 1.2% 149.32

中田 55.24 7.3% 4,224 1.3% 76.47

令和 3（2021）年 10 月 1 日現在 

※富田、大槻を含む 

出典：郡山市統計書掲載数値から作成 
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② 市域の地勢 

 郡山市は、福島県の中央部に位置し、安積平野又は郡山盆地と呼ばれる平たん地を中心に市街

地が広がった西高東低の地形で、西は猪苗代湖の一部を有し、東は阿武隈山地、北は安達太良山

頂に達しています。 

 

北

青森

札幌

仙台

新潟

東京

名古屋
大阪

博多

郡山

952.4km

512.5km

125.1km

191.5km

226.7km

592.7km

783.1km

1,402.6km

いわき

85.6km

（キロ程は鉄道距離）

猪苗代湖

国道294号

国道49号

国道288号

磐越東線

磐越自動車道

国道49号

東
北
自
動
車
道

東
北
新
幹
線

東
北
本
線

磐
越
西
線

水郡線

国
道
４
号

郡山駅

●郡山市の位置 

出典：郡山市統計書 

出典：郡山市環境基本計画 

【標高】 

海抜：245ｍ（市役所） 

 
【面積】 

757.20 ㎢ 

東西：46.78 ㎞ 
南北：39.95 ㎞ 

●郡山市の地形 
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(3)土地利用 

① 都市計画区域 

 本市は、行政区域の 35.7％にあたる 27,023.5ha を都市計画区域に指定しています。都市計画

区域は、優先的かつ計画的に市街化を図る「市街化区域」と市街化を抑制する「市街化調整区

域」の二つの区域に区分されます。 

 

② 区域区分（市街化区域・市街化調整区域） 

 本市では、昭和 45（1970）年 10 月 15 日に市街化区域及び市街化調整区域を定めており、令和

４（2022）年３月現在、区域の規模は、市街化区域が 6,886.3ha、市街化調整区域が 20,137.2ha

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

湖南

熱海

西田

中田

田村

三穂田

逢瀬

片平

日和田

富田

安積

富久山

大槻

喜久田

旧郡山

猪苗代湖

さくら湖

東北新幹線

東北本線

水郡線

磐越東線

磐越西線

出典：郡山市（都市政策課） 

●郡山市の都市計画区域 

面積
(ha)

面積の割合
(%)

人口
(人)

人口の割合
(%)

(1)市域【(2)+(3)】 75,720.0 100.0 ≒329,400 100.0

(2)都市計画区域【イ)+ロ)】 27,023.5 35.7 313,370 95.1

イ)市街化区域 6,886.3 9.1 267,870 81.3

ロ)市街化調整区域 20,137.2 26.6 45,500 13.8

(3)都市計画区域外 48,696.5 64.3 16,030 4.9

※人口は2021年4月1日の数値を丸め
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(4)産業活動 

① 就業人口 

 産業別就業者数の割合は、平成 27 (2015)年現在、第一次産業が 3.2％、第二次産業が 25.5％、

第三次産業が 71.3％となっており、第三次産業の割合が圧倒的に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 農林業 

 農家数及び経営耕地面積ともに減少傾向にあり、令和 2（2020）年時点では農家数が 3,611 戸、

経営耕地面積は 8,281ha となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12,466 11,877 11,126 9,893 7,638 6,631 5,746 4,372 3,611 

65,980 
62,470 

57,256 
49,836 

39,871 
31,982 25,834 

17,873 
13,408 

15.5
13.0

11.4
9.1

6.5
5.2 4.4

3.2
2.5

23.2
20.8

18.3
15.3

11.9
9.4

7.6
5.4

4.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

1980年 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

農家数 農家人口
総世帯数に対する農家数の割合 総人口に対する農家人口の割合

戸・人口 ％

10,855 

(73.0%)

10,756 

(74.7%)
10,500 

(76.5%)
9,940 

(79.8%) 9,218 

(82.6%)

8,767 

(84.8%)
8,477 

(84.3%)
7,623 

(87.0%)
7,370 

(89.0%)

2,815 

(18.9%)
2,570 

(17.9%)
2,417 

(17.6%)
2,127 

(17.1%) 1,746 

(15.6%)
1,415 

(13.7%)
1,443 

(14.3%) 1,041 

(11.9%)
838 

(10.1%)

1,198 

(8.1%)
1,068 

(7.4%)
801 

(5.8%)
383 

(3.1%) 192 

(1.7%)
150 

(1.5%)
140 

(1.4%)
98 

(1.1%)
73 

(0.9%)

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

1980年 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

ha 樹園地 畑 田

各年 10 月１日現在 
●産業別就業者数 

資料：国勢調査 
    ※「分類不能」の産業を含まない 

●農家数・農家人口・農家率 

●経営耕地面積 

8,281ha 

18,358 (12.5%)
13,986 (9.0%)

10,396 (6.4%)
8,639 (5.3%)

7,505 (4.8%）5,199 (3.7%) 4,550 (3.2%)

42,192 

(28.7%)
46,417 

(29.9%)
47,152 

(28.9%)
46,175 

(28.2%)
38,793 

(24.8%)
34,375 

(24.7%)
36,734 

(25.5%)

86,416 

(58.8%)

94,871 

(61.1%)

105,548 

(64.7%)
108,814 

(66.5%)
109,942 

(70.4%)
99,647 

(71.6%)

102,817 

(71.3%)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

1985年 1990 1995 2000 2005 2010 2015

第１次産業 第２次産業 第３次産業
人

※2000,2005,2010,2015 年は販売農家の集計、2020 年は農業経営体（個人）の集計 資料：農林業センサス 

各年 2 月 1 日現在 

各年 2 月 1 日現在 

資料：農林業センサス 
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③ 工 業 

 事業所数及び従業者数は平成 23（2011）年の東日本大震災の影響により一時減少しましたが、

2017 年以降ほぼ横ばいに推移しており、令和 2（2020）年時点では従業者数が 18,922 人、事業所

数が 402 事業所となっています。一方で、製造品出荷額等は東日本大震災以降も上昇傾向にあり

ましたが、2017 年以降減少に転じており、令和 2（2020）年時点で、6,321億円となっています。 
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18,704 18,686 
18,261 
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従業者数 事業所数

人 事業所

●製造品出荷額等と生産性 

●事業所数・従業者数（製造業） 

7,910 7,760 
8,411 8,545 

7,110 7,101 6,697 6,321 

164,111 
176,761 

189,433 
201,054 

170,916 174,911 
167,423 

157,242 
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1,000

2,000
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6,000

7,000

8,000

9,000
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0
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100,000
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200,000

250,000

製造品出荷額等 1事業所あたりの製造品出荷額等

億円 万円／事業所
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④ 商 業 

卸売業は事業所数、従業者数、年間販売額のいずれも減少傾向にあり、特に平成 23（2011）年

の東日本大震災の影響により大きく減少しましたが、回復傾向にあり、平成 28（2016）年時点で、

事業所数が 1,159 事業所、従業者数が 11,128 人、年間販売額が 9,693億円となっています。 

また、小売業の事業所数及び従業者数も同様の傾向にありますが、年間販売額は東日本大震災

以降少しずつ増加し、平成 28（2016）年時点で、事業所数が 2,205 事業所、従業者数が 18,458 人、

年間販売額が 4,337 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●事業所数・従業者数（卸売・小売） 

●年間販売額（卸売・小売） 

14,759 14,001 13,472 
9,943 10,031 11,128 

23,775 23,536 
22,021 

16,270 15,869 
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⑤ 観光・コンベンション 

 本市は、温泉や歴史的・文化的遺産を有しており、また、ビッグパレットふくしまや郡山ユラ

ックス熱海をはじめとするコンベンション施設の整備により、全国各地から数多くの観光客や 

ビジネス客が訪れています。しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、令和２

（2020）年時点においては、大会件数、参加者数共に大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●観光施設・観光イベント入込数 

（その１） 

（その２） 

●郡山エリアコンベンション開催状況 

※2011 年の郡山市こどもまつりは東日本大震災の 影響により中止 
  2020、2021 年のまつりは、新型コロナウィルスの 影響により中止    資料：郡山市（観光課） 

※郡山エリア・・・ 

ここでの「郡山エリア」とは、（公財）郡山コンベンションビューローを構成する郡山市、会津若松市、いわき市、白

河市、須賀川市、喜多方市、二本松市、田村市、本宮市、大玉村、鏡石町、天栄村、下郷町、檜枝岐村、北塩原村、猪苗

代町、西郷村、石川町、玉川村、平田村、古殿町、三春町、小野町の２３市町村のエリア 

資料：（公財）郡山コンベンションビューロー 
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(5)周辺市町村との連携 

① 立地特性 

 本市は、福島県の中央に位置するとともに、首都圏と東北、さらには太平洋側と日本海側とを

結ぶ広域的なネットワークの結節点となっています。利便性の高さから、産業、教育、医療流通

等の都市機能が集積する福島県の中心拠点となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県

東京都

郡 山 市

転入合計：10,728
転出合計：11,032

その他
の道府県

大玉村

本宮市

三春町

田村市

いわき市

小野町

玉川村

須賀川市

白河市

鏡石町

天栄村

会津若松市

福島県

二本松市

福島市

猪苗代町

262

147

174

195

495

550

2583

石川町

1427

29

567557

853 1,226

157183

8767

2130

304

231

38

94

153

214

781743

1,0341,080

239298

53

57

4,775

4,192

その他の
県内市町村

911

681

磐梯町

4

8

平田村

19

35
浅川町

古殿町

15

10

6

5
31

●郡山市の転入・転出の状況 

出典：郡山市統計書 

●郡山市の立地特性 



19 

 

 

② こおりやま広域連携中枢都市圏（こおりやま広域圏） 

  本市は福島県の「経済県都」と称され、広域圏の中心都市として地域経済をけん引する役割

を果たしていく必要があります。17 市町村による「こおりやま広域圏」を形成し、少子高

齢・人口減少社会にあっても地域を活性化し経済を持続可能なものとし、住民が安心して快適

に暮らしを営んでいけるよう取組を進めています。 
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1-2 現状と課題 

(1)人口の動向等 

① 人口の推移 

本市の人口は、平成 16（2004）年をピークに減少に転じ、令和 4（2022）年の現住人口は、 

324,095 人ですが、今後も減少していくことが予測されています。また、年齢別では、老年人 

口（65 歳以上）は増加する一方、生産年齢人口（15 歳～64 歳）、年少人口（15歳未満）は減 

少し、少子高齢化の傾向は更に進むものと予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●将来展望人口 

※2015 年は国勢調査による現住人口 

 2020 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所推計準拠の推計人口に、社会移動率

や出生率の改善、近年の外国人の増加傾向を反映した将来展望人口 出典：郡山市人口ビジョン（2020 改訂） 

●人口の推移 



21 

 

② 人口の分布 

平成 27（2015）年の人口分布状況をみると、旧郡山地区を中心に富田町、大槻町、安積町、 

富久山町に人口が集中しています。また、郊外部において、宅地開発等により部分的に人口が 

集中している地区も見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

●人口（全年齢）の分布状況 

（500m メッシュ） 

単位：人 

平成 27 (2015)年調査 

資料：国勢調査 

●地区別人口（全年齢） ●地区別人口密度 
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※ここでの旧郡山は、旧郡山西部、旧郡山東部、富田町、大槻町を含む

資料：人口は現住人口、面積は総務法務課 
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③ 年少・老年人口 

地区別に年少人口（15 歳未満）と老年人口（65 歳以上）の状況をみると、人口規模の大きい 

旧郡山地区においては、年少・老年人口とも多くなっており、他の地区に比べて倍以上となって

います。また、地区全人口に対する年少・老年人口の割合をみると、各地区とも年少人口の割合

は 8～16％となっているのに対して、老年人口の割合は郊外部において大きくなっており、特に

湖南町、熱海町、中田町では 4割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●年少人口（15 歳未満）の分布状況 

（500m メッシュ） 

単位：人 

平成 27 (2015)年調査 

資料：国勢調査 

●地区別年少・老年人口及び割合 

219 

43 

4 3 8 20 13 

51 

2 4 
18 

4 3 

463 

90 

15 15 19 28 26 81 
16 22 

56 
15 19 

12.2% 12.9% 
10.5% 

8.7% 

12.3% 

16.2% 
12.9% 13.9% 

5.8% 
7.6% 

10.5% 9.7% 
7.0% 

25.8% 
27.1% 

36.6% 
39.1% 

30.8% 

23.3% 
25.9% 22.1% 

53.4% 

43.7% 

32.8% 35.0% 

42.2% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

旧郡山 安積 三穂田 逢瀬 片平 喜久田 日和田 富久山 湖南 熱海 田村 西田 中田

(百人)

年少人口（０～14歳） 老年人口（６５歳以上） 年少人口割合 老年人口割合

令和4（2022）年1月1日現在

資料：住民基本台帳人口 
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●地域別（町丁・字等別）の高齢化率 

資料：国勢調査 

●老齢人口（65 歳以上）の分布状況 

（500m メッシュ） 

資料：国勢調査 

単位：人 

平成 27 (2015)年調査 
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④ 運転免許保有率及び運転免許の返納状況 

 郡山市内の運転免許保有率をみると、60 代以上の方々から免許保有率は低くなりますが、60

代では約 86.2％、70代では約 71.4％、80 代では約 23.6％の保有状況になっています。一方、

運転免許の返納者数も年々増加傾向にあり、自家用車による移動が困難な高齢者が更に増加する

と予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ (1)人口の動向等 

◆総人口の減少が予測される中、身体的に移動制約が高く、自動車の運転となる困難となる高

齢者人口は増加する見込みであり、高齢者の生活の足の確保が必要になります。 

◆運転免許の返納者数は年々増加しており、免許返納する方々への移動手段の確保が必要にな

ります。 

◆人口減少が進む中において、市街地にお住いの方々と郊外部にお住まいの方々の交通需要、

それぞれに移動サービスの提供を検討する必要があります。 

●郡山市内における運転免許返納者数の推移 

●郡山市内における運転免許の返納意識 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 
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(2)都市機能の配置 

① 教育施設 

 郡山市内の教育施設は、市域中央部に集中して立地しており、いずれの施設も駅・バス停に近

接しています。 

  

●教育施設の分布状況 

資料：福島県ホームページ 私学・法人課  

私立学校名簿等から作成 

出典：郡山市立地適正化計画 



26 

 

② 医療施設 

 郡山市内の医療施設は、市域中央部に集中して立地しており、いずれの施設も駅・バス停に近

接しています。近年、老朽化が著しい病院施設の建て替えなどの更新が顕著に行われています。 

 

  

資料：福島県ホームページ 地域医療課 

    県内病院一覧から作成 

●病院（病床 20 床以上） 

の分布状況 

出典：郡山市立地適正化計画 
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③ 商業施設 

 商業施設のうち、大規模小売店（店舗面積 1,000 ㎡以上）の分布状況をみると、市域中央部に

集中して立地していますが、駅・バス停が近接していない施設もあります。都市の中心部に立地

していた大規模小売店は、モータリゼーションの進行に伴い、道路アクセスがよく、地価の安い

郊外部への立地が進んでいます。 

  

●大規模小売店の分布状況 

資料：郡山市 産業政策課  

大規模小売店一覧から作成 

出典：郡山市立地適正化計画掲載資料を加工 
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④ 文化・観光施設 

 郡山市内の文化施設・観光レジャー施設の分布状況をみると、市域中央部に多く立地している

一方で、自然を楽しむ観光地が郊外部に広く点在しています。市街地の文化・観光施設について

は駅・バス停に近接していますが、郊外部において駅・バス停が付近にない施設があります。 

  

資料：郡山市観光協会ウェブサイトから作成 

●文化・観光施設の分布状況 
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⑤ 行政窓口 

 市役所や行政センター等の行政窓口の分布状況をみると、各地区に１、２施設程度立地してお

り、広い市域全体を網羅しています。日和田町や西田町、逢瀬町、三穂田町、田村町には、駅・

バス停が付近に無い施設があります。 

  

●行政窓口の分布状況 

資料：郡山市立地適正化計画 
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(3)移動特性 

① 自動車保有台数及び自動車運転免許者数 

 本市における自動車保有台数と自動車運転免許者数の推移をみると、ここ数年は横ばいの傾向

にあります。平成 23（2011）年と比較し、令和２（2020）年では、自動車保有台数が約 7.7％、

自動車運転免許者数で約 2.2％増加しています。また、令和２（2020）年における本市の 1世帯当

たりの自動車保有台数（271,800 台/142,975 世帯）は約 1.9 台となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ (2)都市機能の配置 

◆市街地における主要な生活サービス施設は、おおむねバス停や鉄道駅が近接しており、公共

交通を利用することができますが、大規模な商業施設や文化・観光施設等、郊外部への立地に

より、公共交通を利用できない施設が一部あることから、需要に応じて、公共交通を確保する

必要があります。 

◆商業施設をはじめ、生活サービス施設が都市全体に無秩序に立地していくと、自動車利用が

加速され、高齢者等の自動車を利用されない方々の移動手段の確保はますます困難となりま

す。このため、都市機能の立地に際しては、公共交通の利用を見据えた配置または公共交通の

確保が必要となります。 

◆今後も都市機能を持続的に維持できるように人口の集積や公共交通等のアクセスの充実が必

要となります。 

●郡山市における自動車運転免許者数 

※推計人口は各年 10 月１日現在 

（統計書準拠） 

各年 12 月 31 日現在（郡山市統計書、郡山警察署） 

●郡山市における自動車保有台数 

※貨物、乗合、乗用、 

特殊、小型二輪、 

軽自動車の合計                                                               

                                                         

各年３月 31 日現在（郡山市統計書） 

人 
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② 交通手段分担率 

 本市における交通手段分担率をみると、モータリゼーションの進行や都市機能の拡散等の影響

もあり、平成 27（2015）年で、「自動車（運転）」が 54.7％、「自動車（同乗）」が 12.0％、合わせ

て 66.7％となっており、自動車への高い依存傾向がみられます。一方で、鉄道やバス等の公共交

通の利用は、平成 27（2015）年で 4.7％と低い状況です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 郡山駅西口周辺の歩行者通行量 

 郡山駅西口周辺の歩行者交通量の推移をみると、20 年間で約 1/3 に減少していますが、近年

は横ばいの状況です。比較的規模の大きい商業施設の閉店または郊外への新規出店に伴い、駅周

辺を回遊する方々が減少しています。 

  

●郡山市における交通手段分担率 

●郡山駅周辺の歩行者通行量の推移 

資料：全国都市交通特性調査 
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④ 通勤通学・通院・買い物の移動実態 

ア）通勤・通学の移動状況 

 郡山市内における通勤通学の移動状況をみると、地域間の移動が約 70％と多数を占めてお

り、特に、市役所等の官公庁をはじめ、事業所や高等学校等の教育機関が集中する旧郡山西部へ

の移動が全体の約 30％と多くなっています。 

 また、こおりやま広域圏における通勤通学の移動状況をみると、市町村間の移動が約 60％と

なっており、特に、他の近隣市町村と比較して教育機関や事業所が多く立地する郡山市への移動

が全体の約 30％と多くなっています。 
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（3）

本宮市

会津若松市
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■通勤・通学での移動
（ ）内の数値は地域内での移動人数

移動人数が多い上位２位（2人以上）までの地域への移動を で表示

平田村

資料：移動実態及び公共交通に関する 

意識調査（郡山市） 

※地域間の移動人数が１人の

ため、矢印は表示しない。 

全体 n=991 

内訳 

地域内 n=281(28.3%) 

地域間 n=710(71.6%) 

●郡山市内における通勤・通学の移動状況 
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●こおりやま広域圏における通勤・通学の移動状況 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 

●出発・帰宅時間の状況（郡山市内の通勤・通学） 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 



34 

 

イ）通院の移動状況 

 郡山市内における通院での移動状況をみると、地域間の移動は約 60％であり、大規模病院が

立地している旧郡山西部（太田西ノ内病院・寿泉堂綜合病院）、富久山（総合南東北病院等）、旧

郡山東部（星総合病院等）への移動が多くみられます。一方で、地域内の移動は約 40％となっ

ており、市内に多数点在する診療所への通院も多く見受けられます。 

 また、こおりやま広域圏における通院での移動状況をみると、市町村間の移動は約 60％であ

り、大規模病院が立地している郡山市への移動が約 40％と多くを占めています。 

 

  

資料：移動実態及び公共交通に関する 

意識調査（郡山市） 

●郡山市内における通院の移動状況 
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●こおりやま広域圏における通院の移動状況 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 

●出発・帰宅時間の状況（郡山市内の通院） 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 
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ウ）買い物の移動状況 

 郡山市内における買い物での移動状況をみると、地域内の移動が約 60％であり、自宅付近の

商業施設で買い物をしている傾向がみられます。また、地域間の移動は約 40％であり、商業施

設が多く立地している旧郡山西部、旧郡山東部、安積町への移動が多くみられます。 

 また、こおりやま広域圏における買い物での移動状況をみると、日用品等の買い物において

は、市町村内の移動が約 70％を占めており、近隣の商業施設で買い物をしている状況にありま

すが、買回性の高い「セーター・ブラウス」と特別性の高い「家電製品」について、福島県消費

購買動向調査（令和元（2019）年度）における郡山市の商圏図をみると、隣接した市町村を中心

として、郡山市での購買率が 40％を超える市町村が多数見受けられます。 

 

 

  

資料：移動実態及び公共交通に関する 

意識調査（郡山市） 

●郡山市内における買い物の移動状況 
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ネットショッピング利用世帯の割合の推移 

（二人以上の世帯） 

ネットショッピングの支出額の推移 

（二人以上の世帯、2017 年 1月～2020 年 6月）） 

【参考】ネットショッピングの利用状況 

 ネットショッピングの利用世帯の割合は、年々増加傾向にあり、2021 年は 52.7％となっていま

す。また、ネットショッピングの支出額総額もほぼ毎年増加を続け、2017 年 1 月の 10,534 円から

2020 年 1 月は 14,336 円となり、36.1％増となっています。 

資料 総務省 家計消費状況調査 

●こおりやま広域圏における買い物の移動状況 

資料：移動実態及び公共交通に関する意識調査（郡山市） 
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⑤ 環境への影響 

 地球温暖化につながる温室効果ガスの排出については、CO2（二酸化炭素）排出量が多く占めて

いるとされ、その中でも、運輸部門の割合は大きいものと考えられます。本市の部門別温室効果

ガス排出量の推移をみると、産業部門、業務部門、家庭部門で減少傾向にある一方で、運輸部門

は平成 27（2015）年から増加しており、平成 30（2018）年においては、部門別で１番の排出量（897

千 t-CO2）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ (3)移動特性 

◆過度な自動車利用は、公共交通の利用者を減少させ、交通事業者の収支悪化を招くととも

に、温室効果ガス排出量の増加につながることから、環境負荷の少ない公共交通や自転車・徒

歩への転換を促す方策が必要になります。 

◆郡山市内における移動について、駅中心のアクセス性のほか、近隣の地区間の移動や地区内

の移動など、移動ニーズに応じた公共交通網の充実が必要です。 

◆近隣市町村から郡山市へのアクセス性など移動ニーズに応じた広域的な公共交通網の充実が

必要となります。 

◆一方では、パソコンやスマートフォンの普及が進み、様々な商品をインターネットにより購

入する方々も年々増加するなど、サービスの利便性は向上していますが、配送する車両も増加

するため、効率的・効果的な運送サービスが必要になります。 

●郡山市の部門別温室効果ガス排出量の推移 
資料：郡山市第四次環境基本計画  

資料：国土交通省ウェブサイト 

【参考】 

●旅客輸送機関別の CO2 排出量 

１人を1km運ぶ際に排出される二酸化炭素量を

輸送機関別に比較すると、自家用乗用車は、バス

の約 2.5 倍、鉄道の約 7 倍となっており、自動

車への依存は環境に大きな負荷をかけることに

なります。 
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(4)道路・自転車・歩行者 

 

① 道 路 

ア）道路ネットワーク 

 道路の骨格となる都市計画道路は 74 路線、計画延長約 204km が位置付けられており、

約 72％の整備率となっております。道路については、市民生活における最も基本的な社会

基盤施設であり、また、広域圏の中心都市として地域経済をけん引する役割を果たす中で、

道路ネットワークの充実に重要である「内環状線」や「東部幹線」などの幹線道路の整備を

現在進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●都市計画道路の整備状況 

令和 4 (2022)年 12 月現在 

整備箇所 

東部幹線 

内環状線 

笹川大善寺線 

※概成済路線：整備済以外の区間のうち、概ね計画幅員の 2/3 以上 
又は、４車線以上の道路 

資料：道路建設課 

令和4(2022)年12月末現在

延長(km) 割合(%)

計画延長 204.08 -

整備済延長 146.79 71.9

概成済延長 33.18 16.3

整備・概成合計 179.97 88.2



40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●笹川大善寺線（令和元（2019）年 9 月 15 日供用開始） 

●内環状線（芳賀・横塚地区）（令和元（2019）年 12 月 18 日第 2 期工区供用開始） 

●大町大槻線（令和 4（2022）年 6 月整備完了） 
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イ）市内における渋滞箇所 

 平成 24（2012）年に福島県内の主要渋滞箇所が特定され、本市においては、市内 13 区

間 8 箇所において、通勤通学時間帯を中心とした慢性的な道路混雑が発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本市の主要渋滞箇所 

●富田地区の道路混雑 ●開成地区の道路混雑 

若葉町交差点

三春街道入口交差点

若葉町交差点

安積橋南交差点

横塚三丁目交差点

郡山駅前交差点

郡山駅入口交差点

豊田町交差点

開成山交差点

東北工業前交差点

水門町交差点

芳賀小学校入口交差点

東橋西交差点

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ前交差点

消防署南交差点

郡山警察署前交差点

消防署南交差点

郡山駅入口交差点

7 23
郡山湖南線

（消防署南交差点～開成二丁目交差点）
消防署南交差点

6 22
郡山停車場線

（郡山警察署前交差点～郡山駅入口交差点）

5 21
小野郡山線

（大平入口交差点～消防署南交差点）

4 20
河内郡山線・郡山停車場線

（郡山駅前交差点～開成山交差点）

3 19
郡山大越線

（若葉交差点～阿久津交差点）

2 18
一般国道288号

（三春街道入口交差点～富久山久保田交差点）
三春街道入口交差点

区間名 箇所名

1 17
荒井郡山線

（若葉交差点～三春街道入口交差点）

郡山警察署前交差点

菜根屋敷交差点

開成六丁目交差点

金山橋西交差点

開成三丁目交差点

開成山交差点

桑野三丁目交差点

日大入口交差点

区間名 箇所名

13 29
一般国道4号

（日和田ランプ～荒池下交差点）
荒池下交差点

11 27
一般国道49号

（金屋上川原交差点～郡山ＩＣランプ）

12 28
河内郡山線

（片平町的場交差点～桑野三丁目交差点）
桑野三丁目交差点

安積橋南交差点

10 26
須賀川二本松線

（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ前交差点～中町交差点）
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ前交差点

8 24
荒井郡山線・うねめ通り

（若葉町交差点～磐越西線踏切交差点）
若葉町交差点

9 25
須賀川二本松線

（富久山久保田交差点～安積橋南交差点）

8 26 仁池向交差点

6 23 大池北（柴宮交差点）

7 24 開成小学校南入口交差点

4 21 日和田ショッピングセンター西交差点

5 22 八山田辻道交差点

2 19 並木一丁目交差点

3 20 大町交差点

箇所名

1 18 大町二丁目交差点

●本市の主要渋滞箇所 

出典：福島県渋滞対策連絡協議会 
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② 自転車・歩行者 

ア）高齢者と子どもの交通事故状況 

 本市において、交通事故の犠牲となる方の約半数以上が高齢者となっており、死亡事故の

状況をみると、歩行者及び自転車運転中の事故が多くなります。 

 高齢者と子どもの交通事故の推移をみると、令和３（2021）年においては、65 歳以上の

高齢者死者数が５人、傷者数が 93 人となっています。 

 また、自転車による事故状況については、令和３（2021）年で死者数が２人、傷者数が 95

人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高齢者と子どもの交通事故死者数及び傷者数の推移 

 

出典：福島県交通白書 

●自転車事故死者数及び傷者数の推移 

 

出典：福島県交通白書 
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③ 歩道や道路等に関する市民意見 

ア）市民意見調査 

 歩道等や道路で不便に感じることとして、「歩道が狭い、途中で歩道がなくなるなど連続

していない」「防犯灯など照明が少ない」「段差」などの意見が多く挙げられています。ユニ

バーサルデザインのまちづくり推進に必要な取り組みとしては、「安全で快適な歩道や自転

車道の整備」との意見が上位に挙げられています。 

 また、自転車の移動に関する意見としては、「自転車が道路を走行する環境が整っていな

い」「自転車の走行時に危険を感じる」との意見が上位に挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ユニバーサルデザインのまちづくり市民等意識調査 

出典：第二次こおりやまユニバーサルデザイン指針 
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≪課題≫ (4)道路・自転車・歩行者 

◆基幹的な道路の整備については、効率的かつ計画的な事業推進を、バックキャストの考

えのもと、優先順位を定め取り組む必要があります。 

◆未整備となっている都市計画道路については、今後の社会情勢を見据え、整備の可能性

を再検討する必要があります。 

◆市内各所で発生している道路混雑に対しては、円滑な自動車交通の確保に向けたハー

ド整備に加え、モビリティマネジメント施策などのソフト事業の検討も必要になります。 

◆自転車利用者及び歩行者からは、歩道などの移動環境に不便さが感じられるとの意見

もあることから、セーフコミュニティの推進の中で安全で快適な自転車・歩行空間の整備

などが必要となります。 

 

 

●郡山市の公共交通に関する市民意見 

出典：令和 3 (2020)年度まちづくりネットモニター（第７回調査） 
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(5)公共交通 

 

① 鉄 道 

ア）鉄道網の状況 

 本市における鉄道は、ＪＲ東日本が

運行する「東北新幹線」「東北本線」

「磐越東線」「磐越西線」「水郡線」の

５つの路線が配置され、郡山駅をはじ

めとした１１駅が設置されています。 

 直近では、平成 29（2017）年 4 月

に「郡山富田駅」が開業しています。 

 

 

 

 

 

●駅の概要 

【郡山駅】 

 

【安積永盛駅】 【日和田駅】 

【郡山富田駅】 【喜久田駅】 【安子ケ島駅】 

【磐梯熱海駅】 【中山宿駅】 【舞木駅】 

【磐城守山駅】 【谷田川駅】  

 

<所在地> 

字燧田 

<開業年月> 

明治 20年 7 月 

 

<所在地> 

富田町満水田 

<開業年月> 

平成 29年 4 月 

 

<所在地> 

笹川 3丁目 

<開業年月> 

明治 42年 10月 

 

<所在地> 

日和田町字小堰 

<開業年月> 

明治 30年 6 月 

 

<所在地> 

喜久田町堀之 

内字椚内 

<開業年月> 

明治 31年 7 月 

<所在地> 

熱海町安子ヶ 

島字出日 

<開業年月> 

明治 31年 7 月 

<所在地> 

熱海町熱海四 

丁目 

<開業年月> 

明治 31年 7 月 

 

<所在地> 

熱海町中山字 

早稲田 

<開業年月> 

明治 31年 7 月 

 

<所在地> 

舞木町字平 

<開業年月> 

大正 3 年 7月 

<所在地> 

田村町岩作字 

西河原 

<開業年月> 

昭和 4 年 5月 

 

<所在地> 

田村町谷田川 

字荒小路 

<開業年月> 

昭和 4 年 5月 

 

資料：ＪＲ東日本ウェブサイト 駅情報 
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イ）鉄道の運行状況 

 各路線が集中する郡山駅では、東北新幹線も含めて１時間に４本から７本の運行本数と

なっており、その他の駅では、概ね１時間に１本から２本の運行本数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郡山駅
上り（東京・水戸方面） 時刻 下り（福島・会津若松・いわき方面）

5 ● ●
● ● ● ● ● 6 ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● 7 ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● 8 ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● 10 ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● 11 ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● 12 ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● 13 ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● 14 ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● 15 ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● 16 ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● 17 ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● 18 ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● 19 ● ● ● ● ● ●

● ● ● 20 ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● 21 ● ● ● ● ● ●

● ● ● 22 ● ● ● ● ●
● 23 ● ● ●

87 計 100

安積永盛駅
上り(東京・水戸方面) 時刻 下り(郡山方面)

5
● ● ● ● 6 ● ●

● ● 7 ● ● ●
● 8 ● ● ●

● ● ● 9 ●
● 10 ● ●
● 11 ●
● 12 ● ●

● ● 13 ●
● 14 ●
● 15 ●

● ● ● 16 ● ●
● ● 17 ● ●
● ● 18 ● ● ●

● ● ● 19 ● ● ●
● 20 ●

● ● 21 ●
● 22 ● ● ●
● 23

計32 32

日和田駅
上り(郡山方面) 時刻 下り(福島方面)

5
● ● 6 ● ●

● 7 ● ●
● ● 8 ●

● 9 ●
● 10 ●
● 11 ●
● 12 ●
● 13 ●
● 14 ●
● 15 ●

● ● 16 ● ●
● ● 17 ● ●
● ● 18 ● ●
● ● 19 ● ●

● 20 ●
● 21 ●
● 22 ●
● 23 ●

計24 24

郡山富田駅
上り(郡山方面) 時刻 下り(会津若松方面)

5 ●
6 ●

● ● 7 ●
● ● 8 ●

● 9 ●
● 10 ●
● 11 ●
● 12 ●
● 13 ●
● 14 ●
● 15 ●
● 16 ●
● 17 ●
● 18 ●
● 19 ●
● 20 ●
● 21 ●
● 22 ●
23
計18 18

安子ケ島駅
上り(郡山方面) 時刻 下り(会津若松方面)

5
● 6 ●
● 7 ● ●

● ● 8
9 ●
10

● 11 ●
12

● 13 ●
14

● 15 ●
16

● 17 ●
18 ●

● 19
● 20 ●
21

● 22 ●
23
計11 11

舞木駅
下り(郡山方面) 時刻 上り(いわき方面)

5 ●
● 6 ●

● ● 7
● ● 8 ●

9 ●
● 10
11 ●

● 12
● 13 ●
14 ●

● 15 ●
● 16 ●
● 17 ●
● 18 ●
● 19
20 ●

● 21 ●
22 ● ●
23
計14 15

磐城守山駅
上り(水戸方面) 時刻 下り(郡山方面)

5
● 6 ●
● 7 ●

8 ●
● 9
10 ●
11
12 ●

● 13
14
15

● 16 ●
● 17 ●
● 18 ●
● 19 ●
20

● 21
22 ●
23
計9 10

◆マークの凡例
東北新幹線 ●
東北本線 ●
磐越西線 ●
磐越東線 ●
水郡線 ●

資料：ＪＲ東日本各駅時刻表 
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ウ）鉄道利用者数 

 本市の玄関口である「郡山駅」の乗車人員の推移をみると、東日本大震災のあった平成 23

（2011）年は、利用者数の落ち込みがあり、その後、回復傾向にありましたが、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響により、令和 2（2020）年は大きく減少しました。また、利用者全

体の傾向をみると、郡山駅、安積永盛駅、郡山富田駅以外の駅については、年々、利用者が

減少傾向にあります。 

 なお、主要駅の定期外・定期利用者の構成をみると、高等学校や大学が近接する安積永盛

駅では、定期利用が約８割を占めるほか、温泉街等の観光客の利用が多い磐梯熱海駅では、

定期外の利用が６割を占めています。 

 

●市内各駅の乗車人員数（人/日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,214 7,324 
9,302 

4,669 

10,201 

8,580 

8,707 

6,769 

18,415 

15,904 

18,009 

11,438 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

(人/日)

(年度)

郡山駅
新幹線 在来線

出典：在来線及び新幹線（2013～2020）はＪＲ東日本ウェブサイト「各駅の乗車人員」、新幹線（2003～2011）は「郡山市史」
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資料：ＪＲ東日本ウェブサイト「各駅の乗車人員」 資料：郡山市独自調査 
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●乗車人員の定期外・定期利用の割合 
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② 路線バス 

ア）路線バス運行 

市内の路線バスは、福島交通、会津乗合自動車の２事業者により運行されています。 

福島交通は、主に郡山駅から放射線状に周辺市街地を結ぶ路線及び複数市町村間（三

春町・田村市・小野町・平田村）を結ぶ路線（地域間幹線路線）を運行し、会津乗合自

動車は、湖南町の地域の足として、湖南地域内の移動や市中心部へのアクセス拠点（福

島交通大槻営業所など）へ運行しています。 

 

 ●路線バスの運行区間 
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イ）路線バスの運行状況 

バス路線数は、市内全体で 62路線あり、このうち、バス事業者が自ら運行する「自

主運行路線」が 47 路線、市町村間をつなぐ「生活交通路線」として国・県・市の運

行補助を受ける路線が４路線（いわゆる複数市町村を結ぶ地域間幹線路線）、市民の

生活に必要な「地域生活路線」として市が単独で運行補助する路線が 6路線、その他

事業者に委託する「市街地委託バス路線」及び「湖南町委託バス路線」として県から

一部補助を受け運行している路線が５路線となっております。 

湖南町においては、町の中心部と熱海方面及び大槻方面を結ぶ２路線（８系統）が

運行され、その一部は、義務教育学校である湖南小中学校のスクールバスとしても利

用されています。 

 

 ●路線バス運行（令和４（2022）年４月１日現在） 

 
バス路線数 

運行本数（往路・復路合計） 

平 日 休 日 

民間事業者自主運行路線 47 744 557 

生活交通路線（国県補助路線） 4 54 44 

地域生活路線（市単独補助路線） 6 76 59 

市街地委託バス路線 3 18 16 

湖南町委託バス路線 2 17 10 

合  計 62 909 686 
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委託バス路線

バス路線

生活交通路線

地域生活路線

事業者自主運行路線

バス路線

●路線バスの運行区分 

【◇事業者の自主運行路線】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【◇補助・委託路線】 
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ウ）路線バス利用者数 

 本市の人口分布と路線バスの運行ルートの関係をみると、市街地中央部の人口総数が多

い地区に路線も集中しています。 

 郊外部については、路線バス利用者の減少、運転手の人手不足や高齢化などにより、路線

バスの一部廃止が進み、平成 30（2018）年４月から令和４（2022）年３月までの間で、18

路線が廃止されました。 

 

 ●人口分布とバス路線運行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 バス乗車人員の推移をみると、年々減少傾向が続き、令和元（2019）年以降は、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響による外出自粛や移動手段の転換に伴い、利用者数は大幅に減

少しています。令和３（2021）年は若干、回復傾向にありますが、コロナ禍前と比較すると、

約３割減少となっています。また、営業キロ程は、平成 30（2018）年以降の路線バスの一部

廃止に伴い、減少が続き、令和３（2021）年においては、平成 30（2018）年と比較して約２

割減少しています。 

 路線バス利用者の定期及び定期外利用の割合は、利用者の約 35％が定期利用者、約 65％

が定期外利用者となり、経年的にもこの比率は大きく変わりません。 

2015 年国勢調査 
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●路線バスの乗車人員及び営業キロ程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●路線バス利用者の定期及び定期外利用の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：郡山市統計書（令和３年度版） 

出典：郡山市統計書（令和３年度版） 
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エ）路線バス運行に係る費用負担 

 市民の日常生活等の移動支援として、路線バスの運行を維持・確保するため、「生活交通

路線」は国、県、市による運行補助、「地域生活路線」は市単独の運行補助を行っています。 

また、「委託バス路線」については、県から一部補助を受けながら、市がバス事業者に委託

し、運行しています。 

 これまでの路線バス運行に係る市の補助金額の合計は、増加傾向にありましたが、令和元

（2019）年以降、郊外部のバス路線が廃止され、その代替として「デマンド型乗合タクシー」

の導入を進めたことにより、補助金額は減少しております。 

 

 

●路線バスと乗合タクシーに対する市負担額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：郡山市資料 
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③ デマンド型乗合タクシー 

ア）乗合タクシー運行 

 本市は、路線バスの運行が廃止された郊外部の一部地域において、路線バスに代わる交通

手段として、「デマンド型乗合タクシー」（以下「乗合タクシー」という。）を導入していま

す。主に郊外部の交通不便地域において、居住する方の移動手段の確保、外出機会の創出等

を目的とし、令和４（2022）年４月時点では、10 地区 11 エリアにおいて運行しています。 

 

 ●乗合タクシーの概要 

運行形態 
路線バスの運行が廃止された地域やバスの運行が乏しい地域と指定目的地 

（最寄りの交通結節点や生活拠点等）を結ぶ事前予約制の乗合タクシー 

運行地区 
日和田町、熱海町の一部、西田町、田村町、安積町の一部、 

三穂田町、逢瀬町、喜久田町の一部、片平町の一部、中田町 

対象者 誰でも利用可 

予約方法 
電話による事前予約制（運行当日 13 時までの便は前日 17 時までに予約、

運行当日 13 時以降の便は当日 12 時までに予約） 

運 賃 １人１回 大人５００円、障がい者・高校生以下２５０円 

 

 ●運行区域 （令和４（2022）年５月１日現在） 
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イ）乗合タクシーの運行状況 

 乗合タクシーの運行に際しては、地区毎に地域の方々と目的地や運行時刻、利用料金など

について、意見交換を行いながら、条件を設定しています。 

 

 

 ●乗合タクシーの運行状況 

 運行地域 区域 
運行本数 

導入 
平日 休日 

1 日和田地区 日和田町全部 ６便 ２便 令和元（2019）

年６月 2 熱海地区 熱海町の一部（石筵・高玉地区） ６便 ２便 

3 西田地区 
西田町全部 

富久山町の一部（堂坂・北小泉地区） 
８便 ２便 

令和２（2020）

年 10月 
4 

① 

田村地区 

（守山・守山

西部） 

田村町の一部（守山・守山西部地区） ４便 ２便 

② 

田村地区 

（谷田川・二

瀬） 

田村町の一部（谷田川・二瀬地区） ４便 ２便 

5 安積地区 
安積町の一部（南吉田・牛庭・成田・四季の丘・

サンステージこおりやま地区） 
７便 ２便 

令和３（2021）

年４月 

6 三穂田地区 三穂田町全部 ６便 ２便 

7 逢瀬地区 
逢瀬町の一部（第 6,7,8 区以外の地区） 

大槻町の一部（東北自動車道以西の地区） 
８便 ２便 

8 喜久田地区 

喜久田町の一部（東北自動車道南側以外の地区） 

熱海町の一部（長橋・上伊豆島・下伊豆島地区） 

逢瀬町の一部（第 7区） 

６便 ２便 

9 片平地区 
片平町の一部（待池台地区以外の地区） 

逢瀬町の一部（第 6,7,8 区） 
６便 ４便 

令和４（2022）

年４月 
10 中田地区 

中田町全部 

田村町の一部（高瀬地区） 
４便 ― 
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ウ）乗合タクシーの利用状況 

 乗合タクシーは、令和元（2019）年６月に熱海町及び日和田町において運行を開始し、順

次運行区域を拡大してきました。それに伴い、利用者数も増加しており、令和３（2021）年

には、7,621 名（１日当たり 20.8 名）となっております。 

 利用者層としては、高齢者や障がい者の方が多く利用しています。 

 

 ●乗合タクシーの利用者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ●年代別利用者の割合         ●利用者層の割合 

     【令和３（2021）年度実績】      【令和３（2021）年度実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,621 名 

出典：郡山市資料 

出典：郡山市資料 
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エ）乗合タクシー運行に係る費用負担 

 乗合タクシー利用者の運賃は、１回の乗車で大人が 500 円、障がい者、高校生以下が 250

円となっております。事業者の実費からこれらの運賃を差し引いた金額を市が補填するこ

ととなり、導入地区の拡大に伴い、市の負担金額は増加していますが、路線バスとの負担合

計額でみると、減少しています。 

 

●路線バスと乗合タクシーに対する市負担額（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：郡山市資料 
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④ その他交通機関 

 

ア）高速バス 

 市内発着の高速バスは、郡山駅西口のバスターミナルを起点として、県内外を合わせて 10

路線（10 事業者）が運行されています。このうち、「郡山」から「会津若松」、「いわき」、

「喜多方」間の３路線は、県内のみの移動となり、これ以外の路線は県外の移動となります。 

 

 ●高速バスの運行（平日） （令和４（2022）年５月１日現在） 

運行区間（愛称） 往路 復路 合計 （内夜間） 運行会社 

郡山-会津若松 31 31 62 0 福島交通・会津バス・常磐交通 

郡山-いわき 22 22 44 0 福島交通・会津バス・常磐交通 

郡山-喜多方 

（喜多方ラーメンバス） 
2 2 4 0 会津バス 

須賀川・郡山-仙台 8 8 16 0 福島交通・宮城交通 

福島・郡山-新宿 9 9 18 0 福島交通・ＪＲバス東北 

郡山-佐野・新越谷 4 4 8 0 福島交通・東武バス 

郡山-新潟 2 2 4 0 福島交通・新潟交通 

福島・郡山-京都・大阪 

（ギャラクシー号） 
1 1 2 2 福島交通・近鉄バス 

福島・郡山・宇都宮-名古屋 1 1 2 2 福島交通・名鉄バス 

福島・郡山-成田空港 1 1 2 1 千葉交通 
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イ）タクシー 

 本市におけるタクシー利用者数の推移をみると、年々減少傾向にあり、令和２（2020）年

以降は、新型コロナウイルス感染拡大の影響による外出自粛等に伴い、大幅に減少していま

す。令和２（2020）年は前年度比で約 59％、令和３（2021）年は前年度比で約 104％と、若

干回復しましたが、過去 10 年間で最も利用者が多かった平成 24（2012）年と比較すると、

半分以下となっています。 

 

 ●市内タクシー事業者（法人）の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●市内タクシー利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県タクシー協会 
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ウ）空 港 

・就航状況 

 福島空港は、平成５（1993）年３月に開港し、札幌便、名古屋便、大阪便の定期就航がス

タートされ、それ以降、福岡便、沖縄便、国際線の上海便、ソウル便等と拡大されました。

その後、航空会社の変更、減便、撤退が続くとともに、平成 23（2011）年に発生した東日本

大震災を境に、運行状況も大きく変化しました。 

 なお、現在、定期就航している路線は、「札幌便（新千歳）」が１日１往復の２便、「大阪

便（伊丹）」が１日４往復の８便となっております。 

 また、大阪便は、伊丹空港を乗り継ぐことで、九州や四国、沖縄方面へアクセスも可能と

なっています。 

 

 

 ●福島空港の定期就航路線  （令和４（2022）年５月１日現在） 
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・空港の利用者数 

 福島空港の利用者数は、平成 23（2011）年３月に発生した東日本大震災以降、大幅に減

少しています。近年、大阪便や国際チャーター便の人気により、徐々に利用者も増加傾向に

ありましたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、国内移動も大幅に制限され、過

去２年間は利用者が大幅に減少しています。 

 

 ●福島空港の利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・空港までのアクセス 

 福島空港へのアクセスは、最寄り駅 

が水郡線の「泉郷駅」（玉川村）にな 

ります。郡山方面から自動車で約 40 分 

の位置にあり、無料駐車場を完備して 

いるため、自家用車から乗り換えるこ 

とも可能となっています。 

 また、福島空港と本市間では、飛行 

機の発着時間に合わせたリムジンバス 

が１日５往復運行しています。 

 

 出典：福島空港ウェブサイト 
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⑤ 公共交通カバー率 

 鉄道、路線バス、乗合タクシーが利用可能な区域に居住している人口の割合をみると、廃

止となったバス路線に代わり、乗合タクシーの導入を進めてきたことにより、公共交通のカ

バー率は、郡山市全体では約 88.6％と高い割合を示しています。 

しかしながら、郊外部はもとより、市街地の近傍でも、居住地が幹線道路等から離れてい

る等の理由により、居住者が多い地区にも関わらず、公共交通が運行されていない、いわゆ

る交通空白地域が見られます。 

このうち、地区別では、喜久田地区で 56.2％、湖南地区で 61.1％と全体と比較して低い

割合となっています。 

 

 

 ●地区別の公共交通カバー率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沿線人口 バスカバー率 備考 鉄道カバー人口 鉄道カバー率 備考 乗合タクシーカバー人口 乗合タクシーカバー率 備考 公共交通カバー人口 公共交通カバー人口 備考

郡山西部 90,025 77,086 85.6% 8,985 10.0% 郡山駅・郡山富田駅 0 0.0% 乗合運行なし 77,847 86.5% バス・鉄道
郡山東部 32,529 28,566 87.8% 4,607 14.2% 郡山駅舞木駅 0 0.0% 乗合運行なし 29,523 90.8% バス・鉄道
富田 24,437 19,363 79.2% 7,301 29.9% 郡山富田駅 0 0.0% 乗合運行なし 21,497 88.0% バス・鉄道・乗合

大槻 32,096 26,554 82.7% 0 0.0% 鉄道駅なし 1,398 4.4% 一部逢瀬地区乗合タクシー 27,302 85.1% バス・乗合
安積 34,221 29,141 85.2% 7,386 21.6% 安積永盛駅 3,966 11.6% 一部安積地区乗合タクシー 33,216 97.1% バス・鉄道・乗合

三穂田 4,737 0 0.0% 路線バスなし 0 0.0% 鉄道駅なし 4,737 100.0% 全エリア対象 4,737 100.0% 乗合
逢瀬 4,449 1,543 34.7% 0 0.0% 鉄道駅なし 4,449 100.0% 全エリア対象 4,449 100.0% バス・乗合
片平 6,489 2,745 42.3% 0 0.0% 鉄道駅なし 6,411 98.8% 待池台地区をの除く 6,415 98.9% バス・乗合
喜久田 11,951 2,879 24.1% 2,790 23.3% 喜久田駅・郡山富田駅 6,038 50.5% 一部エリア運行 6,722 56.2% バス・鉄道・乗合

日和田 10,023 938 9.4% 6,372 63.6% 日和田駅・五百川駅 10,023 100.0% 全エリア対象 10,023 100.0% バス・鉄道・乗合

富久山 34,799 27,217 78.2% 5,010 14.4% 郡山富田駅・郡山駅・舞木駅 465 1.3% 堂坂：148人北小泉：222人 29,167 83.8% バス・鉄道・乗合

湖南 3,732 2,279 61.1% 0 0.0% 鉄道駅なし 0 0.0% 乗合運行なし 2,279 61.1% バス
熱海 5,942 3,011 50.7% 2,646 44.5% 安子ヶ島駅・磐梯熱海駅・中山宿駅 2,414 40.6% 石筵地区：542人・高玉地区：713人／上伊豆島：274人・下伊豆島：320人・長橋：251人 5,543 93.3% バス・鉄道・乗合

田村 18,107 8,409 46.4% 4,201 23.2% 安積永盛駅・磐城守山駅・谷田川駅 18,107 100.0% 全エリア対象 18,107 100.0% バス・鉄道・乗合

西田 4,551 70 1.5% 210 4.6% 三春駅 4,551 100.0% 全エリア対象 4,551 100.0% 乗合
中田 5,268 2,273 43.1% 0 0.0% 鉄道駅なし 5,268 100.0% 全エリア対象 5,268 100.0% バス・乗合

全体 323,356 232,074 71.8% 49,508 15.3% 67,827 21.0% 286,646 88.6%

※１

※１
※２
※３
※４
※５

2015年国勢調査・250ｍメッシュ人口のうち駅より半径１㎞人口を算出した値
地区全体に乗合タクシーが運行している地区は乗合タクシーカバー率を「100%」とした
地区人口のうち、路線バス、鉄道、乗合タクシーのいずれのカバーされていない人口を2015年国勢調査・250ｍメッシュ人口より算出した

※２ ※３ ※４ ※５

2015年9月30日時点における住民基本台帳上の人数及び2015年国勢調査250メッシュ人口による算出
2015年国勢調査・250ｍメッシュ人口のうち、路線沿線より半径300ｍ人口を算出した値

公共交通カバー率・人口について

地区 総人口
路線バス 鉄道 乗合タクシー 公共交通（全体）
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 ●主な公共交通空白地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ (5)公共交通 

◆鉄道、バス等の公共交通利用者が減少しているとともに、路線バスの運転手不足や高齢

化が進行するなど、地域の暮らしを支える移動手段の確保は厳しい状況です。ＭａａＳや

ＡＩ等の最新技術も活用しつつ、既存の交通サービスの改善・充実に取り組む必要があり

ます。 

◆廃止されたバス路線に代わり、デマンド型乗合タクシーの導入を進めてきました。地域

の輸送資源としては、スクールバスや福祉輸送などといった多様な方策もあることから、

それらの資源活用の検討も必要になります。 

◆自動車運転が困難な高齢者などが増加するものと予測されることから、公共交通機関

の維持・確保を図る必要があります。また、バリアフリー・ユニバーサルデザインの観点

からも、交通結節点等における乗継環境や待合環境の機能向上が必要となります。 

◆公共交通のカバー率の低い、いわゆる交通空白地域など、公共交通の維持・確保につい

ては、利用者をはじめ、地域の方々、公共交通事業者、行政が連携し、各々の役割を踏ま

えつつ、協働により取り組んでいく必要があります。 
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(6)バリアフリー・ユニバーサルデザイン 

① 身体障がい者の状況 

 本市における身体障がい者数は、2017（平成 29）年以降、減少傾向にあり、2020（令和

2）年は 10,886 人となっています。障がい者別にみると、肢体不自由者が最も多く、以下、

内部機能障がい者、視覚障がい者、音声・言語・そしゃく機能障がい者の順になります。 

 また、障がい者への意識調査では、必要な福祉施策として、「日常生活に必要な移動支援

の充実」、「施設のバリアフリー化」など、一定の人たちに求められています。 

 

    ●身体障害者手帳所持者数の推移（障害別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●障がい者への意識調査（必要な福祉施策） 
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② 要介護認定者の状況 

 本市における要介護認定者数は、実績値である令和 2（2020）年で 16,060 人となってお

り、今後、高齢者人口の増加に伴い、更なる増加が予測されます。令和 2（2020）年の年齢

階層別の認定者数及び割合をみると、75 歳から 79 歳では高齢者数の 1 割以上の方が、80

歳から 84 歳では約 3 割の方が、85 歳から 89 歳では 5 割以上の方が要介護認定を受けてい

る状況です。 

 また、一般高齢者への意識調査のうち、外出に関する調査では、3 割以上の方は、「ほぼ

毎日」外出され、その際の移動手段は、自らが運転する自動車・バイクが約 5 割以上という

内容でした。 

 

 ●要介護認定者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●年齢階層別要介護認定者数及び割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



67 

 

 ●一般高齢者への意識調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ (6)バリアフリー・ユニバーサルデザイン 

◆高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活していく「地域包括ケアシステム」の推進

に向けた取り組みが進められています。このため、より一層、高齢者が安全・安心に暮

らせる地域づくりが必要となります 

◆自動車運転が困難となる高齢者は増加することが予想されることから、公共交通機関

の充実を図るとともに、徒歩・自転車等により気軽に外出できる安全・安心な生活環境

を整備する必要があります。 

◆高齢者や障がい者など含め、すべての人が健康で生きいきと暮らせるバリアフリー・

ユニバーサルデザインの推進を図っていく必要があります。 
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(7)多様な輸送資源 

 交通手段は、公共交通のほかにもスクールバスや病院の送迎バスなど、様々な移動サービ

スがあり、住民等の日常生活、社会生活において大切な役割を担っています。これらの移動

サービスは公共交通に比べて利用対象者が明確に設定されており、利用者に応じたサービ

ス提供を行う特徴があるため、公共交通に比べて利便性が高い場合が多くなっています。 

 本市における公共交通以外の移動サービスは、おおむね以下のとおり運行されています。 

 

●その他の移動サービス 

区分 運行施設 

スクールバス 【保育所・幼稚園】 

安積幼稚園、開南幼稚園、セントポール幼稚園、たちばな西幼稚園、並

木幼稚園、のびのび学園、郡山ザベリオ学園幼稚園、ユーパロ室ノ木保

育園、安積町つつみ保育園、柴宮幼稚園、ワイズプリスクールアンドキ

ンダーガーデン、わかば幼稚園、大谷幼稚園、多田野幼稚園、めぐみ幼

稚園、田村町つつみ幼稚園 

【小・中学校、高校、専修学校】 

ザベリオ学園小学校、熱海小学校、谷田川小学校、湖南小中学校、西田

学園、尚志高校、東北歯科専門学校、郡山学院高等専修学校、日本調理

技術専門学校 

病院送迎バス 星総合病院、朝日病院、今泉西病院、今泉眼科病院、太田西ノ内病院、

桑野協立病院、寿泉堂香久山病院、日東病院、針生ヶ丘病院、あさかホ

スピタル、坪井病院、星ヶ丘病院、総合南東北病院、太田熱海病院 

宿泊・入浴施設

送迎バス 

ホテル華の湯、萩姫の湯栄楽館、湯のやど楽山、浅香荘、四季彩一力、

山城屋、月の庭、守田屋、伊藤園ホテル磐梯向滝、ゆとりろ磐梯熱海、

をりふしの宿昭月、健康温泉水林亭、郡山温泉、ホテルバーデン、なり

た温泉 

移動販売 移動スーパーとくし丸、古川商店、スーパーろくちゃん 

※１ 複数施設が共同で運行している場合があります。 

※２ アンケート、ウェブサイト等により運行が確認された施設を掲載していますので、記載されていな

い施設においても運行されている場合があります。 

 

≪課題≫ (7)多様な輸送資源 

◆効率的で持続可能な公共交通を確保するため、バスや鉄道などの既存の公共交通サー

ビスに加え、必要に応じてスクールバスや病院送迎など地域の多様な輸送資源の活用を

検討する必要があります。 
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1-3 公共交通に対する意識調査等 

  計画の策定に当たり、本市を含むこおりやま広域圏住民の日常の外出状況や公共交通

に関する利用状況等を把握するため、以下のとおりアンケート調査を実施しました。 

 

(1)調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対　象 郡山市民（満16歳以上） こおりやま広域圏住民（満16歳以上）※郡山市民は除く

標本数 7,000人 3,000人

期　間 2021(令和3)年10月14日(木)～10月29日(金) 2021(令和3)10月29日(金)～11月12日(金)

内　容

①移動目的別外出状況

（通勤・通学、通院、買い物における頻度、目的地、

　交通手段等）

②新型コロナウイルス感染症による外出状況・頻度の変化

③公共交通等に関する意見

（不便な点、要望等）

④基本属性等（年齢、居住地域、運転免許・自動車・

　携帯端末の所有状況等）

①移動目的別外出状況

（通勤・通学、通院、買い物における頻度、目的地、

　交通手段等）

②郡山市への移動について

（頻度、訪問地域、交通手段、目的等）

③新型コロナウイルス感染症による外出頻度の変化

④基本属性等（年齢、居住地域、運転免許・自動車・

　携帯端末の所有状況等）

有効回答数2,420人　有効回収率34.6％ 有効回答数1,248人　有効回収率41.6％
回収率

有効回答数3,668人　有効回収率36.7％

≪全体≫

回答数 構成比

2,420 -

≪年代別≫

10代 168 6.9%

20代 135 5.6%

30代 164 6.8%

40代 184 7.6%

50代 404 16.7%

60代 539 22.3%

70代 514 21.2%

80歳以上 260 10.7%

無回答 52 2.1%

≪地域別≫

旧郡山東部※ 213 8.8%

旧郡山西部※ 610 25.2%

富田 187 7.7%

大槻 279 11.5%

安積 228 9.4%

三穂田 32 1.3%

逢瀬 27 1.1%

片平 45 1.9%

喜久田 70 2.9%

日和田 68 2.8%

富久山 272 11.2%

湖南 23 1.0%

熱海 38 1.6%

田村 127 5.2%

西田 34 1.4%

中田 32 1.3%

無回答 135 5.6%

※旧郡山を郡山駅を境に東西に区分

≪全体≫

回答数 構成比

2,420 -

≪年代別≫

10代 168 6.9%

20代 135 5.6%

30代 164 6.8%

40代 184 7.6%

50代 404 16.7%

60代 539 22.3%

70代 514 21.2%

80歳以上 260 10.7%

無回答 52 2.1%

≪地域別≫

旧郡山東部※ 213 8.8%

旧郡山西部※ 610 25.2%

富田 187 7.7%

大槻 279 11.5%

安積 228 9.4%

三穂田 32 1.3%

逢瀬 27 1.1%

片平 45 1.9%

喜久田 70 2.9%

日和田 68 2.8%

富久山 272 11.2%

湖南 23 1.0%

熱海 38 1.6%

田村 127 5.2%

西田 34 1.4%

中田 32 1.3%

無回答 135 5.6%

※旧郡山を郡山駅を境に東西に区分
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(2)調査の結果 

① 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出頻度の変化 

  新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出頻度の変化について、「外出頻度が減った」

との回答が通勤通学と通院で約 10％、「買い物」では約 30％、「その他郡山市への移動」

では約 40％となっており、外出頻度が減った方々が一定数見受けられます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 公共交通を利用するうえで不便に感じていること（上位１０項目） 

「バスの本数が少ない」が 64.9％と最も多く、次いで「駅やバス停までの距離が遠い」

が 35.0％、「運賃が高い」が 32.5％となっており、運行本数の増加や、運行経路の見直し、

運賃負担の軽減策等が期待されています。 
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1—4 課題の整理 

  ポイントとなる社会的な課題や交通分野に関する課題等について整理します。 

 

① 社会的な課題 

●人口減少・超高齢社会への対応 

・地方バスの路線廃止や高齢ドライバーによる交通事故など ⇒移動手段の維持・確保 

●デジタル化・ＤＸの推進 

・運転手の不足や利用者の利便性向上など ⇒技術革新により様々なモビリティサービス 

●防災・減災、国土強靭化 

・近年多発する大規模な自然災害など ⇒人命の保護、被害の最小化、交通ネットワークの維持 

●2050 年カーボンニュートラルの実現 

・CO2 排出量の割合が大きい運輸部門など ⇒環境負荷の少ない移動手段への転換推進 

●新型コロナウイルス感染症の対策 

・感染拡大により変化した生活行動 ⇒ニューノーマルに対応した交通施策の推進 

 

 

② 交通分野に関する主な課題 

●地方都市特有の過度な自動車利用 

・自動車保有台数は増加傾向で、様々な交通手段の中で自動車分担率は約 67％と圧倒的に高い状況 

●公共交通利用者の減少 

・鉄道、バス等の公共交通利用者は減少し、市民生活に必要な移動手段の維持・確保が厳しい状況 

●道路の計画的な整備及び市街地における慢性的な道路混雑 

・整備に必要な財源を確保し、計画的で効率的な道路事業の推進 

●自転車や歩行者の移動環境整備 

・バリアフリー・ユニバーサルデザインの考えに沿ったハード、ソフト両面のさらなる取組 

●新たなモビリティサービスの推進 

・ＭａａＳやＡＩ、ＩｏＴなどの技術革新に伴う様々なモビリティサービスの活用検討 

 

 

③ 市民等の意識 

●公共交通を利用する上で不便な点について 

・「バスの本数が少ない」、「駅やバス停までの距離が遠い」、「運賃が高い」との意見が上

位を占め、過度な自動車利用の要因と推測。 

・その他、「運行情報がわかりづらい」、「乗り継ぎが悪い（時間・行先）」、「自転車の走

行環境が悪い」、「乗り場に上屋やイスがない」、「歩道に段差があり歩きにくい」など 
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【郡山市の市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【郡山駅前周辺】 
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第２章 
 

本市の都市づくりの方向性 
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第２章 本市の都市づくりの方向性 

 

2-1 本市の特長 

  本市は、福島県の中央に位置するとともに、首都圏と東北、さらには太平洋側と日本海

側とを結ぶ広域的なネットワークの結節点となっています。 

  また、本市は、こうした地理的優位性や充実した交通網及び都市基盤が整っており、都

市の利便性の高さからも、産業をはじめ、教育、文化、医療、流通業務等の都市機能が集

積する福島県の中心拠点となっています。 

 

 

●郡山市の立地特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本市においては、福島県の経済県都として、人・モノ・カネ・情報が活発に交流する広

域的な拠点性を高めていき、近隣の 17 市町村で構成する「こおりやま広域圏」において

も、将来にわたる持続可能な地域づくりと知の結節点を展開できるよう、広域圏の中心都

市として圏域全体の経済をけん引し、圏域住民の暮らしを支える役割が期待されていま

す。 
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● 郡山インターチェンジ及び流通団地 

 

 

 

 

 

      写 真 

 

 

 

 

 

● 郡山駅を中心に交差する鉄道網 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 上空から見た福島空港 
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2-2 今後の都市づくりの考え方 

  今後の都市づくりについては、都市としての役割や地域の特性など、都市全体の視点を

踏まえて策定された「郡山市都市計画マスタープラン」、「郡山市立地適正化計画」などに

記載されているとおり、以下の考え方が基本となります。 

 

≪基本的な考え方≫ 

① こおりやま広域圏の中心市に相応しいまち 

   本市は、福島県の中央に位置する地理的優位性や充実した交通網及び都市基盤が整

っており、近隣市町村を含むこおりやま広域圏全体の中心市としての役割が期待され

ています。このことから、本市は圏域全体の活力向上を図るため、広域圏を支える賑わ

いある拠点の形成及び中心市に相応しい魅力ある都市機能の集約・充実を図り、多様な

人々の交流と活発な都市活動の創出を目指します。 

 

② 地域特性を生かし都市と自然が調和したまち 

   本市は、豊かな自然環境に加え、広大な田園地域及び様々な都市機能が集積する市街

地等、多様な地域を有する都市です。地域固有の伝統や文化、多様な暮らし方、ライフ

スタイルを尊重しつつ、それぞれの地域が交通や情報通信ネットワーク等を介し、交

流・連携が図られる等、都市と自然が調和した持続的なまちの形成を目指します。 

 

③ 安心して円滑に移動できる交通ネットワークが充実したまち 

   人口減少、少子高齢化が進行する中、地域活力を維持・向上させる持続可能なまちづ

くりを推進する上では、安全、安心に利用できる交通サービスの提供、さらには防災、

情報通信等とのネットワーク環境の充実が重要となってきます。このため、居住や都市

機能等の土地利用と連携し、地域の実情に合った効率的で利便性の高い公共交通サー

ビスの提供や快適な利用環境の整備等について、市民、交通事業者、行政が連携し、誰

もが円滑に移動できるまちの形成を目指します。 

 

 

 

 

2-3 本市の将来都市構造 

  将来都市構造は、「郡山市都市計画マ 

スタープラン」において定められている 

本市における都市形成の根幹の考え方と 

なっています。 

【概念図】 
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●将来都市構造（郡山市都市計画マスタープランより） 

郡山型 コンパクト＆ネットワーク都市構造 

 ・コンパクト：空間的な密度を高める「まとまり」 ・ネットワーク：地域と地域の「つながり」 

 

 ⇒ 豊かな自然環境・田園環境の維持・保全を図りながら、福島県の広域的な拠点として

生産性の高い産業活動や地域特性に応じた質の高い生活の展開を目指し、コンパクト

で周辺環境と調和した都市の形成を図ります。 

 

⇒ 具体的には、秩序ある土地利用を誘導するためのゾーンを定め、この上に多様な暮ら

しを展開する生活圏を設定することとし、各生活圏内には拠点があり、必要な都市機能

を誘導するなど、躍動感ある都市づくりを推進します。 

 

 

●将来都市構造図（郡山市都市計画マスタープランより） 
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2-4 立地適正化計画に関して 

 

(1)立地適正化計画の概要 

  本市では、平成 26（2014）年の「都市再生特別措置法」の改正により創設された「立地

適正化計画制度」に基づき、郡山市都市計画マスタープランとの調和のもと、「郡山市立

地適正化計画」を平成 31（2019）年３月に作成し、また、近年の頻発・激甚化する自然災

害に対して、防災・減災を主流にした安全・安心な社会づくりを進めるための令和２（2020）

年の「都市再生特別措置法」の改正を受け、防災指針の位置付けを加えた「郡山市立地適

正化計画」の改定が、令和３（2021）年３月に行われました。 

 

  立地適正化計画は、今後の人口減少、高齢化の進行等の中で、住宅や医療・福祉・商業

施設等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が公共交通等により、これらの生

活サービス施設にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見直

し、「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを目指すための計画です。 

 

 ●立地適正化計画のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【居住誘導区域】 
（都市再生特別措置法第 81条） 
 人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口

密度を維持することにより、生活サービスやコミュ

ニティが持続的に確保されるよう居住を誘導する区

域。 
【想定される区域】 
 公共交通が利用しやすい地域など。 

【都市機能誘導区域】 
（都市再生特別措置法第 81条） 
 医療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心拠点や生

活拠点に誘導し集約することにより、各種サービスの効

率的な提供を図る区域。 
【想定される区域】 
 鉄道やバス等の公共交通、都市基盤等の既存ストック

が充実した地域など。 

※計画では、「都市機能誘導区域」及び「居住

誘導区域」を設定し、長期的な視点で地域に合

った居住や都市機能の集積を図るもの。 
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(2)郡山市立地適正化計画について 

  本市の立地適正化計画については、郡山市都市計画マスタープランに掲げた将来都市

構造「郡山型 コンパクト＆ネットワーク」のもとに都市の持続的発展に向け、より効率

的、効果的に都市づくりを進めていくため、都市再生特別措置法第 81 条の規定に基づく

「都市機能誘導区域」及び「居住誘導区域」を以下のとおり、設定しています。 

  

 （都市機能誘導区域） 

   ⇒ 上位計画との整合性、位置付け、都市の実情を踏まえながら、「１つの中心拠点」と「３つの副

次拠点」を設定し、主として「広域的な都市サービス施設」の誘導を図ります。 

 （居住誘導区域） 

   ⇒ 上述の都市機能誘導区域を含む区域及びバスや鉄道等の基幹的公共交通路線の沿線区域を設定

し、暮らしやすい住環境の形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

●本市の都市機能誘導区域及び居住誘導区域 
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 【立地適正化計画と地域公共交通計画の連携イメージ】 
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第３章 
 

総合交通計画マスタープランの基本的な方針及び目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 



1-1 新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）の検討　（拡充）

1-2 公共交通（鉄道、路線ﾊﾞｽ、高速ﾊﾞｽ等）の乗継強化（継続）

1-3 鉄道駅周辺の交通アクセスの充実・強化　（拡充）

1-4 路線バスの経路、ダイヤ、バスベイ等の検討　（継続）

1-5 パーク＆ライド、サイクル＆ライド等の検討　（継続）

1-6 観光周遊などの観光分野と連携した取組の推進（継続）

2-1 路線バスの運行確保・充実　（拡充）

2-2 デマンド型交通の機能強化　（拡充）

2-3 地域に合った旅客運送サービス導入の検討　（継続）

2-4 乗継・待合環境の改善・整備　（継続）

2-5 バリアフリー車両の導入促進　（継続）

3-1 高齢者の公共交通利用に関する事業推進　（拡充）

3-2 福島空港の利活用促進　（継続）

3-3 エコ通勤、ノーマイカーデーの推進　（継続）

3-4 公共交通利用に関する教育実施　（継続）

4-1 環状道路網を優先した幹線道路の整備促進　（拡充）

4-2 道路混雑箇所に関する軽減方策の検討　（新規）

4-3 長期未着手都市計画道路の見直し検討　（新規）

5-1 公民協奏による居心地が良く歩きたくなる空間の創出　（新規）

5-2 公民が連携したバリアフリー化の推進　（新規）

5-3 災害に強く快適で歩きやすい無電柱化道路の整備推進（新規）

6-1 自転車レーン・歩道の整備推進　（継続）

6-2 （仮称）郡山市自転車活用推進計画の策定検討　（新規）

7-1 シェアサイクル、レンタサイクル等の事業支援　（継続）

7-2 サイクルツーリズムの推進と来訪者への情報発信　（新規）

8-1 ＭａａＳの導入に関する可能性の検討　（新規）

8-2 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝを活用したﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽの取組の推進　（拡充）

8-3 環境に配慮したモビリティサービスの推進（新規）

9-1 持続的な移動サービス創出可能性の検討　（新規）

9-2 市民・事業者・行政が連携したバリアフリー化の推進（新規）

【交通施策】

（多様な主体との連携） ●複数の主体が連携した「共創型交通」の推進
　・多様な移動手段の活用推進に向けた検討

社会的な課題

（自転車・歩行者）

都市づくりの考え方

　　　※郡山市立地適正化計画より

①こおりやま広域圏の中心
市に相応しいまち

②地域特性を生かし都市と
自然が調和したまち

③安心して円滑に移動できる
交通ネットワークが充実した
まち

目標３ 環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり

⇒　ＭａａＳやＡＩ、ＩｏＴなどの新たな技術の活用など、地域に合っ
た交通サービスの提供ができるよう、先進事例等を参考に取組
の導入検討を進める。

●安全で快適に通行できる自転車・歩行空間の環境整備
　・健康的に気軽に外出しやすい回遊空間づくりの整備推進

（施策７）
●自転車を活用したライフスタイルの推進
　・自転車需要の高まりに合わせた種々の関連施策の推進

目標５ 多様な主体の連携によるまちづくり
（施策８）
●新たなモビリティサービスを活用した取組の推進
　・新たな技術の活用について積極的な取り組み検討

⇒　スクールバスや病院等の送迎サービスなどの移動手段の活
用など、交通事業者をはじめ、様々な関係者との協議・調整を行
いながら、より良い交通施策の取組検討を進める。

（施策９）

⇒　誰もが居住地から様々な生活サービス施設にアクセスできる
など、円滑に移動可能な公共交通ネットワークづくりを進める。

（公共交通） （施策２）

●交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通
ネットワークの形成
　
　・鉄道新駅の設置と駅周辺のまちづくり施策等の推進
　・利用者ニーズに応じた公共交通ネットワーク構築の推進

交通に係る主な課題

（新たな交通サービス）

（施策４）

⇒　バリアフリーで回遊しやすい都市環境を確保するなど、外出
しやすく健康増進にもつながる自転車・歩行空間づくりを進める。

●効率的・効果的な道路計画及び整備
　・円滑な自動車交通を図るための計画的な道路整備の促進

（施策５）

●地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上
　
　・地域特性に応じた利便性の高い公共交通ネットワーク構築
　・バリアフリー化を進め、利用者のサービス向上

目標２ 円滑な交通とストック効果につながる道路づくり

⇒　道路混雑が軽減され円滑な交通確保、計画的な道路整備に
伴う沿線の土地利用促進など、効率的・効果的なまちづくり及び
道路づくりを進める。 （施策３）

●公共交通の利用促進に向けたモビリティ・マネジメン
トの推進
　・自動車に依存しない公共交通施策等への転換を促進

（道　　路）

第３章　総合交通計画マスタープランの基本的な方針及び目標等

3-1　総合交通計画マスタープランの概要

【基本的な方針】

【個別プロジェクト】

●地方都市特有の過度な自
動車利用

●公共交通利用者の減少

●道路の計画的な整備及び
市街地における道路混雑解
消

●自転車や歩行者の移動環
境整備

●新たなモビリティサービス
の推進

●既存の道路施設を利用した魅力的なまちづくりへの活
用推進
　・公民一体の安全・安心なまち空間・道路空間づくりの推進

目標４ 新たな交通サービスのチャレンジと仕組みづくり （施策６）

〇人口減少・超高齢社会へ
の対応

〇デジタル化・ＤＸの推進

〇防災・減災、国土強靭化

〇2050年カーボンニュートラ
ルの実現

〇新型コロナウイルス感染症
の対策

【目標】

交通手段が充実しすべての人が安心して円滑に移動できるまち

目標１ 持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり
（施策１）

※人口減少や高齢化の進行等を前提に、市民が安心で快適に暮らし続けていく上では、過度な自動車利用に依存することなく、徒歩や自転車、公共交通等の移動により外出しやすく

健康的に様々な都市サービスを享受できるまちづくりの形成が重要となります。交通に関する様々な課題を踏まえつつ、本市のまちづくりの考え方と連携し、公共交通、道路、自

転車・歩行者等のすべての交通手段において、持続的で円滑に移動できる交通ネットワークの実現を図ります。
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　◆交通分野の課題と施策別プロジェクトの関係性

1-1 ● ● ● ● ● ●
1-2 ● ● ● ● ●
1-3 ● ● ● ●
1-4 ● ● ●
1-5 ● ● ● ● ● ●
1-6 ● ● ●
2-1 ● ● ● ● ●
2-2 ● ● ● ●
2-3 ● ● ● ● ●
2-4 ● ● ● ●
2-5 ● ● ●
3-1 ● ● ●
3-2 ● ● ● ●
3-3 ● ● ● ● ●
3-4 ● ● ● ● ● ● ●
4-1 ● ● ● ●
4-2 ● ● ● ● ●
4-3 ● ● ● ● ●
5-1 ● ● ● ● ●
5-2 ● ● ●
5-3 ● ●
6-1 ● ● ● ● ●
6-2 ● ● ● ●
7-1 ● ● ● ●
7-2 ● ● ●
8-1 ● ● ● ● ● ● ● ●
8-2 ● ● ● ● ● ● ●
8-3 ● ● ● ● ●
9-1 ● ● ● ● ● ● ●
9-2 ● ● ●

目標5
 連携

施策9
持続的な移動サービス創出可能性の検討

市民・事業者・行政が連携したバリアフリー化の
推進

目標3
 自転車・
 歩行空間
 づくり

施策6
自転車レーン・歩道の整備推進

（仮称）郡山市自転車活用推進計画の策定検討

施策7
シェアサイクル、レンタサイクル等の事業支援

サイクルツーリズムの推進と来訪者への情報発信

目標4
 新たな
 サービス

施策8

ＭａａＳの導入に関する可能性の検討

スマートフォンを活用したモビリティサービスの
取組の推進

環境に配慮したモビリティサービスの推進

目標2
 道路づくり

施策4

環状道路網を優先した幹線道路の整備促進

道路混雑箇所に関する軽減方策の検討

長期未着手都市計画道路の見直し検討

施策5

公民協奏による居心地が良く歩きたくなる空間の
創出

公民が連携したバリアフリー化の推進

災害に強く快適で歩きやすい無電柱化道路の整備
推進

路線バスの運行確保・充実

デマンド型交通の機能強化

地域に合った旅客運送サービス導入の検討

乗継・待合環境の改善・整備

バリアフリー車両の導入促進

施策3

高齢者の公共交通利用に関する事業推進

福島空港の利活用促進

エコ通勤、ノーマイカーデーの推進

公共交通利用に関する教育実施

新たな
モビリティ
サービス

目標1
 公共交通
 体系づくり

施策1

新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）の検討

公共交通（鉄道、路線バス、高速バス等）の乗継
強化

鉄道駅周辺の交通アクセスの充実・強化

路線バスの経路、ダイヤ、バスベイ等の検討

パーク＆ライド、サイクル＆ライド等の検討

観光周遊などの観光分野と連携した取組の推進

施策2

2050年
カーボン

ニュートラ
ル

道路等の既
存ストック

の活用

過度な
自動車利用

公共交通
利用減

道路渋滞
健康的な
自転車・
歩行環境

防災減災
・

国土強靭化
区分 個別プロジェクト

ベビー
ファースト

人口減少
・

超高齢社会
ＤＸ化
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●ベビーファースト

●まちづくりと交通ネットワークの連携

●こおりやま広域圏（17市町村）

●新たなモビリティサービス

（公共交通）

（空港）（自転車・

（高速道路）

（道路）

（郊外）

（市街地）

※ＭａａＳ（マース：Mobility as a Service）

ＭａａＳとは、地域住民や旅行者一人

ひとりのトリップ単位での移動ニーズに

対応して、複数の公共交通それ以外の

移動サービスを最適に組み合わせて、

検索・予約・決済等を一括で行うサービ

スです。
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3-2 交通に関する取組の推進に当たって 

  交通に関する取組については、市民や企業、交通事業者、行政がそれぞれの責務や役割

を担い、一体となって進めていく必要があります。 

  特に公共交通においては、様々な理由により、交通を維持・確保することが厳しい状況

にあるなど、地域によってその状況は異なりますが、今後も引き続き、それらの機能が将

来にわたり十分に発揮されるよう、市民一人ひとりが交通について理解し、自分たちが関

われる取組や持続的な運送サービスの提供等、すべての関係者の連携のもとに、交通を守

り、育てていくことが必要であり、種々取り組みを推進していきます。 

 

 

3-3 基本的な方針 

  当計画における基本理念については、上位計画である「郡山市まちづくり基本指針【あ

すまちこおりやま】」の大綱Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」に位置付けられた分野別将来

構想を基本に、関連する「郡山市都市計画マスタープラン」、「郡山市立地適正化計画」等

との整合・調和を図り、以下のとおり定めます。 

  

 

 

 

 

  本市は、豊かな自然環境に加え、広大な田園風景及び様々な都市機能が集積する市街地

や営農活動を営む集落地域など、多様な地域が一体的に集積している都市になります。こ

のため、市街地においては、高い交通利便性を生かし、多様なニーズに対応した効率的な

都市づくりを進め、また、田園地域においては、良好な自然や営農環境を保全しつつ、地

域固有の歴史や文化等の既存ストックの有効活用を図ることとし、さらに交通や情報ネ

ットワークを通じ、地域相互の交流が連携し、ともに維持・発展が可能となるような地域

特性を生かしたまちづくりを進めています。 

  交通分野の観点からは、人口減少や高齢化の進行等を前提に、本市において市民が安心

で快適に暮らし続けていく上では、過度な自動車利用に依存することなく、徒歩や自転車、

公共交通等の移動により外出しやすく健康的に様々な都市サービスを享受できるまちづ

くりの形成が重要と考えています。 

 

  このようなことから、交通に関する様々な課題を踏まえつつ、本市のまちづくりの考え

方と連携し、公共交通、道路、自転車・歩行者等のすべての交通手段において、持続的で

円滑に移動できる交通ネットワークの実現を図ります。 

 

交通手段が充実しすべての人が安心して円滑に移動できるまち 
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3-4 計画の目標 

  本市のまちづくりの考え方と連携し、「公共交通」、「道路」、「自転車・歩行者」の交通

分野に「新たな交通サービス」、「多様な主体との連携」の視点を加え、以下「５つの目標」

を設定します。 

 

目標１ 持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

   ⇒ 自動車利用に依存することなく、日常生活に必要なサービス等が享受できる都

市環境の確保が必要です。誰もが居住地から様々な生活サービス施設にアクセス

できるなど、円滑に移動可能な公共交通ネットワークづくりを進めます。 

 

 

目標２ 円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

   ⇒ 自動車利用が多く、市内各所における道路混雑への対応が必要となります。混雑

が軽減され円滑な交通を確保するとともに、道路沿線の土地利用促進に向け、幹線

道路の計画的な整備など、効率的・効果的なまちづくり及び道路づくりを進めます。 

 

 

目標３ 環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり 

   ⇒ 高齢者をはじめ、すべての住民の健康的な社会生活を推進するため、徒歩や自転

車、公共交通等を利用し気軽に外出しやすい環境の整備を図ることが必要となり

ます。このため、バリアフリーで回遊しやすい都市環境を確保するなど、健康増進

につながる自転車・歩行空間づくりを進めます。 

 

 

目標４ 新たな交通サービスのチャレンジと仕組みづくり 

   ⇒ 近年、移動手段の確保や費用の削減などの公共交通の課題解決に向けた有効な

手段として、ＭａａＳやＡＩ、ＩｏＴなどの新たな技術の活用が期待されています。

地域に合った交通サービスの提供ができるよう、先進事例等を参考に取組の導入

検討を進めます。 

 

 

目標５ 多様な主体の連携による交通まちづくり 

   ⇒ 地域においては、スクールバスや病院、福祉車両等の既存の送迎サービスなど、

様々な移動手段を有しており、それらを有効活用することにより、地域交通の維

持・確保が期待されます。交通事業者をはじめ、関係者との協議・調整を行いなが

ら、より良い交通施策の取組の検討を進めます。 
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3-5 将来の交通ネットワークの体系 

 

(1)道路ネットワーク 

① 道路ネットワークの整備 

  市民の豊かな生活や活力ある産業、経済活動を支える最も根幹的な道路は、生活上欠か

せない施設であり、現在の交通実態や将来の交通量を考慮しつつ、「郡山都市圏総合都市

交通計画」に位置付けられた「道路マスタープラン」に基づき、まちづくりと一体となっ

た道路ネットワークの整備を推進します。 

 

      ●道路マスタープラン（郡山都市圏総合都市交通計画） 
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② 環状道路の整備 

  本市の特長である環状道路網の整備は、慢性的な渋滞の緩和、走行時間の短縮、交通事

故の減少及び迂回路機能の確保といった直接的な効果に加え、走行時間短縮に伴う輸送

費の低下や生産性の向上、沿線の土地利用促進など、様々な波及効果が期待されており、

これら効果が早期に発現できるよう、「郡山市環状道路網計画図」のもと、重点的に整備

を進めます。 

 

 

  ●郡山市環状道路網計画図 
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(2)公共交通ネットワーク 

  鉄道及びバス等の公共交通は、市民の通勤、通学、通院、買い物時の移動、自ら自動車

を運転できない交通弱者の足の確保、さらには交通渋滞の緩和や環境負荷の軽減など、多

様な有効性が考えられます。 

  本市の鉄道網は、都市圏内外を広域的に結ぶ都市の基幹となる公共交通ネットワーク

であり、駅については、既存ストックの有効活用の観点に加え、交通結節点としてますま

す重要な役割を担い、路線バス網は、市内をきめ細かに網羅する移動手段であり、市民の

地域生活に密着するとともに、高齢者や学生等の運転免許を持たない方々の生活の足と

して、重要な役割を担っています。また、路線バスが廃止される主に郊外部の地区におい

ては、タクシーを利用した戸口から交通結節点を結ぶドア・ツー・トランスファ形式の「乗

合タクシー」を導入し、10 地区で運行しているところです。 

   

  都市の持続的な発展に向け、本市の公共交通ネットワークについては、市民の多様なラ

イフスタイルに応じた暮らしのもと、過度な自動車利用に依存することなく、質の高い交

通サービス提供が可能となる交通環境の形成が重要と考えます。このため、鉄道をはじめ、

路線バス、乗合タクシーなどの運行状況を踏まえつつ、誰もが安全・安心に多様な交通手

段により移動しやすい交通ネットワークの維持・充実を図ることがより大事になります。

また、移動しやすいネットワークとしては、大きな輸送や小さな輸送、地域に密着した交

通需要など、公共交通のそれぞれの移動特性に応じた交通サービスによる役割分担が必

要となります。 

 

このことから、具体的には、広域的で大量の移動を担う鉄道等を「基幹交通」、路線バ

スのうち、基幹的な路線や市町村間をつなぐ生活交通路線を「幹線交通」、また、それ以

外のバス路線、タクシー、乗合タクシーを市民生活に密着した「地域交通」と位置付け、

それぞれ階層ごとの役割に応じて、交通ネットワークの維持・充実を図るとともに、各交

通をつなぐ「交通結節点」の機能充実・強化するなど、多様な交通手段の連携による持続

的な交通ネットワークの形成を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼路線バス（福島交通） ▼乗合タクシー 
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 ●公共交通ネットワークのイメージ像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<凡　　　例>

都市計画区域

市街化区域

（郡山市立地適正化計画に基づく）

　　　　　居住区域

　　　　　居住促進区域

◆基幹交通

◆幹線交通

（構想ライン）

（構想ライン）

・路線バス（他市町村を跨ぐ生活交通路線）

◆地域交通

◇交通結節点

（構想箇所）

⇒都市の骨格交通であ
り、他県、他市町村を広
域的に結ぶ

⇒基幹交通を補完し、都
市内の主要部を密に運
行する

⇒地域生活に密着し、市
内全体をきめ細やかに網
羅する

⇒円滑な乗継や拠点機
能など、多様な交通手段
を結節する

・路線バス（主要路線の“東西軸”）

・路線バス（主要路線の“南北軸”）

・鉄道、空港

・主要な鉄道駅との接続

・主要な都市機能施設との接続

・バス路線との乗継　　など

・路線バス（上記以外）、タクシー等

・デマンド型交通サービス（乗合タクシー等）
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(3)自転車・歩行者ネットワーク 

  高齢者をはじめ、すべての住民の健康的な社会生活の実現及び自動車利用に依存しな

い歩いて暮らせるまちづくりを推進するため、「郡山都市圏総合都市交通計画」に位置付

けられた「自転車歩行者マスタープラン」に基づき、バリアフリーで回遊しやすい都市環

境の確保など、健康増進につながる自転車・歩行者の利用空間づくりについて、地域住民

や関係機関、関係団体等と連携し、進めていきます。 

 

    ●自転車歩行者マスタープラン（郡山都市圏総合都市交通計画） 
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(4)新たなモビリティサービス 

 鉄道やバス、タクシー等の運転手不足や増加する高齢者の交通手段の維持・確保など、交

通サービスの諸問題を解決するため、近年、ＭａａＳをはじめとした新技術を活用した移動

サービスが広がりを見せています。また、市内においても、各交通事業者によるバスロケー

ションシステムやキャッシュレス決済、配車アプリなどの導入が進められています。 

 今後はさらに、ＭａａＳやＡＩ，ＩｏＴなどの新たな技術の活用など、地域に合った交通

サービスの提供ができるよう、交通事業者をはじめ、地域の方々、行政が連携し、取り組ん

でいきます。 

 

① 導入が広がる新技術 

ア）ＭａａＳ（マース：Mobility as a Service） 

 ＭａａＳとは、地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複

数の公共交通それ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行

うサービスであり、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、

移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 国土交通省 日本版ＭａａＳの推進 ＨＰ 
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イ）ＡＩオンデマンド交通 

 ＡＩオンデマンド交通とは、ＡＩを活用して予約状況に応じて効率的に配車すること

により、利用者の予約に対してリアルタイムで最適な配車を行うことができるシステム

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）自動運転（自動走行）システム 

 自動運転システムとは、ドライ 

バー（人間）が行っている、認知、 

判断、運転操作といった行為を人 

間の代わりにシステム（機械）が 

行うものです。 

 自動運転には、部分的に自動化 

された状態からドライバーの関与 

無しに走行する状態まで様々なレ 

ベルがあります。国においては自 

動運転のレベルを０～５までの６ 

段階とし、段階的に実現を目指す 

こととしています。 

 

エ）グリーンスローモビリティ 

 グリーンスローモビリティと 

は、時速２０km 未満で公道を 

走ることかできる電動車を活用 

した小さな移動サービスでその 

車両も含めた総称です。 

導入により、地域が抱える様 

々な交通の課題の解決や低炭素 

型交通の確立が期待されます。 

 

出典 国土交通省 日本版ＭａａＳの推進 ＨＰ 

出典 愛知県ＩＴＳ推進協議会 ＨＰ 

出典 国土交通省 ｸﾞﾘｰﾝｽﾛｰﾓﾋﾞﾘﾃｨ ﾘｰﾌﾚｯﾄ 
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② 市内における新技術の導入 

ア）バスロケーションシステム 

 バスロケーションシステムとは、利用したいバスの現在地や到着時間などの運行状況

をスマートフォンやタブレット、パソコンで時間や場所を選ばずにリアルタイムに把握

することができるシステムです。 

 交通渋滞などによりバスに遅延が生じた際にも、バスが「あと何分を目安に到着するのか」

や地図上にてバスが「どこを運行しているか」を把握できるため、バスでの移動がスムーズ

に行え、利便性が高いシステムとなっています。 

 

 

 ●バス事業者の導入状況 

運行事業者 名  称 導入開始年月日 

福島交通株式会社 福島交通バスロケーションシステム 2020 年 12 月 16日 

会津乗合自動車株式会社 会津バスバスロケーションシステム 2018 年 4月 1日 
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イ）キャッシュレス決済 

福島交通が運行する路線バスはＩＣカードでの決済が可能となっていますが、それ以

外の高速バスやリムジンバスにおいても、キャッシュレス決済の導入がされており、市内

を発着する福島空港線（リムジンバス）、仙台線、いわき・会津若松線（高速バス）にお

いてキャッシュレス決済が可能となっています。 

決済方法についてはクレジットカードのタッチ決済機能や各種ＱＲコード決済が可能

であり、利用者の支払い方法のニーズに幅広く対応可能となっています。 

新型コロナウイルス感染症拡大により、日常生活においてキャッシュレス決済といっ

た非接触型の決済は大きく浸透しましたが、交通料金の支払いもキャッシュレス決済化

が今後ますます普及していくことが考えられます。 

 

 ●バス事業者の導入状況（高速バス・リムジンバス） 

路線名 利用開始日 決済方法 

郡山～福島空港線 2020 年 10 月 28日 ・VISAタッチ・PayPay・Alipay・LINE 

Pay・楽天 Pay・（福島交通、会津バス

のみ）・J-Coin Pay 

須賀川・郡山～仙台線 
2021 年 12 月 24日 

いわき～郡山～会津若松線 

 

ウ）配車アプリ 

タクシーへ乗車したい場合、利用者が各タクシー事業者へ電話予約を行うケースや空

車のタクシーを見つける必要がありました。しかし、近年のスマートフォンの普及や通信

技術の進歩に伴い、スマートフォンのアプリやシステムを活用した配車を行う事業者も

あります。スマートフォンのアプリにてタクシーを配車することで、どのくらいでタクシ

ーが到着するかを把握でき、アプリ上にて決済も行うことが可能となり、利便性が高いシ

ステムとなっています。 

今後はスマートフォン保有者がさらに増すと考えられ、アプリを活用したタクシー配

車システムを導入する事業者も多くなることが考えられます。 

  

 ●タクシー事業者の導入状況 

事業者名 車両台数 利用アプリ 

郡山観光交通株式会社 51 GO 

郡山タクシー株式会社 40 

Uber 
西条タクシー株式会社 52 

有限会社うねめタクシー 8 

熱海タクシー有限会社 8 
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エ）鉄道におけるチケットレス化推進 

 東北・北海道、上越、北陸、山形、秋田の各新幹線 

の指定席および自由席を「えきねっと」で予約し、き 

っぷをみどりの窓口や券売機で受け取ることなく、お 

持ちの交通系ＩＣカード（Suica など）やモバイル  

Suica により、自動改札機にタッチするだけで、各新 

幹線をスムーズに利用できます。 

 

 ●鉄道事業者の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 新たな技術の活用 

豊かな暮らしの実現に向けては、あらゆる人々が、あらゆる場面において、それぞれの

暮らしやニーズに沿った多様で高付加価値な移動サービスの選択が可能となること、ま

た、多くの人々が選好する自動車利用の生活と同等以上の利便性を感じられるようにす

ることが必要不可欠と考えます。 

  近年の情報通信等の技術開発は著しく発達し、ほとんどの人が広くその恩恵を享受し

ている状況です。今後は、この技術を活用し、高齢者や障がい者、訪日外国人等のあらゆ

る人々が、どこでもシームレスかつ自由で円滑に移動できるといった社会の構築に向け、

新たなモビリティサービスに取り組み、交通分野から豊かな暮らしの実現を目指します。 

 

(効果)・出発地から目的地までシームレスなサービス提供により利便性が向上 

   ・自動運転車両による運転手不足の解消、高齢者の移動手段の確保、運転事故の減少 

   ・人の移動データが容易に把握でき、利用ニーズに対応した路線の構築 

   ・自動車利用から公共交通等へ転換を促し、ＣＯ２排出量を削減、環境負荷の低減 

 

出典：ＪＲ東日本ウェブサイト えきねっと 
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第４章 
 

目標実現に向けた交通施策及び施策別のプロジェクト 
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第４章 目標実現に向けた交通施策及び施策別のプロジェクト 

 

4-1 交通施策 

  前章で設定した計画の目標の実現に向け、以下のとおり交通施策を定めます。 

  

目 標 交通施策と考え方 

目標１： 

公共交通体系づくり 

施策１ 

●交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネッ

トワークの形成 

・鉄道新駅の設置と駅周辺のまちづくり施策等を進めます。 

・利用者ニーズに応じた公共交通ネットワーク構築を進めます。 

施策２ 

●地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

・地域特性に応じた利便性の高い公共交通ネットワーク構築を

進めます。 

・バリアフリー化を進め、利用者のサービス向上に努めます。 

施策３ 

●公共交通の利用促進に向けたモビリティ・マネジメ

ントの推進 

・自動車に依存しない公共交通等への転換を図ります。 

目標２： 

道路づくり 

施策４ 
●効率的・効果的な道路計画及び整備 

・円滑な自動車移動を図るため、計画的な整備を進めます。 

施策５ 

●既存の道路施設を利用した魅力的なまちづくりへの

活用推進 

・官民一体となり安全・安心なまち・道路空間づくりに努めます。 

目標３： 

自転車・歩行空間づ

くり 

施策６ 
●安全で快適に通行できる自転車・歩行空間の環境整備 

・健康的に気軽に外出しやすい回遊空間の整備を進めます。 

施策７ 
●自転車を活用したライフスタイルの推進 

・自転車需要の高まりに合わせ、種々の関連施策を進めます。 

目標４： 

新たな交通サービス

の仕組みづくり 

施策８ 
●新たなモビリティサービスを活用した取組の推進 

・新たな技術の活用について、積極的に取り組みます。 

目標５： 

多様な主体の連携ま

ちづくり 

施策９ 
●複数の主体が連携した「共創型交通」の推進 

・多様な移動手段の活用を図ります。 
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4-2 個別プロジェクト一覧 

 

 事業№ プロジェクト 

施策１ 1-1 新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）の検討 

1-2 公共交通の乗継強化 

1-3 鉄道駅周辺の交通アクセスの充実・強化 

1-4 路線バスの経路、ダイヤ、バスベイ等の検討 

1-5 パーク＆ライド、サイクル＆ライド等の検討 

1-6 観光周遊などの観光分野と連携した取組の推進 

施策２ 2-1 路線バスの運行確保・充実 

2-2 デマンド型交通の機能強化 

2-3 地域に合った旅客運送サービス導入の検討 

2-4 乗継・待合環境の改善・整備 

2-5 バリアフリー車両の導入促進 

施策３ 3-1 高齢者の公共交通利用に関する事業推進 

3-2 福島空港の利活用推進 

3-3 エコ通勤、ノーマイカーデーの推進 

3-4 公共交通利用に関する教育実施 

施策４ 4-1 環状道路網を優先した幹線道路の整備促進 

4-2 道路混雑箇所に関する軽減方策の検討 

4-3 長期未着手都市計画道路の見直し検討 

施策５ 5-1 公民協奏による居心地が良く歩きたくなる空間の創出 

5-2 公民が連携したバリアフリー化の推進 

5-3 災害に強く快適で歩きやすい無電柱化道路の整備推進 

施策６ 6-1 自転車レーン・歩道の整備推進 

6-2 (仮称)郡山市自転車活用推進計画の策定検討 

施策７ 7-1 シェアサイクル・レンタサイクル等の事業支援 

7-2 サイクルツーリズムの推進と来訪者への情報発信 

施策８ 8-1 ＭａａＳの導入に関する可能性の検討 

8-2 スマートフォンを活用したﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽの取組推進 

8-3 環境に配慮したモビリティサービスの推進 

施策９ 9-1 持続的な移動サービス創出可能性の検討 

9-2 市民・事業者・行政が連携したバリアフリー化の推進 
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4-3 個別プロジェクト 

 

目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-1 新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）の検討 

趣 旨  公共交通の利用促進及び地域の活性化など、安積地区副次地拠点にふさわ

しい交通結節機能の形成を目指した新駅設置について取り組むものです。 

事業内容 ◆新駅設置事業（郡山駅～安積永盛駅間）の検討 ≪行政・事業者≫ 

 新駅設置は、平成 22（2010）年１月策定の「郡山都市圏総合都市交通計画」

において、「郡山駅～喜久田駅間」及び「郡山駅～安積永盛駅間」の２駅の設

置検討が位置付けられ、このうち、「郡 

山駅～喜久田駅間」は平成 29（2017） 

年４月に「郡山富田駅」として開業が 

実現しています。 

 

 

 

 

 

「郡山駅～安積永盛駅間」について 

も公共交通の利用促進、周辺地域の活 

性化、高齢者等の移動手段の確保など、 

本市都市構造における安積地区副次拠点にふさわしい交通結節機能の形成実

現を目指し、関係機関と協議・調整を行いながら新駅設置に向けて検討を進

めます。 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-2 公共交通（鉄道、路線バス、高速バス等）の乗継強化 

趣 旨  公共交通の利用を促進するため、駅やバスターミナルでの乗り継ぎしやす

さの向上を図るものです。 

事業内容 ◆郡山駅東口の乗継環境の強化 ≪行政・事業者≫ 

郡山駅東側に立地する日本大学をはじめ福島県環境創造センター等の教

育・研究機関や福島空港等との連携強化及び利用者の利便性の向上を図るた

め、郡山駅西口に集中する路線バス、高速バス、福島空港リムジンバスの発着

や運行について、郡山駅東口への分散利用など関係者等と調整・協議を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆東北新幹線及び在来線の路線間乗継強化 ≪行政・事業者≫ 

 通勤、通学者の利便性の向上、首都圏との地域間交流を促進し、地域の活性

化を図るため、新幹線「なすの」号の郡山駅発着便の増便及び「こまち」号、

「はやぶさ」号の郡山駅停車など、事業者等と調整・協議を進めます。 

 また、郡山市内の Suica 未導入駅においては、Suica利用による乗り継ぎ利

便性向上のため、導入に向けた調整・協議を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼郡山駅西口（バスロータリー付近） 

▼Suica 対応改札（郡山富田駅） ▼東北新幹線 

▼郡山駅東口 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-3 鉄道駅周辺の交通アクセスの充実・強化 

趣 旨  交通と交流により、賑わいをもたらす鉄道駅周辺において、円滑に通行で

き、回遊性が高まる安全・安心な交通のアクセス整備を進めるものです。 

事業内容 ◆安積永盛駅を含む周辺地区のバリアフリー化の検討 ≪行政・事業者≫ 

 安積永盛駅は、郡山駅に次いで鉄 

道利用者が多い駅（１日平均利用者 

数約 4,274 人/2021 年）であり、バ 

リアフリー法第３条の国が定める基 

本方針（１日平均利用者数が 3,000 

人以上の旅客施設は原則すべてバリ 

アフリー化）に基づき、ＪＲ東日本 

と協議・調整を行い、当駅のバリア 

フリー化を目指します。 

 

また、安積永盛駅の西口広場では、 

交通結節機能強化の一環として、一 

般車両や大型車両の送迎スペース等 

の整備を行いましたが、今後は、当 

地域周辺の水災害リスクを踏まえた 

駅東西の連絡機能の強化など、駅周 

辺の一体的な整備検討を進めます。 

 

 

 

 

◆郡山駅西口におけるペデストリアンデッキの整備の推進 ≪行政≫ 

 大町土地区画整備事業における「日の出通り線」の整備に伴い、郡山駅との

連続性・回遊性の向上、駅前広場との連結強化、歩行者等の安全性・利便性を

考慮したべデストリアンデッキの整備について、周辺住民や関係機関と連携

しながら取り組みます。 

 

 

安積永盛駅（駅舎） 

安積永盛駅（構内） 

駅西口広場の整備 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-4 路線バスの経路、ダイヤ、バスベイ等の検討 

趣 旨  地域毎の人口動態や年齢構成、都市構造の変化等を踏まえ、効率的で利便

性の高い公共交通サービスが提供できるよう、地域の実情に即したバスネッ

トワークの構築を図るものです。 

事業内容 ◆路線バスの効率的運行の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 新設道路や商業・医療施設等の立地、大規模な開発行為等の環境変化に応

じたバス路線の経路変更、ダイヤの見直しなど、地域の方々や交通事業者と

協議・調整しながら効率的な運行サービスについて検討します。 

 また、バス路線の沿線人口等の統計データや利用情報（ＯＤデータ）の把握

に努め、交通事業者と連携しながら、長期的な視点に立った持続可能なバス

路線再編について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

◆バス専用レーンやバスベイ等の走行環境向上の検討 ≪行政・事業者≫ 

 路線バスの定時性・速達性を向上するため、特に市内の主要な渋滞箇所に

おけるバス専用レーンの導入、道路整備等と一体となったバスベイの設置に

ついて、交通事業者や道路管理者等の関係機関と協議しながら検討します。 

 また、市街地におけるバス停の位置については、利用者ニーズや主要な施

設の配置、バス停間の距離等を勘案しながら、改めてバス停の位置や数など

について、交通事業者と連携し検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

▼バス専用レーン（県道 17 号） ▼バスベイ（栃本停留所付近） 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-5 パーク＆ライド、サイクル＆ライド等の検討 

趣 旨  市街地における道路混雑の緩和や公共交通の利用促進などの目的で実施さ

れるパーク＆ライド、サイクル＆ライドを推進するとともに、それら推進に

向けた利用環境の整備を図るものです。 

事業内容 ◆パーク＆ライド、サイクル＆ライドの推進  

≪行政・市民（企業）・事業者≫ 

 パーク＆ライド、サイクル＆ラ 

イドは、現在、福島交通大槻営業 

所において、バス利用者専用の駐 

車場・駐輪場を用意するなど、事 

業に取り組んでおり、本市もウェ 

ブサイト等による周知・広報を行 

い、さらなる利用促進を図ってい 

きます。 

 

 

 ※パーク＆ライド、サイクル＆ライド：  

    ⇒通勤等の際に、自宅から最寄り駅まで自動車や自転車を使用し、 

公共交通機関に乗り換えて勤務先や目的地に向かう交通行動です。 

 

 

 

 

 

 

 本市では、市内の 11鉄道駅周辺において、自転車等駐車場を設置しており、

今後も施設の維持及び利用促進に向けた周知に努め、利用しやすいサービス

提供を継続するとともに、駅やバス停など、周辺の民間事業者等にもこれら

趣旨を説明しながら、駐車場や駐輪場の使用協力を促すなど、公民連携によ

りパーク＆ライド、サイクル＆ライドを推進していきます。 

  

 

パーク＆ライド 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 １交通結節点の機能強化と利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

事業№ 1-6 観光周遊などの観光分野と連携した取組の推進 

趣 旨  地域経済の活性化、交流人口や関係人口の創出・拡大を図るため、近隣市町

村との連携により、観光資源と連動した交通アクセス環境の充実等に取り組

むものです。 

事業内容 ◆来訪者へのわかりやすい道案内の取組の推進 ≪行政・事業者≫ 

観光案内ガイドブックやパンフレット等と連携したわかりやすい道案内の

取組を推進します。また、スマートフォンアプリやウェブサイトを活用した

観光情報と観光地への交通手段など、一体的に提供する方策について、関係

者等と連携し、取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆周遊型観光コースと連携した交通手段等の検討 ≪行政・事業者≫ 

周遊型観光コースに合わせ、観光地を結ぶ周遊バスやデマンド型交通など

の交通手段及びそれらの乗車券と観光地の入場券を一体化した企画乗車券の

販売の検討などについて、関係者等と連携し、取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼まちなか周遊バス「あかべぇ」（会津若松市） 

▼郡山市観光案内ガイドブック ▼仙台 MaaS 

出典：仙台市ウェブサイト 

出典：ウェブサイト 会津若松観光ナビ 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ２地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

事業№ 2-1 路線バスの運行確保・充実 

趣 旨  自動車利用が困難となる方々の増加が予測され、市民生活の足として欠か

せない路線バスの確保・維持・充実について、公民協奏により取り組むもので

す。 

事業内容 ◆路線バスの運行補助等の支援 ≪行政・事業者≫ 

 重要な拠点間を結ぶ路線や地域間幹線路線など、生活の足として重要な路

線は、事業者単独での維持が困難であり、他の交通機関への切り替えも含め

て、費用対効果、バス路線の最適化について、事業者と検証し、路線見直しを

図った上で、赤字バス路線を対象とした運行補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆路線バスをみんなで支える取組体制の整備検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 公共交通を支えていく機運を高めていくため、公共交通に関する課題や今

後の方策など、公民協奏により、検討及び協議する場を立ち上げ、協働で検討

します。 

併せて、市のウェブサイト 

や広報誌等により、公共交通 

の現状や取組について情報発 

信していきます。 
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◆公共交通の担い手確保の支援 ≪行政・事業者≫ 

 地域交通網の担い手である路線バス運転手については、高齢化や人手不足

が深刻であり、バス路線維持の大きな課題となっています。このため、交通事

業者の人材確保を支援するために、人材募集・採用活動への協力・支援を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆路線バス関連のＤＸ化の推進 ≪事業者≫ 

 本市で路線バスを運行する「福島交通㈱」及び「会津乗合自動車㈱」は、

既にバスロケーションシステムを導入しているところです。 

 近年、キャッシュレス決済やＭａａＳ、ＡＩ等の技術が進展しており、利用

者の利便性や交通事業者の生産性の向上が図られるよう、地域に合ったサー

ビスの提供について、交通事業者と連携し検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バス運転者の平均年齢 

 

●福島県の大型第二種免許保有者数の推移 

 

 

出典 福島県警察本部 交通白書 



107 

 

 

目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ２地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

事業№ 2-2 デマンド型交通の機能強化 

趣 旨  本市の持続的な公共交通ネットワーク構築に向け、デマンド型交通の機能

強化を検討し、さらなる利便性の向上を図るものです。 

事業内容 ◆乗合タクシーの運行改善・強化の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 乗合タクシーの利便性向上に向け、アンケート等により利用者や住民等の

意見を集約するとともに、既存の交通機関（鉄道、路線バス、タクシー）との

役割分担を考慮し、乗合タクシーにおける目的地や運行時間等、運行内容に

ついて、交通事業者と協議・調整を行いながら、改善・強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆タクシー関連のＤＸ化の推進 ≪事業者≫ 

 キャッシュレス決済やＭａａＳ、ＡＩ等の技術が進展しており、利用者の

利便性及び交通事業者の生産性の向上に向け、乗合タクシーにおける予約や

配車等が、スマートフォン専用アプリなどにより対応可能なシステム導入に

ついて、交通事業者と連携し検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改善の具体例＞ 

〇既存の乗合タクシーの予約時間 

の申込締切を、R4.1.1 から改正し、 

午後の便を利用しやすくしました。 

＜イメージ＞ 

「かわまる（デマンド型交通）のイン

ターネット予約マニュアル」（川越市） 

https://www.city.kawagoe.saitama.j

p/smph/kurashi/kotsudorokasen/trai

n_bus/DemandRT/webreserve.html 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ２地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

事業№ 2-3 地域に合った旅客運送サービス導入の検討 

趣 旨  路線バスの運行又は乗合タクシー等の導入が困難な地域において、持続的

な旅客運送サービスの導入可能性について検討するものです。 

事業内容 ◆路線バスに代わる移動手段の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 利用者の減少等により、路線バス運行が困難となる地域において、住民の

移動手段を確保するため、現在、10地区 11エリアで乗合タクシーを運行して

います。これら以外の交通空白地区等においても、乗合タクシーを含め、地域

の実情に合った持続可能な旅客運送サービスの導入について、住民や交通事

業者と連携し検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

◆湖南地区における移動手段の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 湖南地区については、高齢化率が高く、バス利用者も減少している一方、路

線バスは、湖南小中学校や湖南高校の生徒の通学には欠かせない移動手段と

なっています。このため、湖南地区における路線バスの維持・確保に向け、交

通事業者と協議を行い、地区内を起終点とする路線に限り、利用料金の上限

を１回 500 円とする制度を運用しています。 

湖南地区は、利用状況から大量輸送のバス車両が適し、乗合タクシーの導

入は困難と考えられているため、移動手段の維持・確保は、引き続き、現行制

度を運用しながら、今後、地域の実情に合った持続可能な旅客運送サービス

について、住民や交通事業者と連携し検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼Ｈ28 年度実証運行（湖南地区） 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ２地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

事業№ 2-4 乗継・待合環境の改善・整備 

趣 旨  公共交通の利用を促進するため、悪天候や長時間の待合時においても、利

用者が安心して快適に利用できる乗継・待合環境の整備に取り組むものです。 

事業内容 ◆停留所への上屋・ベンチの設置検討 ≪市民（企業）・事業者≫ 

 交通結節点となる停留所（駅、バ 

ス停、乗合タクシーの乗降場所等） 

には、上屋やベンチの設置を検討す 

るなど、乗継・待合環境の整備を推 

進します。また、停留所近隣の事業 

者等にも、待合場所の提供を促すな 

ど、乗継、待合環境の向上を図りま 

す。 

 

 

◆複数の交通モードに関する運行情報の一体的な提供推進 ≪事業者≫ 

 停留所において、鉄道やバス等、 

複数の交通モードの運行情報を一 

体的に表示するなど、乗継情報の 

提供について、事業者等と連携し、 

わかりやすい乗継・待合環境の向 

上を推進します。 

 

 

◆案内表示の多言語化の推進 ≪事業者≫ 

 全国的な外国人旅行客の増加傾向を踏まえ、停留所（駅、バス停、乗合タク

シーの乗降場所等）における案内表示の多言語化を推進します。 

 

◆交通系ＩＣカードの普及・利便性向上の検討 ≪事業者≫ 

 鉄道においてはＪＲ東日本による「Suica（スイカ）」、路線バスは福島交通

による「NORUCA（ノルカ）」が導入されており、さらなる利便性向上に向けた

普及促進を図るとともに、ＩＣカードの相互利用化など推進します。 

 

 

▼コンビニと連携した待合スペース（横浜市） 

▼駅改札付近に設置したバスの運行情報板 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ２地域交通の維持・確保と利用者のサービス向上 

事業№ 2-5 バリアフリー車両の導入促進 

趣 旨  高齢者や障がい者等の円滑な移動に向け、バスやタクシーなどのバリアフ

リー対応車両の導入を促進し、交通の利用サービス向上を図るものです。 

事業内容 ◆ノンステップバスの計画的な導入促進 ≪事業者≫ 

 高齢者や障がい者、妊産婦、けが人など、様々な方々が、円滑にバス車両に

乗降できるよう、ノンステップバスの導入促進を図ります。 

 

【本市管内の導入】 

・車両台数 65台（109 台中） 

 [令和 5（2023）年 2月末現在] 

 

 

 

 

 

 

◆ユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）の計画的な導入促進 

 ≪事業者≫ 

 高齢者や障がい者、妊産婦、けが人など、様々な方々が、円滑にタクシー車

両に乗降できるよう、ユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）の導入

促進を図ります。 

 

【本市管内の導入】 

・車両台数 58台（522 台中） 

 [令和 5（2023）年 2月末現在] 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ３公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

事業№ 3-1 高齢者の公共交通利用に関する事業推進 

趣 旨  高齢者が外出しやすい移動手段を確保し、社会参加の増加、健康の増進、ひ

いては持続的なまちづくりにつなげるものです。 

事業内容 ◆公共交通利用に関する高齢者支援事業の推進 ≪行政・事業者≫ 

〇高齢者健康長寿サポート事業（市事業） 

  高齢者の社会参加の促進や健康の保持・増進、閉じこもり解消等の推進

のため、70 歳以上の方には、はり・きゅう・マッサージ、温泉、プールの

利用、75 歳以上の方には併せて路線バスやタクシーにも利用できる共通利

用券を交付。 

  ・70～74 歳：１枚 500 円の利用券を、年 10枚（5,000 円分）を交付 

  ・75 歳以上：１枚 500 円の利用券を、年 16枚（8,000 円分）を交付 

 

 

〇高齢者運転免許証返納推進事業（市事業） 

  高齢者等の交通事故防止対策として、運転免許証を返納された方には、

路線バスやタクシーに利用できる利用券を交付。 

  ・１枚 500 円の利用券を、10枚（5,000 円）を交付（１回限り） 

 

 

〇お得な路線バスの利用サービス（福島交通株式会社） 

  福島交通㈱によるＩＣカード「NORUCA（ノルカ）」は、回数券機能と定期

券機能を持つカードであり、65 歳以上の高齢者を対象にお得な乗り放題メ

ニューが用意。 
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◆その他交通弱者等への支援事業 ≪行政≫ 

〇重度心身障害者タクシー料金・自動車燃料費の助成（市事業） 

  在宅の重度心身障がい者にタクシー料金又は自動車燃料費いずれか助

成。 

 

  【対象者】 

・身体障害者手帳１級の交付 

    ・身体障害者手帳２級（肢体不自由・視覚障害者のみ）の交付 

    ・療育手帳Ａの交付 

    ・精神障害者保健福祉手帳１級の交付 

  【助成額】 年額 15,000 円の範囲内 

 

 

〇人工透析患者通院交通費の助成（市事業） 

  身体障害手帳のあるじん臓機能障害者で、血液透析療法を受けるため、

自宅から通院する方に交通費を助成。 

 

  【助成額】 

通院に要する交通費（自家用自動車、タクシー、バス、電車使用）の

うち、月額 4,000 円を超える額 

 

 

〇交通に関する高齢者支援に関する調査検討 

  交通に関する高齢者支援等について、他自治体の事例など調査しつつ、

本市にとって効率的・効果的な支援のあり方など検討していきます。 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ３公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

事業№ 3-2 福島空港の利活用促進 

趣 旨  福島空港発着の空路の維持・確保及びさらなる利用促進に向け、公民連携

のもと、取組を推進するものです、 

事業内容 ◆空港からのアクセスの維持・確保 ≪行政・事業者≫ 

 航空機の発着時間に合わせ、 

福島空港と郡山駅前間には「リ 

ムジンバス」が運行されていま 

す。交流人口の拡大につながる 

空港利用者の円滑な移動及び利 

便性の向上のため、引き続き、 

運行の維持・確保を図ります。 

 

 

◆空港関連のＤＸ化の推進 ≪事業者≫ 

 シームレスな移動の実現に向 

け、就航しているＡＮＡと連携 

した、リムジンバス乗車券の事 

前購入やデジタルチケットによ 

る乗車、ＱＲコード、クレジッ 

トカード等をはじめとするキャ 

ッシュレス決済など、利用者の 

利便性の向上のためのＤＸ化を 

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「空港アクセスナビのご利用方法」 

（全日本空輸株式会社） 

https://www.ana.co.jp/ja/jp/guide/ 

prepare/airport-guide/access/ 

howto/#afterbooking 

●リムジンバスの運行 

出典：福島空港ウェブサイト 
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◆定期便、チャーター便の維持・確保に向けた関連取組の推進 

                        ≪行政・事業者≫ 

 福島空港からは、「札幌便（新千歳）」及び「大阪便（伊丹）」が定期就航し

ています。これら以外の国内定期便や海外定期便、チャーター便など、国内外

の空港利用者の拡大を目指し、「福島空港活用促進協議会」において、関係機

関相互の調整・協議を図り、種々の取組を推進します。 

 

【協議会のメンバー】 

  福島県知事（会長）・県市長会長・県町村会長・県商工会議所連合会会長・

県農業協同組合中央会会長・福島県観光交流局長、県内市町村長など 

 

【主な取組】 

  ・団体旅行利用促進に向けた助成の実施 

  ・国内定期便又は国内チャーター便を利用した募集型企画旅行の広告宣

伝活動に関する支援 

  ・航空ダイヤ、ミニパンフレット（時刻表）等の作成・配布など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県空港交流課ウェブサイト 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ３公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

事業№ 3-3 エコ通勤、ノーマイカーデー等の推進 

趣 旨  市街地における道路混雑の緩和や公共交通の利用促進、環境負荷の軽減な

どの目的で実施されるソフト対策を推進するものです。 

事業内容 ◆エコ通勤の推進 ≪行政・市民・事業者≫ 

 市街地における道路混雑の発生時間帯は、通勤時と帰宅時がほとんどであ

り、これら時間帯による自動車利用からの交通手段の転換を図り、可能な範

囲で、公共交通や自転車、徒歩による「エコ通勤」を推進します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「エコ通勤」は、その普及促進を図るため、エコ通勤に関する取組を自主的

かつ積極的に推進する事業者を優良事業所として、公共交通利用促進等マネ

ジメント協議会（認証制度事務局：国土交通省、公益財団法人交通エコロジ

ー・モビリティ財団）が認証・登録する制度になります。 

 これら、認証制度について、市ウェブサイト等による周知・広報を行うとと

もに、参加事業者を「協力事業者」として紹介・顕彰するなど、エコ通勤の普

及促進を図ります。 

 

 ※本市では、平成 27（2015）年 

12 月 28 日付けで「エコ通勤 

優良事業所」の認証を取得し 

ています。 
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【認定に伴う市職員へのエコ通勤の推進】 

  自動車で通勤している職員に対し、健康の増進や環境負荷の軽減の観点

から、毎月 14日を「徒歩・自転車通勤推進の日」と設定し、自動車以外で

の通勤を推進しています。 

  また、公務遂行に当たっても、公用車利用を控え、路線バスの活用を推進

するため、「公用ノルカカード」の貸し出しを行っています。 

  さらに、職員のモビリティマネジメントの意識醸成を図るため、定期的

なエコ通勤に関する職員アンケートやモビリティマネジメント通信の発行

を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ノーマイカーデー等その他公共交通利用の促進 ≪行政・市民・事業者≫ 

 

〇バス・鉄道利用促進デーの推進 

 県内の交通関係団体は、毎月１・11・ 

21 日を「バス・鉄道利用促進デー」と設 

定し、環境にやさしいバス・鉄道の利用 

を促進しています。各交通事業者は、そ 

の日に限り県内のバス・鉄道が利用でき 

るお得な「バス回数券、鉄道定期券・乗 

車券」を販売しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：福島県生活交通課 
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目 標 １持続的で誰もが利用しやすい公共交通体系づくり 

方 針 ３公共交通の利用促進に向けたモビリティマネジメントの推進 

事業№ 3-4 公共交通利用に関する教育実施 

趣 旨  すべての市民を対象に、身近な交通手段である公共交通の利用に関する教

育、啓発を実施するものです。 

事業内容 ◆バスの乗り方教室の実施 ≪行政・市民・事業者≫ 

 公共交通利用の重要性について、学校の 

交通教育の一環として、必要に応じ市及び 

バス事業者が学校に出向き、バスの乗り方 

体験を通じた教育を実施しており、引き続 

き、取組を推進していきます。 

 

 

 

◆市政きらめき出前講座による情報提供 ≪行政・市民≫ 

 市民の要望に応じ、交通施策に関する最 

新の情報や取組、公共交通利用の重要性等 

について、市職員が講師として出向き、一 

緒に学習するものであり、引き続き、取組 

を推進していきます。 

 

 

 

◆交通安全活動事業の推進 ≪行政・市民・事業者≫ 

 交通事故をなくすため、セーフコミュニ 

ティ活動を推進しながら、交通安全教室、 

市民大会等を実施するとともに、交通安全 

活動団体の活動を支援します。 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ４効率的・効果的な道路計画及び整備 

事業№ 4-1 環状道路網を優先した幹線道路の整備促進 

趣 旨  交通渋滞の緩和、円滑な自動車移動を図るため、道路ネットワークの効率

的・効果的な整備を進めるものです。 

事業内容 ◆環状線等街路整備事業の促進  ≪行政≫ 

 安全・円滑な道路交通や地域間のアクセス向上を図るため、環状道路網を

構成する都市計画道路の整備を進めます。 

 

【整備路線】 

①内環状線（延長 500ｍ） 

②内環状線（延長 900ｍ） ※県施工 

③東部幹線（延長 135ｍ） 

④東部幹線（延長 330ｍ） 

⑤笹川大善寺線（延長 347ｍ） 

 

 

 

 

◆幹線道路新設改良舗装事業の促進 ≪行政≫ 

 生活環境(利便性・安全性)の向上を図るため、幹線道路の整備を進めます。 

【整備路線】 

⑥太田２号線（延長 500ｍ） ⑧郡山インター線（延長 800ｍ） 

⑦麓山一丁目大久保線（延長 155ｍ） ⑨安積一丁目交差点 

 

◆土地区画整理事業の促進 ≪行政≫ 

 区画整理の手法により宅地の整理を行い、安全で安心して暮らせる都市基

盤の整備を進めます。 

 

【整備路線】  

⑩東部幹線（延長 423ｍ） 

⑪笹川大善寺線（延長 988ｍ） 

⑫安積永盛駅前線（延長 507ｍ） 

 

 

①内環状線 

③東部幹線 

⑪笹川大善寺線・⑫安積永盛駅前線 
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【幹線道路等整備状況図】 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ４効率的・効果的な道路計画及び整備 

事業№ 4-2 道路混雑箇所に関する軽減方策の検討 

趣 旨  市内の主要渋滞箇所における円滑な交通確保のため、渋滞緩和に資するハ

ード・ソフト両面での対策を検討するとともに対策実施を進めるものです。 

事業内容 ◆渋滞対策に関する方策検討 ≪行政≫ 

 平成 25 (2013)年 1月に福島県渋滞対策連絡協議会において市内 31箇所※

の主要渋滞箇所が特定されています。渋滞対策については、当協議会の中で

関係機関相互の調整・協議を図り、円滑な交通を確保するための対策を検討

していきます。    ※主要渋滞箇所は令和 2 (2020)年 3月に１箇所解除。 

 

【協議会メンバー】（県中・県南地区ワーキンググループ） 

  郡山国道事務所・福島県・福島県警・郡山市・白河市・須賀川市・ 

  田村市・鏡石町・矢吹町・泉崎村・三春町 

 

 

【本市の主要渋滞箇所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 25（2013）年１月 

福島県渋滞対策連絡協議会 

記者発表資料 

・道路混雑状況（開成地区） 
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◆交通渋滞対策事業（ハード施策）の促進 ≪行政≫ 

 円滑な交通を確保するため、レーン増設や導流帯の標示等による渋滞対策

を検討し、計画的に整備を実施します。 

 

【対策実施及び検討箇所】 

 実施箇所 検討箇所 

桑野三丁目交差点（H26） 日和田ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ西交差点 

桑野大槻線バスベイ整備（H27） 八山田辻道交差点 

福原交差点（H28） 郡山駅前交差点 

大町二丁目交差点（H30） 大町交差点 

並木一丁目交差点（R1～R4）  

 

【右折レーンの増設例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 過度な自動車利用による道路混雑を緩和し、円滑な交通を確保するため、

交通の実態を把握しつつ、自動車利用から他の交通手段への転換に係る取組

の推進を図ります。 

 

 

 ※ＴＤＭ（交通需要マネジメント）： 

   ＴＤＭは、道路利用者に時間、経路、交通手段等の利用変更を促し、交

通混雑の緩和を図るソフト施策の取組です。複数の交通機関との連携な

ど、複合的な施策実施により、都市の交通を円滑にするものです。 

 

 

 

<施工前> <施工後> 
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【取組のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＴＤＭ施策例】 

 〇フレックスタイム、時差出勤 

 〇相乗りシステム 

 〇駐車マネジメント、道路交通・駐車場情報の提供 

 〇ロードプライシング（※1）、トランジットモール（※2） 

 〇パーク＆ライド 

 〇バス専用・優先レーンの整備 

 〇新交通システムの整備 など 

 

 ※1ロードプライシング：  

特定の道路や地域、時間帯における自動車利用者に対して課金するこ

とで、自動車利用の合理化や交通行動の転換を促す。 

 ※2トランジットモール： 

   自家用自動車の通行を制限し、バスやタクシー、路面電車などの交通

機関だけが優先的に通行できる歩行者を中心とした空間・形態。 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ４効率的・効果的な道路計画及び整備 

事業№ 4-3 長期未着手都市計画道路の見直し検討 

趣 旨  現在の都市の状況や本市の目指すべき都市構造を勘案しながら、都市計画

に位置付けられた道路（いわゆる都市計画道路）のうち、長期にわたり未整備

となっている路線及び区間について、整備の方向性を検証します。 

事業内容 ◆長期未着手都市計画道路の見直し検討 ≪行政≫ 

都市計画道路は、国道、県道、 

市道に計画されており、このう 

ち、長期間未整備となっている 

路線及び区間について、県と市 

が共同して道路の役割や整備の 

必要性等を検証しながら、今後 

の整備方針（見直し計画）につ 

いて取りまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市計画道路の整備状況図】 

【整備方針（見直し計画）】 

H29（2017）年 3 月末時点 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ５既存の道路施設を利用した魅力的なまちづくりへの活用推進 

事業№ 5-1 公民協奏による居心地が良く歩きたくなる空間の創出 

趣 旨  ゆとりのある歩行者空間や歩道と一体となった居心地が良い空間創出な

ど、まちの魅力向上に有効な取組を推進するとともに支援に努めるものです。 

事業内容 ◆公民協奏のエリアプラットホーム構築の検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 郡山駅西口周辺地区において、都市の魅力を向上させ、まちのにぎわい創

出を図ることを目的に、都市再生特別措置法に基づいた公民協奏によるプラ

ットホーム構築を検討します（ウォーカブルまちづくりの推進）。 

 

 ※エリアプラットホーム： 

   公民の様々な主体が連携し、一体的にまちづくりを進めていくため、

公民の幅広い関係者がまちの将来像やまちづくりの方向性を議論・共有

するための場（プラットホーム）となります。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域生活拠点型再開発事業の推進 ≪行政・市民（企業）≫ 

 老朽化した市街地環境の整備改善及び市街地住宅の供給に資するため、土

地利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整備を支援します。（施

設整備に加え、開放された公共的空間の創出など） 

 

【事業の取り組み】 

事業箇所 区域面積 施工年度 

虎丸地区（ホテル）【完了】 約 0.9ha S63(1988)～H2(1990) 

細沼町地区(医療・住居等) 約 0.4ha R1(2019)～ 

大町二丁目地区(店舗・医療等) 約 0.8ha R3(2021)～ 

 

 

【公民連携のまちづくりイメージ】 
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【大町二丁目地区完成イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

◆市街地再開発事業の推進 ≪行政・市民（企業）≫ 

 中心市街地の計画的な再開発に対し、土地の合理的かつ健全な高度利用と

都市機能を更新し公共の福祉に寄与する再開発事業を支援します。（施設整備

に加え、建物のセットバックや敷地内の公共的空間の創出など） 

 

【事業の取り組み】 

事業箇所 区域面積 施工年度 

郡山駅西口【完了】 

<ビッグアイ、駅西口広場等> 
約 3.0ha S50(1975)～H12(2000) 

郡山中町第一地区【完了】 

<商業施設> 
約 1.0ha H6(1994)～H11(1999) 

郡山駅前一丁目第一地区【完了】 

<医療施設・住居等> 
約 0.6ha H18(2006)～H22(2010) 

郡山駅前一丁目第二地区 

<医療施設・住居等> 
約 0.4ha R3(2021)～ 

 

【郡山駅前一丁目第二地区完成イメージ】 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ５既存の道路施設を利用した魅力的なまちづくりへの活用推進 

事業№ 5-2 公民が連携したバリアフリー化の推進 

趣 旨  共生社会の実現に向け、幅広い関係者と連携しながら、ハード・ソフト両面

でのさらなるバリアフリー化を推進するものです。 

事業内容 ◆バリアフリーマスタープラン・バリアフリー基本構想の作成 ≪行政≫ 

 高齢者、障がい者等の移動や施設利用の利便性・安全性の向上を促進する

ため、公共交通機関や建築物、公共施設等のバリアフリー化を推進します。 

推進に当たっては、「高齢者、障 

害者等の移動等の円滑化の促進に関 

する法律」第 24条の２及び第 25条 

に基づき、バリアフリーマスタープ 

ラン・基本構想を作成し、市民、事 

業者、行政の連携により、ハード、 

ソフト両面のバリアフリー化を推進 

します。 

 

 

 

◆バリアフリー化に関する取組推進 ≪行政・市民・事業者≫ 

 市民・事業者・行政等が連携しながら、バリアフリー及びユニバーサルデザ

インの考え方を取り入れたハード・ソフト両面での取組を推進します。 

 

【行政が関与する主な取組】 

・環状道路等街路整備事業 ・市街地再開発事業 

・無電柱化促進事業 ・ユニバーサルデザイン推進事業 

・公園トイレ整備事業 ・通学路等交通安全確保事業 

・小中学校施設環境整備事業 ・交通安全活動事業 

 

 

 

◆バリアフリー化に関する提案制度の活用推進 ≪行政≫ 

 バリアフリー法第 24 条の５及び第 27 条に規定されるバリアフリー化に関

する提案制度の活用に備えた環境整備を進めます。 

 

 

【バリアフリー化の促進地区及び 

重点整備地区の設定】 
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目 標 ２円滑な交通とストック効果につながる道路づくり 

方 針 ５既存の道路施設を利用した魅力的なまちづくりへの活用推進 

事業№ 5-3 災害に強く快適で歩きやすい無電柱化道路の整備推進 

趣 旨  災害に強くより安全な無電柱化の必要性が高まっており、無電柱化の促進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものです。 

事業内容 ◆無電柱化促進事業の促進 ≪行政・事業者≫ 

 災害に強い道路環境整備、安全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上・

改善のため、無電柱化の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本市の無電柱化箇所】 

路線名 延 長 整備年度 

駅前一丁目中町２号線（完了） 0.95km H3(1991)～H4(1992) 

本町開成線（完了） 0.64km H9(1997) 

熱海三丁目高玉線（完了） 1.03km H9(1997) 

大町大槻線（完了） 0.47km H12(2000)～H13(2001) 

向河原大町線（完了） 0.42km H15(2003)～H16(2004) 

日出山荒井線（完了） 

2.76km 
郡山南拠点土地区画整理事業 

H7(1995)～H21(2009) 

南二丁目一丁目線（完了） 

南一丁目１号線（完了） 

南一丁目３号線（完了） 

南一丁目３号線（完了） 

駅前二長者二丁目線（整備中） 0.30km 
大町土地区画整理事業 

H17(2005)～ 

開成三丁目７号線（整備中） 0.15km R2(2020)～ 

 

  

【電線共同溝イメージ】 
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【無電柱化の整備状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【整備中の路線】（市施工） 

 <開成三丁目７号線>         <駅前二長者二丁目線> 
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目 標 ３環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり 

方 針 ６安全で快適に通行できる自転車・歩行空間の環境整備 

事業№ 6-1 自転車レーン・歩道の整備推進 

趣 旨  交通安全や環境負荷の軽減、健康志向の高まり等の意識変化に対応した安

全で快適性が高い自転車・歩行空間の整備を推進するものです。 

事業内容 ◆自転車レーン・歩道の整備推進 ≪行政≫ 

 道路の構造や交通量等の特性に配慮し 

つつ、より安全で快適な通行ができるよ、 

う歩行者と自転車が分離された構造を基 

本としながら自転車通行空間の整備を検 

討・推進します。 

 

 

◆通学路安全対策事業の推進 ≪行政・市民≫ 

 登下校中の児童を巻き込む悲惨な交通事故が全国で多発したことを受け、

対策工事等により通学路における安全対策の継続的な強化を図ります。学校・

地域・関係機関等の連携・協働により、通学路における交通安全の確保に向け

た対策を継続的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合同点検状況 対策協議会実施状況 

対策実施（例） 
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◆アイラブロード事業の推進 ≪行政・市民≫ 

 美しい道路環境の整備を推進するため、市民との協働による道路美化活動

を行います。活動いただくボランティア団体の加盟を募り、身近な生活道路を

愛護する住民参加型のまちづくりを 

推進します。 

 

【加盟団体数】  

  81 団体（令和４(2022)年 12 月現在） 

 

 

 

◆自転車等放置対策事業の推進 ≪行政≫ 

 自転車等放置防止誘導員を配置し、自転車等の放置防止の啓発と自転車等

駐車場の利用の呼び掛けにより、自転車利用者に駐車禁止区域の周知とマナ

ーの向上を図るなど、放置自転車の減少に向けた対策を継続的に推進します。 

 

▼郡山駅前の自転車等放置禁止・規制区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加盟団体名称看板 
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目 標 ３環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり 

方 針 ６安全で快適に通行できる自転車・歩行空間の環境整備 

事業№ 6-2 （仮称）郡山市自転車活用推進計画の策定検討 

趣 旨  本市の自転車活用の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、自転車活用推進法第 11条に基づく市町村自転車活用推進計画の策定を検

討するものです。 

事業内容 ◆（仮称）郡山市自転車活用推進計画策定の検討 ≪行政≫ 

 自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成や、サイクルスポーツ

の振興等による活力ある健康長寿社会の実現、サイクルツーリズムの推進に

よる観光振興、自転車事故の無い安全で安心な社会の実現など、自転車活用

の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、（仮称）郡山市自

転車活用推進計画の策定について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼交通安全教室 ▼猪苗代湖一周サイクリング”イナイチ” 

▼自転車通行空間の整備 
▼CYCLE AID JAPAN in 郡山 

 ツール・ド・猪苗代湖 

 

 県道郡山湖南線 
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目 標 ３環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり 

方 針 ７自転車を活用したライフスタイルの推進 

事業№ 7-1 シェアサイクル、レンタサイクル等の事業支援 

趣 旨  環境負荷が少なく、健康の増進につながる自転車利用に向けて、利用環境

の整備などの取組について支援等を検討するものです。 

事業内容 ◆シェアサイクル、レンタサイクル（※1）等の取組支援 ≪行政・事業者≫ 

 公共交通を補完する交通手段と 

して、中心市街地等において有効 

なシェアサイクル・レンタサイク 

ル等について、民間事業者が整備 

を行う場合の支援等を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆サイクルポート整備に関する支援 ≪行政・事業者≫ 

 シェアサイクル、レンタサイク 

ル、一般の自転車が駐輪するサイ 

クルポートの整備に関し、公共施 

設や都市公園等の公共用地使用の 

取扱いや整備の支援等を検討しま 

す。 

 

 

 

 

 

▼シェアサイクルの例（仙台市） 

出典：仙台市自転車の安全な利活用推進計画 

▼公共施設への設置例（札幌市資料館） 

出典：第 4 回シェアサイクルの 

    あり方検討会 国土交通省 

※1 シェアサイクル、レンタサイクル： 

多数の自転車を都市内の各所に配置し、利

用者はどこの拠点からでも借り出しして、

好きな拠点で返却ができる新たな都市交

通手段。 

 一方、レンタサイクルは、借り出しした

拠点に返却する必要がある点でシェアサ

イクルと異なる。 

 

▼シェアサイクルのイメージ 
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目 標 ３環境にやさしく身近で健康的に利用できる自転車・歩行空間づくり 

方 針 ７自転車を活用したライフスタイルの推進 

事業№ 7-2 サイクルツーリズムの推進と来訪者への情報発信 

趣 旨  豊かな自然環境や歴史的な文化遺産等の地域資源を活かし、関係団体や周

辺地域と連携してサイクルツーリズムの推進を図ることにより、自転車を通

じた観光来訪の促進や地域の活性化を目指します。 

事業内容 ◆猪苗代湖サイクルツーリズム「イナイチ」の推進  

≪行政・市民（企業）≫ 

 風光明媚な景観を有する猪苗代湖を核としたサイクルツーリズムを推進す

るため、国や県、猪苗代湖周辺の市町村等と連携し、休憩場所やサポート体制

などの受入環境の整備、案内看板や路面標示などの走行環境の整備を進める

とともに、スマートフォンアプリや動画、ＳＮＳ等を活用した来訪者への情

報発信を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼サイクルステーション（休憩所） ▼スマートフォンアプリによる情報発信 

▼イナイチレンタサイクル 
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目 標 ４新たな交通サービスのチャレンジと仕組みづくり 

方 針 ８新たなモビリティサービスを活用した取組の推進 

事業№ 8-1 ＭａａＳの導入に関する可能性の検討 

趣 旨  交通機関の利用サービス向上に向け、本市の交通特性に応じたＭａａＳの

導入可能性を検討するものです。 

事業内容 ◆ＭａａＳ導入に向けた検討組織の設置検討 

 ≪行政・市民（企業）・事業者≫ 

本市におけるＭａａＳの導入に関して、交通事業者をはじめ、ＭａａＳの

システムの開発企業など、様々な関係者等を交えた検討会を設置し、本市の

実情に合った移動サービスのあり方など、導入の方向性等を検討します。 

 検討に際しては、交通サービスとしてのＭａａＳのみならず、観光・医療・

商業等の生活サービスとの連携など、多方面の取組も含め、ＭａａＳの検討

を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ＭａａＳ（マース：Mobility as a Service） 

   ＭａａＳとは、地域住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位での移動

ニーズに対応して、複数の公共交通それ以外の移動サービスを最適に組

み合わせて、検索・予約・決済等を一括で行うサービスです。 

 

 

◆公共交通機関を活用したＭａａＳのシステム導入可能性の検討  

≪行政・市民（企業）・事業者≫ 

 本市においても乗合タクシーの利便性向上に向け、スマートフォン等から

の目的地や時間の検索、予約が可能となるようなシステムについて、交通事

業者、関係者などと調整・協議を進め、導入可能性を検討します。 
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【参考：地域類型別のサービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＭａａＳの可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ウェブサイト 

出典：国土交通省ウェブサイト 
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目 標 ４新たな交通サービスのチャレンジと仕組みづくり 

方 針 ８新たなモビリティサービスを活用した取組の推進 

事業№ 8-2 スマートフォンを活用したモビリティサービスの取組の推進 

趣 旨  「公共交通×スマートフォン」等の連携により、効率的で利便性の高い交通

ネットワーク構築に向けた取組を推進するものです。 

事業内容 ◆スマートフォンを活用した交通サービス向上の推進 

                  ≪行政・市民（企業）・事業者≫ 

  

〇スマートフォンによる経路検索：予約・配車サービスの検討 

公共交通を利用するすべての人たちの利便性及び交通事業者の生産性向上

に向け、スマートフォンを活用した経路検索、予約、配車、決済が可能となる

ような仕組みづくりについて、交通事業者、関係者などと調整・協議を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇デジタルチケットによるシームレスな決済サービスの検討 

 公共交通機関をシームレスに結び、円滑な乗継 

の実現に向け、スマートフォンを活用したデジタ 

ルチケット等の導入について、交通事業者、関係 

者などと調整・協議を進めます。また、観光施設 

や商業施設と連携したチケットなど、観光客の公 

共交通の利用促進、産業振興に寄与する取組につ 

いても検討します。 

 

 

 

 

 

 

出典 「日本版 Maas の推進」（国土交通省） 

出典：「デジタルチケットとは」 

（小田急電鉄株式会社） 
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目 標 ４新たな交通サービスのチャレンジと仕組みづくり 

方 針 ８新たなモビリティサービスを活用した取組の推進 

事業№ 8-3 環境に配慮したモビリティサービスの推進 

趣 旨  環境分野を含めた技術革新が進む次世代自動車を活用した様々な交通施

策を推進するものです。 

事業内容 ◆次世代自動車技術を活用した交通支援の検討  

≪行政・市民（企業）・事業者≫ 

ＭａａＳの基盤となる次世代自動車に関し、技術革新の核となる４分野に

ついて、新たな交通施策を研究し、公共交通に資する実証事業や各種支

援など検討します。 

 

（１）コネクテッド分野 

各種センサーを搭載したコネクテッドカーによる車両・道路状態分析等 

 

（２）自動運転分野 

 空港などで実証実験が行われている限定地域での無人自動運転輸送等 

 

（３）シェアリング・サービス分野 

 官民連携によるカーシェアリングサービス等 

 

（４）車両電動化分野 

電気自動車や燃料電池自動車の導入の促進及び支援等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コネクテッドカー ●燃料電池自動車 

出典 総務省 
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◆電気バスを使用した運行システムの開発検討 ≪行政・事業者≫ 

 国の 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現目標に向けた取組

の一環として、電気バスの運行と地域エネルギーの一体管理の実現を目指す

ため、事業の核となる「みちのりＨＤ」及び「東京電力ＨＤ」の実証事業に

「福島交通㈱」が参画し、電気バスの導入及び運行システムを開発検証する

事業が進められています。 

 具体的には、バス運行管理の最適化システムとエネルギー需要調整マネジ

メントシステムを一体的に管理する「電気バス向けエネルギーマネジメント

システム（バスＥＭＳ）」の開発と技術検証など行うものです。 

 これら実証事業は、長期的な取組となることから、交通事業者と連携・協

力しながら支援していきます。 

 

 

●バスＥＭＳのイメージ 
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目 標 ５多様な主体の連携によるまちづくり 

方 針 ９複数の主体が連携した「共創型交通」の推進 

事業№ 9-1 持続的な移動サービス創出可能性の検討 

趣 旨  公共交通等のサービス提供が困難な場合、それに代わる自家用有償旅客運

送やスクールバス、病院、福祉輸送など、地域の輸送資源を活用した移動サー

ビスの創出を検討するものです。 

事業内容 ◆地域の輸送資源を活用した移動サービスの創出検討  

≪行政・市民・事業者≫ 

 本市では、路線バスの利用者減少や運転手の不足等により、郊外部のバス

路線の廃止が進み、代わりの交通手段として乗合タクシー導入が進められて

います。地域によっては交通サービスの提供が困難な場合もあることから、

自家用有償旅客運送やスクールバス、病院、福祉輸送等の送迎サービスなど、

地域の実情に応じた様々な輸送資源を活用した移動サービスについて、市民

や事業者等と連携しながら検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆福祉有償運送（※1）の導入検討 ≪行政・市民・事業者≫ 

 単独ではタクシー等の公共交通機関を利用できない身体障がい者等の移動

手段を確保するため、地域の関係者と調整・協議を行い、福祉有償運送等の取

組など検討します。 

 

※1 福祉有償運送：市町村やＮＰＯ法人等が、単独で公共交通機関を利用できない

身体障害者等を対象に、原則、ドア・ツー・ドアの個別輸送を

行うもの。 

出典：国土交通省 地域公共交通計画等の作成と運用の手引き [入門編] 
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目 標 ５多様な主体の連携によるまちづくり 

方 針 ９複数の主体が連携した「共創型交通」の推進 

事業№ 9-2 市民・事業者・行政が連携したバリアフリー化の推進 

趣 旨  共生社会の実現に向け、市民、事業者、行政が連携し、重点的・一体的なバ

リアフリー化に関する取り組みの推進を図るものです。 

事業内容 ◆公共交通等のバリアフリーに関するソフト対策の推進 ≪事業者≫ 

 障がいの有無や年齢、性別等にかかわらず、誰もが自由に移動できる環境

を実現するためには、施設や車両等のハード整備だけではなく、整備したバ

リアフリー施設の機能が十分に発揮されるよう、利用者へサービスを提供す

ることが必要になります。 

施設や車両等のハード整備を継続的かつ計画的に推進するとともに、整備

したバリアフリー施設を適切に使用できるよう、スロープの設置や車いすに

よる乗降の介助など、サービスの提供に関する研修・教育等の実施を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

◆優先席や車いす使用者用駐車施設等の適正利用に関する広報啓発の推進  

≪行政・市民・事業者≫ 

 高齢者や障がい者等の優先席や車いす使用者用駐車施設等について、真に

必要な方が円滑に利用できるよう、ポスターの掲示や車内放送での呼びかけ

など、市民の理解・協力が深まる積極的な広報啓発を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼駅ホームにおける 

スロープ板の設置例 

▼路線バスにおける役務の 

提供例（スロープ・介助） 

 

▼適正利用推進 

キャンペーンポスター 

（2021 年度）（国土交通省） 
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4-4 事業計画の作成に関して 

 

① 特定事業 

  「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく特定事業は、事業者等が地方

公共団体の支援を受けつつ実施する事業であり、同法第２条第５号に示す「軌道運送高度

化事業」、「道路運送高度化事業」、「海上運送高度化事業」、「鉄道事業再構築事業」、「鉄道

再生事業」、「地域旅客運送サービス事業」、「貨客運送サービス継続事業」及び「地域公共

交通利便増進事業」となります。当計画にこれらの事業を定めた場合、事業を実施する者

は、各々事業計画の作成が必要となります。 

  また、特定事業の種類や内容は、同法で定められており、「地域公共交通等の作成と運

用の手引き詳細編（令和４（2022）年３月国土交通省）」において、その概要をわかりや

すく整理され、以下のとおり示されています。 
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② 新モビリティサービス事業 

新モビリティサービス事業は、同法第２条第 16 号に示された情報通信技術その他の先

端的な技術を活用して２以上の交通機関の利用に係る予約、料金の支払その他の行為を

一括して行うことができるようにするサービスその他の当該技術の活用により交通機関

の利用者の利便を増進するサービスを提供する事業となります。 

  ＭａａＳなどの新たなモビリティサービスを実施しようとする事業者は、新モビリテ

ィサービス事業に係る事業計画を作成し、国土交通大臣の認定を受けることができ、認定

された事業計画に基づく事業については、交通事業者の運賃・料金の届出手続きが簡素化

されます。 
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4-5 個別プロジェクトの実施プログラム 

  計画目標の実現に向け、市民、事業者、行政が連携し、施策毎の個別プロジェクトに取

り組んでいきます。 

  プロジェクト 
スケジュール 

2023(R5)～2030(R12) 

目標 1 施策 1 1-1 新駅設置（郡山駅～安積永盛駅間）の検討    

 ◆新駅設置事業（郡山駅～安積永盛駅間）の検討 

1-2 公共交通（鉄道、路線バス、高速バス等）の乗継強化    

 ◆郡山駅東口の乗継環境の強化、◆東北新幹線及び在来線の路線間乗継強化 

1-3 鉄道駅周辺の交通アクセスの充実・強化    

 ◆安積永盛駅周辺のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化検討、◆郡山駅西口のﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷ整備推進 

1-4 路線バスの経路、ダイヤ、バスベイ等の検討    

 ◆路線バスの効率的運行の検討、◆バス専用レーン等の環境向上の検討 

1-5 パーク＆ライド、サイクル＆ライド等の検討    

 ◆パーク＆ライド、サイクル＆ライドの推進 

1-6 観光周遊などの観光分野と連携した取組の推進    

 ◆わかりやすい道案内の取組推進、周遊型観光ｺｰｽと連携した交通手段検討 

施策 2 2-1 路線バスの運行確保・充実    

 ◆路線バス運行補助等の支援、◆みんなで支える取組体制の整備検討など 

2-2 デマンド型交通の機能強化    

 ◆乗合タクシーの運行改善・強化検討、◆タクシー関連のＤＸ化推進 

2-3 地域に合った旅客運送サービス導入の検討    

 ◆路線バスに代わる移動手段検討、◆湖南地区における移動手段検討 

2-4 乗継・待合環境の改善・整備    

 ◆停留所の上屋・ﾍﾞﾝﾁの設置検討、◆案内表示の多言語化の推進など 

2-5 バリアフリー車両の導入促進    

 ◆ノンステップバスの導入促進、◆ＵＤタクシーの導入促進 

施策 3 3-1 高齢者の公共交通利用に関する事業推進    

 ◆公共交通利用に関する高齢者支援事業の推進、◆交通弱者等への支援 

3-2 福島空港の利活用推進    

 ◆空港からのアクセス維持・確保、◆空港関連のＤＸ化推進など 

3-3 エコ通勤、ノーマイカーデー等の推進    

 ◆エコ通勤の推進、◆ノーマイカーデー等その他公共交通利用の促進 

3-4 公共交通利用に関する教育実施    

 ◆バスの乗り方教室の実施、◆きらめき出前講座による情報提供など 

【
公
共
交
通
体
系
づ
く
り
】 

検討 

整備 

検討 

整備 

検討 

整備 

推進 

推進 

検討 

推進 

検討 

推進 

検討 

整備 

推進 

推進 

推進 

推進 

推進 

検討 

推進 

推進 
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  プロジェクト 
スケジュール 

2023(R5)～2030(R12) 

目標 2 施策 4 4-1 環状道路網を優先した幹線道路の整備促進    

 ◆環状線等街路整備事業の促進、◆幹線道路新設改良舗装事業の促進など 

4-2 道路混雑箇所に関する軽減方策の検討    

 ◆渋滞対策に関する方策検討、◆交通渋滞対策事業の促進など 

4-3 長期未着手都市計画道路の見直し検討    

 ◆長期未着手都市計画道路の見直し検討 

施策 5 5-1 公民協奏による居心地が良く歩きたくなる空間の創出    

 ◆ｴﾘｱﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ構築の検討、◆市街地再開発事業の推進など 

5-2 公民が連携したバリアフリー化の推進    

 ◆ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化に関する取組推進、◆ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の提案制度活用推進など 

5-3 災害に強く快適で歩きやすい無電柱化道路の整備推進    

 ◆無電柱化促進事業の推進 

目標 3 施策 6 6-1 自転車レーン・歩道の整備推進    

 ◆自転車レーン・歩道の整備推進、◆通学路安全対策事業の推進など 

6-2 （仮称）郡山市自転車活用推進計画の策定検討    

 ◆（仮称）郡山市自転車活用推進計画の策定検討 

施策 7 7-1 シェアサイクル、レンタサイクル等の事業支援    

 ◆ｼｪｱｻｲｸﾙ、ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等の取組支援、◆ｻｲｸﾙﾎﾟｰﾄ整備に関する支援 

7-2 サイクルツーリズムの推進と来訪者への情報発信    

 ◆猪苗代湖ｻｲｸﾙﾂｰﾘｽﾞﾑの推進 

目標 4 施策 8 8-1 ＭａａＳの導入に関する可能性の検討    

 ◆MaaS導入の検討組織の設置検討、◆MaaSのｼｽﾃﾑ導入可能性の検討 

8-2 スマートフォンを活用したﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽの取組の推進    

 ◆ｽﾏｰﾄﾌｫﾝを活用した交通ｻｰﾋﾞｽ向上の推進 

8-3 環境に配慮したモビリティサービスの推進    

 ◆次世代自動車技術を活用した交通支援の検討、電気ﾊﾞｽの運行ｼｽﾃﾑ開発検討 

目標 5 

 

施策 9 9-1 持続的な移動サービス創出可能性の検討    

 ◆地域の輸送資源を活用した移動ｻｰﾋﾞｽ創出検討、◆福祉有償運送の検討 

9-2 市民・事業者・行政が連携したバリアフリー化の推進    

 ◆ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰに関するｿﾌﾄ対策の推進、◆優先席等の適正利用の広報啓発推進 

 

【
道
路
づ
く
り
】 

【
自
転
車
・
歩
行
空
間
づ
く
り
】 

【
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
】 

検討 

整備 

整備 

検討 

整備 

検討 

整備 

推進 

整備 

検討 

整備 

検討 

推進 

推進 

推進 

検討 

整備 

検討 

推進 

推進 

検討 

推進 

推進 

【
連 

携
】 
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（バリアフリー法におけるマスタープラン及び基本構想） 
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第５章 バリアフリー化の推進に関して   

（バリアフリー法におけるマスタープラン及び基本構想） 

 

5-1 バリアフリー化の推進に当たって 

   

(1)背景と目的 

  バリアフリー化については、高齢者や障がい者など、あらゆる人たちが社会活動に参加

し、自由で快適に移動することができるよう、交通機関や建築物、公共施設等において、

着実に進められてきました。しかしながら、バリアフリー化が施設ごとでバラバラに進め

られることや、ソフト面での対策が不十分であるといった課題もありました。 

  これら課題への対応として国においては、平成６（1994）年制定のハートビル法と平成

12（2000）年制定の交通バリアフリー法を統合・拡充した「高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（いわゆるバリアフリー法）」を平成 18（2006）年に制定し、

面的なバリアフリー化に加え、住民参加等のソフト面の施策充実が図られたところです。

また、これ以降も、すべての人たちが障がいの有無、年齢等によって分け隔てられること

がない共生社会の実現に向け、ハード、ソフト両面での施策推進のための法改正が平成 30

（2018）年、令和２（2020）年に行われたところです。 

  本市においては、このバリアフリー法のもと、平成 28（2016）年３月に「郡山市バリア

フリー基本構想」を策定しましたが、今回改正された当法の趣旨を踏まえつつ、また、ま

ちづくり分野と連携したバリアフリー化のより一層の推進を図るため、改めて同法第 24

条の２に規定の「移動等円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラン）」及び同法第 25

条に規定の「移動等円滑化基本構想（バリアフリー基本構想）」を策定するものです。 

 

(2)制度の概要 

① バリアフリー法の趣旨 

高齢者、障がい者（身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、発達障がい者を含む

すべての障がい者）、妊産婦、けが人などの移動や施設利用の利便性・安全性の向上を促進

するため、公共交通機関、建築物、公共施設等のバリアフリー化を推進するとともに、駅

を中心とした地区や高齢者、障がい者などが利用する施設が集まった地区において、一体

的なバリアフリー化を推進するものです。また、バリアフリー化のためのソフト施策も充

実します。 
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② バリアフリー法の変遷等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ハートビル法の制定 

 不特定多数の人たちが利用し、又 

は主に高齢者、身体障がい者等が利 

用する建築物のバリアフリー化を進 

めるため、「高齢者、身体障害者等が 

円滑に利用できる特定建築物の建築 

の促進に関する法律」（いわゆる「ハ 

ートビル法」）が制定。 

平成 6（1994）年 

●交通バリアフリー法の制定 

 高齢者や障がい者等の移動の利便 

性や安全性の向上を図るために、駅 

やバスターミナルなどの「旅客施設」、 

鉄道やバスなどの「車両」等のバリ 

アフリー化推進を目的に、「高齢者、 

身体障害者等の公共交通機関を利用 

した移動の円滑化の促進に関する法 

律」（いわゆる「交通バリアフリー 

法」）が制定。 

平成 12（2000）年 

平成 18（2006）年 

●バリアフリー法の制定 

 「ハートビル法」と「交通バリアフリー法」を統合し、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の 

促進に関する法律」（いわゆる「バリアフリー法」）が制定。この法律から、視覚障がい、聴覚障 

がいを含む身体障がい、妊産婦、けが人だけではなく、知的障がい、精神障がい、発達障がい等、

すべての障がい者が対象として明確化。 

平成 30（2018）年 

〇バリアフリー法の改正 

 マスタープラン制度（移動等円滑 

化促進方針）の創設や公共交通事業 

者等のハード・ソフト取組計画作成 

義務の創設などの法改正。 

〇バリアフリー法の改正 

 東京オリンピック・パラリンピッ 

ク競技大会のレガシーとしての共生 

社会の実現に向け、ハード対策に加 

え、「心のバリアフリー」の観点から 

の施策充実などの法改正。 

令和 2（2020）年 

平成 28（2016）年３月 

「郡山市バリアフリー基本構想」の策定 

平成 25（2013）年 3月 

「郡山市移動等円滑化のために必要な市道の 

構造に関する基準を定める条例」及び「郡山 

市移動等円滑化のために必要な特定公園施設 

の設置に関する基準を定める条例」の制定 

令和 5（2023）年３月 

「郡山市総合交通計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ」の策定 
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③ 法律の基本的な仕組み 
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④ バリアフリー化の内容 

公共交通機関、建築物、道路・公園等の公共公益施設等を新設する場合、それぞれバリ

アフリー化基準への適合が義務付けられ、既存の施設においても、基準適合への努力義務

が課せられています。主な内容は、以下のとおりとなります。 

 

 

旅客施設（鉄軌道駅、バスターミナル等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 
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都市公園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路外駐車場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 築 物 
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(3)バリアフリー法における市町村計画のイメージ 

  バリアフリー法では、高齢者、障がい者等の移動や施設利用の利便性・安全性の向上を

促進するため、公共交通機関、建築物、公共施設等のバリアフリー化を推進することとさ

れ、推進に当たっては、市町村において同法第 24条の２に規定される「移動等円滑化促

進方針（バリアフリーマスタープラン）」、さらに同法第 25条に規定される「移動等円滑

化基本構想（バリアフリー基本構想）」の作成に努めることとされています。 

バリアフリー化については、これらの計画に基づき、高齢者、障がい者等が日常的に利

用する旅客施設や建築物等の生活関連施設及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前

広場、通路など、施設の管理者相互の連携・調整を行いながら、面的・一体的な整備を推

進するとともに、高齢者や障がい者等の困難を自らの問題として認識し、理解を深め、そ

の社会参加に積極的に協力する「心のバリアフリー」を含めた、ハード、ソフト両面のバ

リアフリー化の推進を図ることになります。 

 

 

 

≪参考≫ バリアフリーとユニバーサルデザイン 

バリアフリーとユニバーサルデザインの考え方は共通している部分があり、ともに快

適で自由に行動できる社会を目指すものとなります。それぞれの定義は以下のとおりで

す。 

 

 

バリアフリー ユニバーサルデザイン 

 障害のある人が社会生活をしていく上で障壁

（バリア）となるものを除去するという意味で、

もともと住宅建築用語で登場し、段差等の物理的

障壁の除去をいうことが多いが、より広く障害者

の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心

理的なすべての障壁の除去という意味でも用い

られる。 

 バリアフリーは、障害によりもたらされるバリ

ア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、

ユニバーサルデザインはあらかじめ、障害の有

無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々

が利用しやすいよう都市や生活環境をデザイン

する考え方。 
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(4)計画に記載する事項 

  市町村が作成する「移動等円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラン）」及び「移

動等円滑化基本構想（バリアフリー基本構想）」では、おおむね以下の事項について記載

することとなっています。 

 

●バリアフリー法【第 24条の２（移動等円滑化促進方針）第２項及び第３項】 

２ 移動等円滑化促進方針には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 移動等円滑化促進地区の位置及び区域 

二 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動等円滑化の促進に関する事項 

三 移動等円滑化の促進に関する住民その他の関係者の理解の増進及び移動等円滑化の実施に関する

これらの者の協力の確保に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、移動等円滑化促進地区における移動等円滑化の促進のために必要な事

項 

３ 前項各号に掲げるもののほか、移動等円滑化促進方針には、移動等円滑化促進地区における移動等

円滑化の促進に関する基本的な方針について定めるよう努めるものとする。 

 

 

●バリアフリー法【第 25条（移動等円滑化基本構想）第２項及び第３項】 

２ 基本構想には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 重点整備地区の位置及び区域 

二 生活関連施設及び生活関連経路並びにこれらにおける移動等円滑化に関する事項 

三 生活関連施設、特定車両及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動等円滑化のため

に実施すべき特定事業その他の事業に関する事項 

四 前号に掲げる事業と併せて実施する土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業

に関し移動等円滑化のために考慮すべき事項、自転車その他の車両の駐車のための施設の整備に関す

る事項その他の重点整備地区における移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関する事項その他

重点整備地区における移動等円滑化のために必要な事項 

３ 前項各号に掲げるもののほか、基本構想には、重点整備地区における移動等円滑化に関する基本的

な方針について定めるよう努めるものとする 

 

 

(5)計画期間 

  計画期間は、前章までに整理している「交通計画マスタープラン」の目標年次に合わせ、

2030 年とします。なお、施策の進捗状況についてフォローアップを適宜行い、必要に応

じて見直しを検討します。 
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5-2 移動等円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラン） 

   

(1)バリアフリーマスタープランについて 

  バリアフリーマスタープランは、バリアフリー法第 24条の２に規定される「移動等円

滑化促進方針」であり、旅客施設を中心とした地区や高齢者、障がい者等が利用する施設

が集まった地区に「移動等円滑化促進地区」を設定し、面的・一体的なバリアフリー化の

促進等について市が示す計画になります。 

 

  当マスタープランは、都市計画法第 18 条の２の市町村の都市計画に関する基本的な方

針や地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第５条の地域公共交通計画、その他関

連計画と連携・整合した上で、促進地区のバリアフリー化に関する基本的な方針、設定す

る生活関連施設（高齢者、障がい者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、

官公庁施設、福祉施設その他施設）及び生活関連経路（生活関連施設相互間の経路）など

について、検討することになります。 

 

 

●「移動等円滑化促進地区」のイメージ 
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 (2)これまでの取組 

  誰もが快適で自由に行動できる社会の実現に向け、本市では、これまでもバリアフリー

とユニバーサルデザインの考え方を取り入れたハード、ソフト両面での取組が行われて

おります。なお、代表的な取組は、以下のとおりです。 

 

 

事 業 名 事 業 内 容 担当所属 

公衆便所整備事業  公衆便所を清潔で快適に利用できるよう、老朽化した施

設の建替えや改修を行います。 

環境部 

３Ｒ推進課 

環状道路等街路整備事業  安全・円滑な道路交通や地域間のアクセス向上を図るた

め、環状道路網を構成する都市計画道路の整備を進めます。 

建設部 

道路建設課 

無電柱化促進事業  災害に強い道路環境整備、安全で快適な通行空間の確保、

都市景観の向上・改善のため、無電柱化の推進を図ります。 

建設部 

道路建設課 

通学路安全対策事業  登下校中の児童を巻き込む悲惨な交通事故が全国で多発

したことを受け、対策工事等により通学路における安全対

策の継続的な強化を図ります。 

建設部 

道路建設課 

道路維持課 

交通安全施設整備事業 市民が安心して暮らせる生活環境の実現のため、交通安

全施設（カーブミラー等）の整備を実施します。 

建設部 

道路維持課 

大町土地区画整理事業  中心市街地の空洞化を防止し活性化を図るため、宅地の

整理を行い街区の再編を推進します。 

都市構想部 

区画整理課 

土地区画整理事業 区画整理の手法により宅地の整理を行い、安全で安心し

て暮らせる都市基盤の整備を推進します。 

都市構想部 

区画整理課 

公園整備事業  地域住民の憩いの場、活動の場として、日常的な利用に

供される都市公園の整備を図ります。 

都市構想部 

公園緑地課 

公園トイレ整備事業  老朽化したトイレのユニバーサルデザイン化を進め、施

設利用者の利便性の向上を図ります。 

都市構想部 

公園緑地課 

小中学校施設環境整備事業  老朽化した学校施設の改修をはじめ、近年の気候変動や

社会環境の変化等に対応するための改修を計画的かつ継続

的に行う。 

教育総務部 

総務課 

小中学校長寿命化改修事業  校舎の老朽化対策及び財政コストの抑制・平準化として、

施設の適正な規模・配置を踏まえた長寿命化改修を行い、

安全・安心な学校環境づくりを進めます。 

教育総務部 

総務課 

防犯灯設置事業  市道等への防犯灯の設置を進めるとともに、防犯灯の光

源をＬＥＤ灯へ段階的に変更します。 

市民部 

ｾｰﾌｺﾐｭﾆﾃｨ課 
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事 業 名 事 業 内 容 担当所属 

社会福祉施設整備事業  社会福祉法人等が設置する社会福祉施設等の施設整備に

要する費用の助成を行います。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

高齢者にやさしい住まい

づくり助成事業 

 高齢者が転倒等により、要介護状態になることを防止す

るため、自宅への手すりの取り付けや段差解消等の軽易な

住宅改修費用の一部助成を行います。 

保健福祉部 

健康長寿課 

老人福祉施設等整備補助

事業 

 高齢者が地域において生きいきと安心して暮らせるよ

う、老人福祉施設等の整備に要する費用の補助を行います。 

保健福祉部 

介護保険課 

地域生活拠点型再開発事業  老朽化した市街地環境の整備改善及び市街地住宅の供給

に資するため、土地利用の共同化、高度化等に寄与する優

良建築物等の整備を支援します。 

都市構想部 

都市政策課 

市街地再開発事業  中心市街地の計画的な再開発に対し、土地の合理的かつ

健全な高度利用と都市機能を更新し公共の福祉に寄与する

再開発事業を支援します。 

都市構想部 

都市政策課 

ユニバーサルデザイン推

進事業 

 ＵＤ社会の実現のため、市民・市民活動団体・事業者・

行政が協働でユニバーサルデザインの推進を図ります。 

市民部 

市民・ＮＰＯ活動推進課 

交通安全活動事業  交通事故をなくすため、セーフコミュニティ活動を推進

しながら、交通安全教室、市民大会等を実施するとともに、

交通安全活動団体の活動を支援します。 

市民部 

ｾｰﾌｺﾐｭﾆﾃｨ課 

多文化共生推進事業  外国人住民等の利便性向上とともに、観光誘客及び交流

人口の増加を図るため、情報媒体の多言語化のほか、外国

人住民等とのコミュニケーション能力向上を推進します。 

文化スポーツ部 

国際政策課 

ひとり暮らし高齢者等緊

急通報システム事業 

 心身に支障のあるひとり暮らし高齢者等の在宅生活での

不安感解消と事故発生を防止するため、緊急時に緊急通報

受信センターと連絡できる機器の貸与を行います。 

保健福祉部 

地域包括ケア推進課 

通学路等交通安全確保事業  道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同で通学

路の安全点検を行い、安全対策の継続的な強化を図ります。 

学校教育部 

学校教育推進課 

 

  この他にも、利用者の利便性向上や施設の機能強化、バリアフリー化を図るため、「郡山駅 

東口整備事業（※1）」、「新駅設置事業（郡山富田駅の整備）（※2）」、「安積永盛駅西口広場改 

修事業」などが実施されています。 
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 ※1「郡山駅東口整備事業」： 

    郡山駅東口において、利用者の利便性向上、交通結節点の機能強化の一環としてエ

レベーター及びエスカレーター等の整備を行い、バリアフリー化を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※2「新駅設置事業（郡山富田駅の整備）」： 

    公共交通の利用促進や地域の活性化、さらには災害時における物資輸送ルートや

避難者の移動手段を確保するため、磐越西線の郡山駅から喜久田駅間に新駅「郡山富

田駅」の設置、南北自由通路及び駅前広場等、ユニバーサルデザインの考えを取り入

れた周辺環境の整備を実施しました。 
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(3)本市のバリアフリーに関する課題 

  第１章で整理した本市の現状や、関係団体からの意見等を踏まえ、バリアフリーに関す

る課題を整理します。 

 

① 本市の現状 

●人口減少、少子高齢化が進行する中、自動車運転の困難な高齢者が増加する見込み。 

●交通分担率では、自動車を利用する方の割合がいまだに高く、公共交通の利用者は減

少傾向にある。これにより郊外部でのバス路線廃止が進んでいる。 

●郡山市立地適正化計画を策定し、「すべての市民が安心して暮らせる拠点と公共交通

ネットワークの形成」を基本方針に掲げ、コンパクトなまちづくりを目指す。 

 

② 市民等意識調査（第二次こおりやまユニバーサルデザイン推進指針より） 

●日頃よく利用する施設について 

・「施設に駐車場がない、台数が少ない」、「予約など利用手続きが面倒」、「案内表示が分かりにくい」等の不便さ。 

●日頃よく利用する歩道や道路、公共交通について 

・「歩道が狭い、歩道が連続していない」、「防犯灯など照明が少ない」、「運転マナーが悪い」等の不便さ。 

●ユニバーサルデザインのまちづくり推進について 

・「安全で快適な歩道や自転車道の整備」、「利用しやすい公共交通機関の普及」等が求められている。 

 

③ こおりやまユニバーサルデザイン推進協議会から市への提言（※資料編 資料-2参照） 

●提言① 誰にでも利用しやすい交通・移動について 

・誰もが歩道をスムーズに、安心して通れるように、エレベーターの設置、歩道の段差解消や除雪を徹底する。 

●提言② 誰にでも利用しやすい施設について 

・長い距離を歩いて移動することが困難な人の利便性向上のため、施設の近くに駐車場を多く設置する。また、誰

もが施設内へ不自由なく出入りでき、ステージにも容易に登壇できる等のバリアフリー化を進める。 

・人が多く集まる施設においては、ピクトグラム、多言語表示及び案内・誘導の目印となる色を含め、統一した案

内板を設置する。 

・郡山駅を含め、施設内にくつろげるベンチや、駅の周辺に休憩できる公園を増やす。また、多目的トイレの数を

充実させ、個々のトイレ内の非常用ボタン等の配置を統一する。 

●提言⑦ 誰にでも分かりやすい案内と観光について 

・電車やバスの乗り換え、目的地までの距離等を分かりやすく示す案内板を設置する。 

・道路標識や案内板をより大きくかつ見やすいものものとし、外国人にも分かりやすくするため多言語表記にする。 

<参考意見> 

・通行量の多い横断歩道内に、エスコートゾーンを設置する。 

・誰もが乗り降りしやすいノンステップバス等の低床型バスの普及に努める。 

・鉄道とバスで共通して利用できるＩＣカード乗車券を導入する。 
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(4)バリアフリー化の推進に関する基本的な方針及び目標 

 

① 基本的な方針 

  バリアフリー化の推進に係る基本的な方針については、上位計画である「郡山市まちづ

くり基本指針【あすまちこおりやま】」の大綱Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」に位置付け

られた分野別将来構想を基本とし、併せて関連する「第二次こおりやまユニバーサルデザ

イン指針」、「郡山市都市計画マスタープラン」、「郡山市総合交通計画マスタープラン」等

との整合・調和を図り、以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

  共生社会の実現に向け、幅広い関係者が連携しながら、ハード・ソフト両面でのさらな

るバリアフリー化を推進し、障がいの有無や年齢、性別等にかかわらず、すべての人が「住

んでいてよかったなと思えるまち」、「安心して暮らせるまち」、「思いやりがあり、誰にで

も優しいまち」、「どこにでも自由に行けるまち」を目指します。 

 

② 計画の目標 

基本的な方針の実現に向け、旧バリアフリー基本構想で定めた方針やバリアフリーに

関する課題等を踏まえつつ、以下「３つの目標」を設定します。 

 

目標１ 安全・安心に継続的かつ計画的な施設整備 

    ⇒ 高齢者や障がい者等が自立した日常生活を営むことができる社会構築に向け

た環境整備が求められています。整備に当たっては継続的かつ計画的に進めま

す。 

 

目標２ みんなで支え合う心のバリアフリーの推進 

    ⇒ 施設や車両等のハード整備だけでなく、高齢者、障がい者等の移動等円滑化に

関する理解及び協力、いわゆる「心のバリアフリー」が不可欠です。ハード整備

に加え、わかりやすい情報発信や教育など、ソフト施策も併せて進めます。 

 

目標３ 市民・事業者・行政が連携した取組の推進 

    ⇒ バリアフリー化に関係する方々は多岐にわたります。市民、事業者、行政が連

携し、重点的・一体的なバリアフリー化に関する取組推進を図ります。 

すべての人が安心して円滑に移動でき、 

快適に暮らせるまち 
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(5)移動等円滑化促進地区の考え方 

  「移動等円滑化促進地区」は、バリアフリー化を促進することが特に必要であると認め

られる地区であり、当促進地区の要件は、バリアフリー法第２条第 23 号及び同法第第３

条第１項に基づき、国が定めた「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において、以下

のとおり示されています。 

 

 

 イ 生活関連施設の所在地を含み、かつ、生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行わ 

れる地区であること。 

 【基本方針】⇒ 原則として、生活関連施設がおおむね３以上所在。 

 

 ロ 生活関連施設及び生活関連経路を構成する一般交通用施設（道路、駅前広場、通路 

その他の一般交通の用に供する施設をいう。）について移動等円滑化を促進すること 

が特に必要であると認められる地区であること。 

【基本方針】⇒ 高齢者、障害者等の移動や施設利用の状況、土地利用や諸機能の集

積の実態、将来の方向性等の観点から総合的に判断。 

 

 ハ 当該地区において移動等円滑化を促進することが、総合的な都市機能の増進を図る 

上で有効かつ適切であると認められる地区であること。 

   【基本方針】⇒ 都市機能としては、高齢者、障害者等に交流と社会参加の機会を提

供する機能、消費生活の場を提供する機能、勤労の場を提供する機能

などを想定。 

 

 

 

  「移動等円滑化促進地区」については、上述の地区要件を踏まえるとともに、都市基盤

や都市サービス施設の立地、既存ストックの有効活用、地域の実情など、まちづくりの観

点を含めて総合的に判断する必要があります。 

このため、本市においては、都市計画マスタープランの将来都市構造を踏まえつつ、医

療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・集約し、各種サービス

の効率的な提供を図る区域として、郡山市立地適正化計画で設定している「都市機能誘導

区域」を基本に検討することとします。 

  なお、本市の「都市機能誘導区域」は、以下に示す区域となっています。 
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 【都市機能誘導区域及び中心施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 促進地区の設定 

  上記に示した都市機能誘導区域をもとに、都市基盤や都市サービス施設の立地状況、さ

らにはバリアフリー化を推進するに当たっての優先順位等も考慮した上で、以下に示す

４つの地区を「移動等円滑化促進地区」に設定します。 

 

 【移動等円滑化促進地区の設定】 （※詳細な設定等は(8)各移動等円滑化促進地区で示します。） 

◆都市機能誘導区域 ◆促進区域の検討箇所 ◆促進区域への設定 

郡山中心拠点 郡山駅周辺 ⇒設定する 

郡山市役所周辺 ⇒設定する 

富田地区副次拠点 郡山富田駅周辺 ⇒設定する 

安積地区副次拠点 安積永盛駅周辺 ⇒設定する 

ﾋﾞｯｸﾞﾊﾟﾚｯﾄふくしま周辺 ⇒設定しない。都市サービス施設等の集積状況

を見ながら今後検討。 

熱海地区副次拠点 磐梯熱海駅周辺 ⇒設定しない。都市サービス施設等の集積状況

をみながら今後検討。 

郡山中心拠点 

安積地区副次拠点 

富田地区副次拠点 

熱海地区副次拠点 

安積永盛駅 

ﾋﾞｯｸﾞﾊﾟﾚｯﾄふくしま 

郡山駅 郡山市役所 

郡山富田駅 

磐梯熱海駅 
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(7)生活関連施設及び生活関連経路の設定 

 

① 生活関連施設  （※詳細な設定等は(8)各移動等円滑化促進地区で示します。） 

  「生活関連施設」は、促進地区内において、高齢者、障がい者等が日常生活又は社会生

活で多く利用される旅客施設や官公庁施設、福祉施設、商業施設など、バリアフリー化を

進めることが重要となる施設です。これらの施設は、公民問わず様々な施設が該当するこ

とから、当マスタープランにおいて、想定する施設をあらかじめ明示するものです。なお、

設定する施設については、特定事業（※1）の実施を課すものではありませんが、建物の

新築、更新等の際には、バリアフリー化基準への適合が義務付けられております。 

 

  ※1 特定事業： バリアフリー法第２条第 25号に示す「公共交通特定事業」、「道路特

定事業」、「路外駐車場特定事業」、「都市公園特定事業」、「建築物特定

事業」、「交通安全特定事業」及び「教育啓発特定事業」となります。

なお、後述のバリアフリー基本構想にこれら事業を定めた場合、事業

を実施する者は、特定事業計画の作成が必要になります。 

 

  本市の「生活関連施設」については、「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想

作成に関するガイドライン（令和３（2021）年３月）国土交通省」で示された施設を踏ま

えて設定することとします。  

 

② 生活関連経路  （※詳細な設定等は(8)各移動等円滑化促進地区で示します。） 

「生活関連経路」は、生活関連施設相互間の経路であり、バリアフリー化を進めること

が重要となる経路です。当経路の設定に当たっては、既存の道路が基本となりますが、今

後整備が予定されている路線等も考慮しながら設定します。 
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(8)各移動等円滑化促進地区 

 

① 郡山駅周辺地区 

区域の設定範囲については、郡山市立地適正化計画における「都市機能誘導区域」を

踏まえつつ、移動等円滑化促進地区内の核となる施設（郡山駅）を中心におおむね 800

ｍの徒歩圏内（※1）を目安とします。 

 

  ※1 おおむね 800ｍの徒歩圏内：「都市構造の評価に関するハンドブック」（平成 26

（2014）年）国土交通省）で示す数値を採用。 

 

 

 【移動等円滑化促進地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D 
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ア）地区の状況及びバリアフリー化の考え方 

  本市は、こおりやま広域圏のけん引役として、圏域全体の発展、圏域住民の暮らしを支

える役割が期待され、その中において郡山駅周辺地区は、都市圏の中心にふさわしい拠点

性と求心力を備えた高次な都市機能の集積とともに、円滑な交通体系の構築が求められ

ています。このことから、これまでに大町横塚線や駅前大通り等の幹線道路の整備、郡山

駅西口等の市街地再開発事業の実施、郡山駅構内をはじめ、駅東口など施設のバリアフリ

ー化、フロンティア通り等、回遊性向上のための道路高質化、さらに現在、本市の玄関口

にふさわしい市街地形成を図るための大町土地区画整理事業を進めています。  

  今後は、本市が有する地理的優位性のもと、郡山駅周辺地区の充実した交通網及び都市

基盤を有効活用し、利便性の高い都市機能サービスを提供する拠点として、行政、交通事

業者、民間事業者及び利用者が一体となり、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、

公園等、面的なバリアフリー化により回遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリ

ーに関する取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●郡山駅西口周辺 
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イ）地区の概要 

 【生活関連施設】 

 地区の面積 約 235 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 郡山駅、郡山駅西口バスターミナル 

官公庁施設 市民サービスセンター（ビッグアイ）、駅前交番、郡山消防署、

郡山税務署、ハローワーク郡山《参考施設（区域外）郡山合

同庁舎、福島地方裁判所》 

教育・文化・運動施設 郡山萌世高（ビッグアイ）、金透小、橘小、各専門学校、ふれ

あい科学館（ビッグアイ）、観光案内所、市民文化センター、

清水台地域公民館、橘地域公民館《参考施設（区域外）赤木

小、芳賀小、芳賀地域公民館、赤木地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 今泉眼科病院、郡山病院、寿泉堂綜合病院、星総合病院、長

寿社会振興センター（ビッグアイ）、ペップキッズこおりやま 

商業施設 モルティ（ビッグアイ）、エスパル郡山、ピボット、アティ郡

山、うすい百貨店、イオンタウン郡山、ヨークタウン郡山堤

下、ヨークベニマル横塚店、ヨークベニマル方八町店、郡山

東ショッピングセンター 

都市公園、都市緑地 本町緑地、中町緑地《参考施設（区域外）21 世紀記念公園、

麓山公園》 

その他施設 郡山駅西口駐車場、郡山商工会議所、ゆうちょ銀行、大東銀

行、まざっせプラザ、下水道管理センター、県看護協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郡山駅周辺 ●ビッグアイ 

市民文化センター 

ペップキッズこおりやま 

郡山駅西口駐車場 
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【生活関連経路】 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-75)向河原大町線 

【(都 3・3・131)大町横塚線】 

B:(市 1-52)日出山久保田線 

【(都 3・4・111)東部幹線】 

C:(市 1-56)赤沼方八町線 

【(都 3・3・132)東部 1号線】 
D:(市 43904)谷島町方八町二丁目線 

E:(市 43547)芳賀一方八町二丁目 1号線 F:(市 43092)芳賀三方八町二丁目線 

G:(市 431036)松木町 1 号線 H:(市 43090)芳賀三丁目堤下町線 

I:(市 1-31)大町大槻線 

【(都 3・4・112)駅前境橋線】 

J:(市 1-32)本町開成線 

【(都 3・3・105)本町谷地林線】 

K:(市 43328)駅前一丁目中町 2号線 
L:(市 43337)駅前二長者二丁目線 

【(都 7・3・171)日の出通り線】 

M:(市 43747)堤下町堂前町 4 号線 
N:(県)須賀川二本松線 

【(都 3・5・119)須賀川二本松線】 

O:(県)郡山停車場線 

【(都 3・4・107)郡山駅庚坦原線】 
P:(県)郡山湖南線 

Q:(県)小野郡山線 

【(都 3・4・113)飯豊郡山線】 

R:(県)郡山大越線 

【(都 3・4・2)国道 4号線】 

S:(その他)郡山駅東西自由通路 
T:(その他)郡山駅西口駅前広場 

【（都 3・4・107）郡山駅庚坦原線】 

U:(その他)郡山駅東口駅前広場 

【（都 3・3・132）東部 1 号線】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

K:(市 43328)駅前一丁目中町 2号A:(市 1-75)向河原大町線 
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② 郡山富田駅周辺地区 

  区域の設定範囲については、郡山市立地適正化計画における「都市機能誘導区域」を踏

まえつつ、移動等円滑化促進地区内の核となる施設（郡山富田駅）を中心におおむね 800

ｍの徒歩圏内を目安とします。 

 【移動等円滑化促進地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）地区の状況及びバリアフリー化の考え方 

  郡山富田駅周辺地区については、郡山駅から北西約３ｋｍに位置し、1992（平成４）年

以降に事業開始された富田東、八山田第二、伊賀河原地区等の土地区画整理事業区域に隣

接した地区です。当地区周辺は、近年、人口増加が著しく、今後も地区発展が期待できる

開発ポテンシャルが高い拠点であり、平成 29（2017）年４月に、郡山富田駅が新設され

ました。 

  今後は、郡山富田駅を中心に郡山駅周辺の広域的な中心拠点を補完する考えのもと、当

地区における充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、利便性の高い都市機能サービ

スを提供する拠点のひとつとして、行政、交通事業者、民間事業者及び利用者が一体とな

り、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面的なバリアフリー化により回

遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリーに関する取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要 

 【生活関連施設】 

 地区の面積 約 88 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 郡山富田駅 

官公庁施設 郡山北警察署、ふくしま医療機器開発支援センター 

教育・文化・運動施設 《参考施設（区域外）奥羽大学、郡山北高、行徳小、富田東

小、富田中、行健中、行徳地域公民館、富田東地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 県中児童相談所、《参考施設（区域外）奥羽大学歯学部附属病

院、総合南東北病院、南東北第二病院、北部地域子育て支援

センター》 

商業施設 カインズホーム《参考施設（区域外）ヨークタウン八山田、

ニトリ、ヤマダ電機》 

都市公園・都市緑地 （仮称）富田東中央公園《参考施設（区域外）八山田公園》 

その他施設 ― 

 

 【生活関連経路】 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-38)桑野日和田線 

【(都 3・3・143)八山田 2号線】 

B:(市 431687)富田東三丁目八山田西五丁目 3号線 

【(都 7・5・160)富田東 4号線】 

C:(市 431686)富田東五丁目八山田西一丁目線 

【(都 3・5・158)喜久田富田線】 

D:(市 431683)富田東四丁目八山田西五丁目 2号線 

【(都 3・4・144)八山田 3号線】 

E:(市 431680)富田東六丁目五丁目 2号線 

【(都 3・4・156)富田東 2号線】 

F:(市 431679)富田東五丁目 15 号線 

【(都 3・4・155)富田東 1号線】 

G:(市 44355)富田東一丁目 19号線 
H:(市 1-30)荒井八山田線 

【(都 3・3・104)内環状線】 

I:(市 43444)石堂池ノ上線 J:(市 431216)名郷田二丁目 1号線 

K:(市 1-36)伊賀河原西柳作線 

【(都 3・3・103)郡山インター線】 

L(県)荒井郡山線 

【(都 3・4・154)荒井郡山線】 

M(その他) 

(市 45535) 富田東五丁目富田東一丁目歩道線 
 

 

 

 

 

 

 

郡山富田駅 H:(市 1-30)荒井八山田線 
【(都 3・3・104)内環状線】 
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③ 安積永盛駅周辺地区 

  区域の設定範囲については、郡山市立地適正化計画における「都市機能誘導区域」を踏

まえつつ、移動等円滑化促進地区内の核となる施設（安積永盛駅）を中心におおむね 800

ｍの徒歩圏内を目安とします。 

 【移動等円滑化促進地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）地区の状況及びバリアフリー化の考え方 

  安積永盛駅周辺地区については、郡山駅から南に約 4.5ｋｍに位置し、昭和 36（1961）

年から昭和 46（1971）年に実施された安積第一土地区画整理事業区域に隣接、また、現

在事業が進められている徳定土地区画整理事業区域に近接した地区です。当地区周辺に

は、日本大学工学部をはじめ、日本大学東北高校、帝京安積高校ほか専門学校等の高等教

育機関が集積し、それら学生の通学に利用される安積永盛駅は、郡山駅に次いで利用者が

多い鉄道駅になっています。 

  今後は、安積永盛駅を中心に郡山駅周辺の広域的な中心拠点を補完する考えのもと、当

地区における充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、利便性の高い都市機能サービ

スを提供する拠点のひとつとして、行政、交通事業者、民間事業者及び利用者が一体とな

り、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面的なバリアフリー化により回

遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリーに関する取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要 

 【生活関連施設】 

 地区の面積 約 70 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 安積永盛駅 

官公庁施設 安積分署《参考施設（区域外）安積行政センター》 

教育・文化・運動施設 日本調理技術専門学校、郡山ヘアメイクカレッジ《参考施設

（区域外）永盛小、安積中、安積図書館、永盛地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 《参考施設（区域外）あさかホスピタル、坪井病院》 

商業施設 ケーヨーデイツー郡山安積店、ヨークベニマル安積町店、ア

メ横郡山店、ブックオフ郡山安積店 

都市公園・都市緑地 《参考施設（区域外）成山公園》 

その他施設 郡山南郵便局《参考施設（区域外）郡山貨物ターミナル駅》 

 

 

 【生活関連経路】 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-26)安積成山線 

【(都 3・5・125)成山荒池線】 

B:(市 1-22)安積成田線 

【(都 3・4・115)前田端茂平線】 

C:(市 1-27)笹川多田野線 

【(都 3・3・106)大黒田雷神線】 
D:(市 331255)安積三丁目二丁目 4号線 

E:(市 33083)安積三丁目二丁目 1号線 F:(市 2-213)徳定笹川二丁目線 

G:(県)郡山停車場線 

【(都 3・4・2)国道 4 号線】 

H:(県)須賀川二本松線 

【(都 3・4・111)東部幹線】 

I:(その他) 

(市 35658)笹川二丁目安積二丁目歩道線 

J:(その他)安積永盛駅西口広場 

【（都 3・4・115）前田端茂平線】 

 

 

 

 

 

 

 

 

安積永盛駅 B:(市 1-22)安積成田線 
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④ 郡山市役所周辺地区 

  区域の設定範囲については、郡山市立地適正化計画における「都市機能誘導区域」を踏

まえつつ、移動等円滑化促進地区内の核となる施設（安積永盛駅）を中心におおむね 800

ｍの徒歩圏内を目安とします。 

 

 【移動等円滑化促進地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）地区の状況及びバリアフリー化の考え方 

  郡山市役所周辺地区については、郡山駅から西に約 2.5ｋｍに位置し、官公庁施設をは

じめ、教育、文化、運動、医療、福祉施設など、本市の枢要な都市機能が集積した地区で

あり、また、路線バスや循環バス等の交通網が整備・充実し、利便性の高い地区になって

います。 

  今後は、郡山市役所を中心に広域的な拠点である郡山駅周辺地区と連動しながら、充実

した交通網及び都市基盤を有効活用し、利便性の高い都市機能サービスを提供する拠点

として、行政、交通事業者、民間事業者及び利用者が一体となり、公共交通機関をはじめ、

各種建築物、道路、公園等、面的なバリアフリー化により回遊しやすい都市環境の確保及

び心のバリアフリーに関する取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要 

 【生活関連施設】 

 地区の面積 約 167 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 ― 

官公庁施設 郡山市役所、郡山年金事務所、郡山労働基準監督署、上下水

道局《参考施設（区域外）労働福祉会館》 

教育・文化・運動施設 郡山女子大学、文学の森資料館、ミューカルがくと館、開成

館、総合体育館、郡山総合運動場（陸上競技場、野球場）、開

成山プール、《参考施設（区域外）郡山女子大学附属高、安積

黎明高、あさか開成高、芳山小、桃見台小、開成小、郡山二

中、さんかくプラザ、公会堂、歴史資料館、中央公民館、桃

見台地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 保健所、朝日病院、今泉西病院、太田西ノ内病院、総合福祉

センター、ニコニコこども館《参考施設（区域外）日東病院》 

商業施設 トステムビバ、ゼビオ郡山、イトーヨーカドー、ヴィクトリ

アゴルフ、東京インテリア家具、ザ・モール郡山《参考施設

（区域外）建デポ郡山、みどり書房、ヨークタウン島》 

都市公園 開成山公園《参考施設（区域外）21 世紀記念公園、島中央公

園》 

その他施設 環境保全センター、郡山郵便局、開成山大神宮、ＪＡ福島さ

くら、《参考施設（区域外）安積疏水事務所》 

 

 【生活関連経路】 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-35)若葉桑野線 

【(都 3・3・102)下河原町東線】 
B:(市 43362)咲田一桑野四丁目線 

C:(市 43401)西ノ内二桑野三丁目 1号線 D:(市 2-158)桑野一丁目五丁目線 

E:(市 43382)朝日一丁目並木五丁目 1号線 
F:(市 1-30)荒井八山田線 

【(都 3・3・104)内環状線】 

G:(市 43199)池ノ台長者一丁目線 
H:(県)河内郡山線 

【(都 3・4・107)郡山庚坦原線】 

I:(県)郡山湖南線 
J:(国)国道 49 号 

【(都 3・5・3)新潟平線】 
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(9)移動等円滑化の促進に関して 

  バリアフリー化の考え方については、前項の(8)各移動等円滑化促進地区において、地

区ごとにそれぞれア）で記載したとおりであり、併せて、施設ごとのバリアフリー化に関

しては、以下に示す取組など促進していきます。 

  なお、生活関連施設や生活関連経路の整備に当たっては、バリアフリー法の第三章に定

める各施設等の移動等円滑化基準や国の各種ガイドライン等を踏まえ、これら基準に適

合するよう努めます。 

 

 

 施設ごとのバリアフリー化の取組 

共通事項 

・段差解消の推進 

・視覚障がい者誘導ブロックの設置推進 

・わかりやすい案内板の設置（ピクトグラムの活用やデザインの

統一化等）推進 

 

公共交通 

・駅やバスターミナル等の旅客施設における乗継・待合環境の整

備推進（上屋やベンチの設置等） 

・ノンステップバスやユニバーサルデザインタクシーの導入推進 

・案内表示の多言語化を推進 

 

道路交通 

・無電柱化道路の整備推進 

・安全で快適に通行できる自転車レーン・歩道の整備推進 

・舗装の劣化や街路樹の根上がり等への適切な管理 

・エスコートゾーンの設置推進 

 

建築物 

・道路と敷地など、歩行動線上の段差解消 

・障がい者のトイレや駐車場の設置推進 

 

その他 

・高齢者や障がい者等のための施設の適正な利用推進 

・可能な範囲での声かけや手助けの実施推進 

・横断歩道等での違法駐車などの指導 

・歩道上での看板設置や商品展示等の防止 
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(10)移動等円滑化の促進に向けた役割分担等 

バリアフリー化に向けては、市民意見の把握に努めるとともに、計画的かつ効果的な整

備を進めていくため、これまで以上に、市民、事業者、行政が連携しながら、面的・一体

的なバリアフリー化を推進します。 

また、これらには、心のバリアフリーの観点等を含めたソフト対策の推進を図り、ハー

ド・ソフト両面による整備効果の向上を目指します。併せて、施設設置管理者や生活関連

施設等の利用に関する利害関係者が作成するバリアフリー化の促進方針及び基本構想の

提案に備えた環境整備を進めます。 

 

 主な役割 

市 民 
・バリアフリー化に対する点検や評価等への協力 

・人の多様性や相違の理解や気遣い、思いやりの実践 

事業者 
・継続的かつ計画的なバリアフリー事業の実施 

・従業員等へのバリアフリー教育の推進 

行 政 

・継続的かつ計画的なバリアフリー事業の実施 

・バリアフリーに関する啓発及び教育の推進 

・関係機関との連携によるバリアフリー化の推進体制の構築 

・バリアフリー化に関する提案制度の活用に備えた環境整備 

 

    ●まちのバリアの点検や話し合い 

 

 

 

 

 

 

 

    ●バリアフリー事業の実施 
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(11)ソフト施策の取組 

 

① 心のバリアフリーの推進に当たって 

建築物や道路、公園施設などのハード整備が進んでも、市民一人ひとりが高齢者や障が

い者等の特性を理解し、接することができなければ、真の意味でのバリアフリー化は図れ

ないものと考えます。高齢者や障がい者等の自立した日常生活、社会生活を確保すること

の重要性について、市民一人ひとりが関心を持ち、理解を深め、協力し支え合うことがで

きる社会構築に向け、積極的な啓発・広報活動、幅広い教育等が求められています。 

  また、近年においては、訪日外国人観光客の増加等に伴い、求められる心のバリアフリ

ーも多様化している状況です。 

 

  ≪心のバリアフリーについて≫ 

   「心のバリアフリー」は、様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相 

  互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うことです。 

   「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（平成 29（2017）年２月ユニバーサルデ 

  ザイン 2020 関係閣僚会議決定）においては、次の３点が「心のバリアフリー」を体 

  現するためのポイントとして示されています。 

① 障害のある人への社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという「障害

の社会モデル（※1）」を理解すること。 

② 障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合理的配

慮（※2）の不提供）を行わないよう徹底すること。 

③ 自分とは異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を養

い、すべての人が抱える困難や痛みを想像し共感する力を培うこと。 

 

 

 

② 心のバリアフリーに関する取組 

  心のバリアフリーの推進に当たっては、高齢者や障がい者等が社会の中でどのように

生活しているのかを認識することが大切になります。 

市民一人ひとりが、困っている高齢者や障がい者等へ声掛けや手助けを積極的に行う

など、行動につなげることも必要です。また、車両の優先席や車いす使用者用の駐車施設、

車いす使用者が利用できるトイレなど、高齢者や障がい者等が円滑に利用できるような

配慮について、理解と協力も必要となります。 

  心のバリアフリーに関する取組については、「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基

本構想作成に関するガイドライン（令和３（2021）年３月）国土交通省」において、以下

のとおり示されています。 
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  (1)実際に行動につなげるための支援となる幅広い教育活動の推進 

   ・誰もが手助けできるようにするための住民向けマニュアルの作成・普及 

   ・障害者等との交流や車いす体験活動など小・中・高等学校の教育活動の推進 

   ・公共交通を活用し障害者等の疑似体験を学ぶ「バリアフリー教室」開催 

   ・人の移動や切符購入サポート等を行うボランティア活動に対する取組支援 

   ・当事者参加型の教育プログラム（ブラインドサッカー等）の取組推進 

   ・マニュアルや教育プログラムの普及・啓発等を通じた取組推進 

 

  (2)理解を深めるための啓発・広報活動の推進 

   ・バリアフリー推進の功績者表彰等、優れた取組の普及・啓発の促進 

   ・各種障害を対象としたマークや高齢者運転者標識等の普及を通じた障害者、 

高齢者、妊婦や子供連れの人等の抱える困難やニーズの理解促進 

   ・住民の正しい理解を深めるための啓発・広報活動の実施 

 

 

③ 本市におけるソフト施策の検討 

バリアフリーに関し本市においても、以下により様々な事業を実施しているところです。 

今後も引き続き、行政はもとより、市民、事業者と連携し、高齢者、障がい者等の移動

等円滑化に関する理解及び協力について、みんなが支え合い、つながっていく心のバリア

フリーとなるよう、種々の取組を推進していきます。 

 

取組の内容 担当所属 

 「こおりやまこころのバリアフリーガイドブック」を作成し、障がい別の特徴や様々な

障がいを抱えた人のサポートの方法などを紹介。 

保健福祉部 

障がい福祉課 

 マタニティマーク、ヘルプマーク、介助犬マーク、窓口での対応表示（筆談や手話等）な

ど、配慮の必要性を示すマーク等の普及啓発。 

 耳が聞こえない人への理解を目的に、市内の医療機関や学校関係、町内会等を対象とし

た手話講座を実施。 

 誰もが暮らしやすいユニバーサルデザインのまちを実現するため、市民ボランティアを

募集・登録し、市と一緒にユニバーサルデザインについて普及啓発。 市民部 

市民・ＮＰＯ活動推進課  子どもたちがユニバーサルデザインを学び、思いやりの行動を身につけるきっかけとな

るよう、小学生向けの学習教材「思いやりのとびら」を作成。 

 運動技能の程度、性別や障がいの有無にかかわらず、スポーツとの多様な関わり方（す

る・みる・支える・知る活動）を通し、豊かなスポーツライフ実現のための資質・能力を育

成。 

文化スポーツ部 

スポーツ振興課 
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(12)届出制度 

  バリアフリーマスタープランで定める「移動等円滑化促進区域」の区域内において、旅

客施設の建設、道路の新設（※1）など、他の施設と接する部分の構造の変更等を行う場

合、これらを実施する道路管理者、公共交通事業者等は、行為に着手する日の 30 日前ま

でに市町村への届出が義務付けられています。（バリアフリー法第 24条の６） 

  また、市町村は、届出に係る行為がバリアフリー化を図る上において、支障があると認

めるときには、届出者に対し、行為の変更等の必要な措置を要請することできることとな

っており、これにより、バリアフリー化に配慮した事業内容への調整を図ります。 

 

 ※1 旅客施設の建設、道路の新設：旅客施設は生活関連旅客施設に限られ、また、道路

は、生活関連経路である道路法による道路に限られ

る。 

 

 ●行為の届出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  届出の対象となる施設及び行為は、バリアフリー法施行令第 27条の規定で示されてお

り、以下のとおりになります。 

 

届出施設 届出対象となる行為 

旅客施設 

（生活関連施設） 

・他の生活関連旅客施設との間の出入口 

・生活関連経路を構成する道路法による道路、又は、市町村が

指定する一般交通用施設との間の出入口 

・バリアフリールートの出入口 

道 路 

（生活関連経路） 

・生活関連旅客施設の出入口、又は、市町村が指定する生活関

連経路を構成する一般交通用施設 
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 ≪本市における届出の対象≫ 

 

地区名 旅客施設 道路等 届出の範囲 

郡山駅周辺地区 ＪＲ郡山駅 郡山駅西口駅前広場 

 

駅と駅前広場との接続部分 

郡山駅東口駅前広場 自由通路と駅前広場との接

続部分 

郡山富田駅周辺

地区 

ＪＲ郡山富田駅 (市 44355) 

富田東一丁目 19 号線 

駅と道路の接続部分 

(市 45535) 

富田東五丁目富田東一丁目歩道線 

自由通路と道路の接道部分 

安積永盛駅周辺

地区 

ＪＲ安積永盛駅 (市 2-213) 

徳定笹川二丁目線 

駅と道路の接続部分 

(市 35658) 

笹川二丁目安積二丁目歩道線 

駅と道路の接続部分 

 

 

 

●届出対象のイメージ図 
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5-3 移動等円滑化基本構想（バリアフリー基本構想） 

   

(1)バリアフリー基本構想について 

  バリアフリー基本構想は、バリアフリー法第 25 条に規定される「移動等円滑化基本構

想」であり、前項の 5-2 で設定した「移動等円滑化促進地区」のもと、より具体的な事業

を推進していく「重点整備地区」を設定し、公共交通機関、建築物、道路、路外駐車場、

都市公園、信号機等のバリアフリー化について、重点的かつ一体的に推進するため、市が

作成する計画になります。 

  当基本構想は、バリアフリーマスタープランと同様、関連計画と連携・整合した上で、

重点整備地区における移動円滑化に関する事項や、実施すべき特定事業に関する事項な

どについて、検討することになります。 

 

●「重点整備地区」のイメージ 
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●基本構想に位置付けられる特定事業（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)重点整備地区の考え方 

「重点整備地区」は、バリアフリー化の事業実施が特に必要であると認められる地区で

あり、その要件は、バリアフリー法第２条第 24号及び同法第３条第１項に基づき、国が

定めた「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において、以下のとおり示されています。 

 

 イ 生活関連施設の所在地を含み、かつ、生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行わ 

れる地区であること。 <※移動等円滑化促進地区に同じ> 

 【基本方針】⇒ 原則として、生活関連施設がおおむね３以上所在。 

 

 ロ 生活関連施設及び生活関連経路を構成する一般交通用施設（道路、駅前広場、通路 

その他の一般交通の用に供する施設をいう。）について移動等円滑化のための事業が実 

施されることが特に必要であると認められる地区であること。 

【基本方針】⇒ 高齢者、障害者等の移動や施設利用の状況、土地利用や諸機能の集

積の実態、将来の方向性のほか、想定される事業の実施範囲、実現可

能性等の観点から総合的に判断。 

 

 ハ 当該地区において移動等円滑化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが 

総合的な都市機能の増進を図る上で有効かつ適切であると認められる地区であること。 

   【基本方針】⇒ 都市機能として、高齢者、障害者等に交流と社会参加の機会を提供

する機能、消費生活の場を提供する機能、勤労の場を提供する機能な

ど、都市が有する様々な機能の増進を図る上で、有効かつ適切な地区。 
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(3)重点整備地区の設定 

  「重点整備地区」は、前述の地区要件を踏まえるとともに、「5-2(6)移動等円滑化促進

地区の設定」で位置付けた地区と同様とします。 

 

   【重点整備地区】 

 地区の設定 地区の面積 

①  郡山駅周辺地区 約 235 ha 

②  郡山富田駅周辺地区 約 88 ha 

③  安積永盛駅周辺地区 約 70 ha 

④  郡山市役所周辺地区 約 167 ha 

 

(4)生活関連施設及び生活関連経路の設定 

  バリアフリー基本構想での生活関連施設及び生活関連経路の設定は、「5-2(7)生活関連

施設及び生活関連経路の設定」と同様とします。 

 

 【重点整備地区の配置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①郡山駅周辺地区 

③安積永盛駅周辺地区 

④郡山市役所周辺地区 

②郡山富田駅周辺地区 
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(5)各重点整備地区 

 

① 郡山駅周辺地区 

 重点整備地区の範囲については、前述の「5-2 移動等円滑化促進方針（バリアフリー

マスタープラン）」の(8)で示した移動等円滑化促進地区と同様とします。 

 

 【重点整備地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）バリアフリー化の考え方 

  当地区のバリアフリー化については、本市が有する地理的優位性のもと、郡山駅周辺地

区の充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、利便性の高い都市機能サービスを提供

する拠点として、行政、交通事業者、民間事業者及び利用者が一体となり、公共交通機関

をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面的なバリアフリー化により回遊しやすい都市環

境の確保及び心のバリアフリーに関する取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要  

生活関連施設及び関連経路については、前述の「5-2 移動等円滑化促進方針（バリア

フリーマスタープラン）」の(8)で示した内容と同様とします。 

 

 地区の面積 約 235 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 郡山駅、郡山駅西口バスターミナル 

官公庁施設 市民サービスセンター（ビッグアイ）、駅前交番、郡山消防署、

郡山税務署、ハローワーク郡山《参考施設（区域外）郡山合

同庁舎、福島地方裁判所》 

教育・文化・運動施設 郡山萌世高（ビッグアイ）、金透小、橘小、各専門学校、ふれ

あい科学館（ビッグアイ）、観光案内所、市民文化センター、

清水台地域公民館、橘地域公民館《参考施設（区域外）赤木

小、芳賀小、芳賀地域公民館、赤木地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 今泉眼科病院、郡山病院、寿泉堂綜合病院、星総合病院、長

寿社会振興センター（ビッグアイ）、ペップキッズこおりやま 

商業施設 モルティ（ビッグアイ）、エスパル郡山、ピボット、アティ郡

山、うすい百貨店、イオンタウン郡山、ヨークタウン郡山堤

下、ヨークベニマル横塚店、ヨークベニマル方八町店、郡山

東ショッピングセンター 

都市公園、都市緑地 本町緑地、中町緑地《参考施設（区域外）21 世紀記念公園、

麓山公園》 

その他施設 郡山駅西口駐車場、郡山商工会議所、ゆうちょ銀行、大東銀

行、まざっせプラザ、下水道管理センター、県看護協会 

 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-75)向河原大町線 B:(市 1-52)日出山久保田線 

C:(市 1-56)赤沼方八町線 D:(市 43904)谷島町方八町二丁目線 

E:(市 43547)芳賀一方八町二丁目 1号線 F:(市 43092)芳賀三方八町二丁目線 

G:(市 431036)松木町 1 号線 H:(市 43090)芳賀三丁目堤下町線 

I:(市 1-31)大町大槻線 J:(市 1-32)本町開成線 

K:(市 43328)駅前一丁目中町 2号線 L:(市 43337)駅前二長者二丁目線 

M:(市 43747)堤下町堂前町 4 号線 N:(県)須賀川二本松線 

O:(県)郡山停車場線 P:(県)郡山湖南線 

Q:(県)小野郡山線 R:(県)郡山大越線 

S:(その他)郡山駅東西自由通路 T:(その他)郡山駅西口駅前広場 

U:(その他)郡山駅東口駅前広場  
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ウ）重点整備地区内の関連事業 

◇市街地開発事業 

施行者 事業名 事業概要 実施期間 

郡山市 
大町土地区画

整理事業 

●事業概要（地区面積 A=2.2ha） 

当事業は、地区の中心に位置する「都市計画道路日の出通

り線」等の公共施設の整備、宅地の有効活用を推進し、また、

建築物の耐震・不燃化を誘導するものです。本市の玄関口と

なる郡山駅と直結した円滑な移動を確保しつつ、良好な市街

地の形成を図るものです。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業を実施するに当たり、核となる「（都）日の出通り線」

は、無電柱化を図るとともに、郡山駅との連続性・回遊性の

向上、歩行者の安全性・利便性を考慮したペデストリアンデ

ッキの整備を検討しています。 

平成 17(2006)年 

～ 

令和７(2025)年 

 

◇市街地再開発事業 

施行者 事業名 事業概要 実施期間 

個人 

施行 

郡山駅前一丁

目第二地区第

一種市街地再

開発事業 

●事業概要（地区面積 A=0.35ha） 

当事業は、近接で整備した郡山駅前一丁目第一地区の総合

病院と連携した医療施設及び住宅を整備することで、都市機

能の更新及び中心市街地の活性化を図るものです。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業を実施するに当たり、建築物のバリアフリー化はも

とより、建物のセットバックや敷地内の公共的空間を創出す

るなど、歩行者の安全性・利便性向上が図られます。 

令和３(2021)年 

～ 

令和６(2024)年 

民間 

事業者 

地域生活拠点

型再開発事業

（大町二丁目

地区優良建築

物等整備事業） 

●事業概要（地区面積 A=0.8ha） 

 当事業は、老朽化した旧医療施設を建替えし、児童福祉施

設、医療施設、店舗、高齢者住居等を含めた複合施設として、

都市機能を一体的に整備・更新する事業です。 

 子育て支援施設を当施設の核とし、多世代交流型の健康で

豊かな生活を支援、さらには、中心市街地の活性化に寄与す

る事業です。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業を実施するに当たり、建築物のバリアフリー化はも

とより、建物のセットバックや敷地内の公共的空間を創出す

るなど、歩行者の安全性・利便性向上が図られます。 

令和３(2021)年 

～ 

令和６(2024)年 
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② 郡山富田駅周辺地区 

  重点整備地区の範囲については、前述の「5-2 移動等円滑化促進方針（バリアフリー

マスタープラン）」の(8)で示した移動等円滑化促進地区と同様とします。 

 

 【重点整備地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）バリアフリー化の考え方 

  当地区のバリアフリー化については、郡山富田駅を中心に郡山駅周辺の広域的な中心

拠点を補完する考えのもと、当地区における充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、

利便性の高い都市機能サービスを提供する拠点のひとつとして、行政、交通事業者、民間

事業者及び利用者が一体となり、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面

的なバリアフリー化により回遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリーに関する

取組を推進していきます。 

 

 



185 
 

イ）地区の概要  ※前述の「5-2 移動等円滑化促進方針」の(8)で示した内容と同様 

 地区の面積 約 88 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 郡山富田駅 

官公庁施設 郡山北警察署、ふくしま医療機器開発支援センター 

教育・文化・運動施設 《参考施設（区域外）奥羽大学、郡山北高、行徳小、富田東

小、富田中、行健中、行徳地域公民館、富田東地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 県中児童相談所、《参考施設（区域外）奥羽大学歯学部附属病

院、総合南東北病院、南東北第二病院、北部地域子育て支援

センター》 

商業施設 カインズホーム《参考施設（区域外）ヨークタウン八山田、

ニトリ、ヤマダ電機》 

都市公園・都市緑地 （仮称）富田東中央公園《参考施設（区域外）八山田公園》 

その他施設 ― 

 

生

活

関

連

経

路 

A:(市 1-38)桑野日和田線 B:(市 431687)富田東三丁目八山田西五丁目 3号線 

C:(市 431686)富田東五丁目八山田西一丁目線 D:(市 431683)富田東四丁目八山田西五丁目 2号線 

E:(市 431680)富田東六丁目五丁目 2号線 F:(市 431679)富田東五丁目 15号線 

G:(市 44355)富田東一丁目 19号線 H:(市 1-30)荒井八山田線 

I:(市 43444)石堂池ノ上線 J:(市 431216)名郷田二丁目 1号線 

K:(市 1-36)伊賀河原西柳作線 L(県)荒井郡山線 

M(その他)(市 45535) 富田東五丁目富田東一丁目歩道線 

 

ウ）重点整備地区内の関連事業 ◇未利用地の有効活用推進 

施行者 事業名 事業概要 実施期間 

民間 

事業者

(予定) 

（仮称）旧農業

試験場本場跡

地等に係る土

地利用推進事

業 

●事業概要（地区面積 A=約 15.5ha） 

当事業は、民間事業者に売却予定の県有地（旧農業試験場

本場跡地等）において、市のメディカルヒルズ郡山基本構想

2.0 に基づき、医療関連産業を中心とする新たな産業の集積

拠点の実現を目指す事業です。未利用地の活用及び良好な市

街地形成に向け、道路等の公共施設や建築物の整備など実施

するものです。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業を実施するに当たり、地区内の車両・歩行空間の動

線や郡山富田駅との連続性・回遊性の向上、安全性・利便性

に配慮した都市基盤の整備など促進していきます。 

令和 4 (2022)年 

【入札・契約】 

～ 

未定 
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③ 安積永盛駅周辺地区 

  重点整備地区の範囲については、前述の「5-2 移動等円滑化促進方針（バリアフリー

マスタープラン）」の(8)で示した移動等円滑化促進地区と同様とします。 

 

 【重点整備地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）バリアフリー化の考え方 

  当地区のバリアフリー化については、安積永盛駅を中心に郡山駅周辺の広域的な中心

拠点を補完する考えのもと、当地区における充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、

利便性の高い都市機能サービスを提供する拠点のひとつとして、行政、交通事業者、民間

事業者及び利用者が一体となり、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面

的なバリアフリー化により回遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリーに関する

取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要  ※前述の「5-2 移動等円滑化促進方針」の(8)で示した内容と同様 

 地区の面積 約 70 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 安積永盛駅 

官公庁施設 安積分署《参考施設（区域外）安積行政センター》 

教育・文化・運動施設 日本調理技術専門学校、郡山ヘアメイクカレッジ《参考施設

（区域外）永盛小、安積中、安積図書館、永盛地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 《参考施設（区域外）あさかホスピタル、坪井病院》 

商業施設 ケーヨーデイツー郡山安積店、ヨークベニマル安積町店、ア

メ横郡山店、ブックオフ郡山安積店 

都市公園・都市緑地 《参考施設（区域外）成山公園》 

その他施設 郡山南郵便局《参考施設（区域外）郡山貨物ターミナル駅》 

 

関

連

経

路 

A:(市 1-26)安積成山線 B:(市 1-22)安積成田線 

C:(市 1-27)笹川多田野線 D:(市 331255)安積三丁目二丁目 4号線 

E:(市 33083)安積三丁目二丁目 1号線 F:(市 2-213)徳定笹川二丁目線 

G:(県)郡山停車場線 H:(県)須賀川二本松線 

I:(その他)(市 35658)笹川二丁目安積二丁目歩道線 J:(その他)安積永盛駅西口広場 

 

 

ウ）重点整備地区内の関連事業 ◇交通結節機能の強化推進 

施行者 事業名 事業概要 実施期間 

郡山市 

安積永盛駅西

口広場改良事

業 

●事業概要（地区面積 A=0.3ha） 

当事業は、利用者の利便性及び安全性の確保を図るため、

広場の区域を有効活用し、乗降場や待合場の整備など、駅西

口広場の機能改善を図る事業です。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業の実施により、通勤・通学や近隣の病院への送迎な

ど、利用者の安全性・利便性の向上が図られます。 

令和 2(2020)年 

郡山市

及び 

交通事

業者 

安積永盛駅周

辺バリアフリ

ー化推進事業 

●事業概要 

 安積永盛駅は、１日平均利用者数が 3,000 人以上の旅客施

設であり、ＪＲ東日本と協議・調整を行い、バリアフリー化

を目指します。また併せて、駅両側の連絡機能の強化を含め、

駅周辺の一体的な整備検討を進めます。 

●移動等円滑化に関して 

 賑わいをもたらす鉄道駅周辺において、円滑に通行でき、

回遊性が高まる安全・安心な空間整備を検討します。 

未定 
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④ 郡山市役所周辺地区 

  重点整備地区の範囲については、前述の「5-2 移動等円滑化促進方針（バリアフリー

マスタープラン）」の(8)で示した移動等円滑化促進地区と同様とします 

 

 【重点整備地区、生活関連施設及び関連経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）バリアフリー化の考え方 

  当地区のバリアフリー化については、郡山市役所を中心に広域的な拠点である郡山駅

周辺地区と連動しながら、充実した交通網及び都市基盤を有効活用し、利便性の高い都市

機能サービスを提供する拠点として、行政、交通事業者、民間事業者及び利用者が一体と

なり、公共交通機関をはじめ、各種建築物、道路、公園等、面的なバリアフリー化により

回遊しやすい都市環境の確保及び心のバリアフリーに関する取組を推進していきます。 
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イ）地区の概要  ※前述の「5-2 移動等円滑化促進方針」の(8)で示した内容と同様 

 地区の面積 約 167 ヘクタール 

生

活

関

連

施

設 

旅客施設 ― 

官公庁施設 郡山市役所、郡山年金事務所、郡山労働基準監督署、上下水

道局《参考施設（区域外）労働福祉会館》 

教育・文化・運動施設 郡山女子大学、文学の森資料館、ミューカルがくと館、開成

館、総合体育館、郡山総合運動場（陸上競技場、野球場）、開

成山プール、《参考施設（区域外）郡山女子大学付属高、安積

黎明高、あさか開成高、芳山小、桃見台小、開成小、郡山二

中、さんかくプラザ、公会堂、歴史資料館、中央公民館、桃

見台地域公民館》 

保健・医療・福祉施設 保健所、朝日病院、今泉西病院、太田西ノ内病院、総合福祉

センター、ニコニコこども館《参考施設（区域外）日東病院》 

商業施設 トステムビバ、ゼビオ郡山、イトーヨーカドー、ヴィクトリ

アゴルフ、東京インテリア家具、ザ・モール郡山《参考施設

（区域外）建デポ郡山、みどり書房、ヨークタウン島》 

都市公園 開成山公園《参考施設（区域外）21 世紀記念公園、島中央公

園》 

その他施設 環境保全センター、郡山郵便局、開成山大神宮、ＪＡ福島さ

くら、《参考施設（区域外）安積疏水事務所》 

 

関

連

経

路 

A:(市 1-35)若葉桑野線 B:(市 43362)咲田一桑野四丁目線 

C:(市 43401)西ノ内二桑野三丁目 1号線 D:(市 2-158)桑野一丁目五丁目線 

E:(市 43382)朝日一丁目並木五丁目 1号線 F:(市 1-30)荒井八山田線 

G:(市 43199)池ノ台長者一丁目線 H:(県)河内郡山線 

I:(県)郡山湖南線 J:(国)国道 49号 

 

ウ）重点整備地区内の関連事業 ◇都市公園事業 

施行者 事業名 事業概要 実施期間 

郡山市

及び 

民間 

事業者 

開成山公園等

Ｐａｒｋ-ＰＦ

Ｉ事業 

●事業概要（地区面積 A=12.89ha） 

本市の代表的な都市公園である「開成山公園」について、

民間の優良な投資を誘導し、老朽化した施設の改修、新規の

収益施設導入等により、利便性や魅力向上を図る事業です。 

●移動等円滑化に関して 

 当事業の実施により、バリアフリーへの配慮も含め、利便

性や市民サービスの向上が図られます。 

令和 5(2023)年 

～ 

令和 25(2043)年 
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 (6)実施すべき特定事業 

  バリアフリー法に基づく特定事業は、当基本構想における生活関連施設や生活関連経

路などのバリアフリー化を具体化するための事業になります。 

  当基本構想で特定事業を定めた場合、事業を実施する者は、特定事業計画の作成とこれ

に基づく事業実施の義務が課せられます。 

  

  また、特定事業の種類や内容は、バリアフリー法で定められており、「移動等円滑化促

進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン（令和３（2021）年３月国土交

通省）」において、その概要をわかりやすく整理され、以下のとおり示されています。 

 

 

特定事業 概 要 

公共交通 

⇒特定旅客施設におけるバリアフリー設備（エレベーター、エスカレーター等）の整備、こ

れに伴う特定旅客施設の構造の変更 

 ※なお、旅客施設を含まない重点整備地区の場合は、当該市町村内の特定旅客施設を結

ぶ特定車両と、当該特定旅客施設のバリアフリー化の事業も対象となる 

道 路 

⇒道路におけるバリアフリー化のための施設・工作物（歩道、道路用エレベーター、通行経

路の案内標識等）の設置 

⇒バリアフリー化のために必要な道路構造の改良（歩道の拡幅、路面構造の改善等） 

路外駐車場 
⇒特定路外駐車場におけるバリアフリー化のために必要な施設（車いす使用者が円滑に利

用できる駐車施設等）の整備 

都市公園 ⇒都市公園におけるバリアフリー化のために必要な特定公園施設の整備 

建築物 

⇒特別特定建築物におけるバリアフリー化のために必要な建築物特定施設の整備 

⇒全部又は一部が生活関連経路である特定建築物における生活関連経路のバリアフリー化

のために必要な建築物特定施設の整備 

交通安全 

⇒バリアフリー化のために必要な信号機、道路標識又は道路標示の設置 

⇒バリアフリー化のために必要な生活関連経路を構成する道路における違法駐車行為の防

止 

教育啓発 

⇒移動等円滑化の促進に関する児童、生徒又は学生の理解を深めるために学校と連携して

行う教育活動の実施に関する事業 

⇒移動等円滑化の促進に関する住民その他の関係者の理解の増進又は移動等円滑化の実施

に関するこれらの者の協力の確保のために必要な啓発活動の実施に関する事業 
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① 基本構想における特定事業 

  

●交通安全特定事業 

重点整備地区 郡山駅周辺地区 

整備の概要 （市）大町大槻線 ・信号機の視覚障害者用付加装置の整備 

・横断歩道の高照度化 

・横断歩道のエスコートゾーンの整備 

（市）谷島町方八町二丁目線 

（市）向河原大町線 

（市）駅前二丁目長者二丁目線 

（県）須賀川二本松線 

（県）郡山停車場線 

実施期間 令和４（2022）年度から令和７（2025）年度まで 

実 施 者 福島県警察本部 

 

② 検討を要する特定事業 

基本構想により位置付けた生活関連施設及び生活関連経路等のうち、現段階において整

備は未定ですが、今後、想定される事業内容など、以下に整理します。 

 

特定事業 対 象 主な事業 実施者 

公共交通 

鉄道 ・旅客施設におけるバリアフリー設備整備 交通事業者 

路線バス ・低床車両の導入 交通事業者 

タクシー ・ユニバーサルデザインタクシーの導入 交通事業者 

道 路 生活関連経路 

・歩道の設置、歩道幅員の確保、段差解消 

・視覚障害者誘導ブロックの設置 

・道路の無電柱化 

道路管理者 

路外駐車場 重点整備地区内 
・車いす使用者用駐車施設の設置 

・高齢者、障害者等のための駐車区画の設置 
施設管理者 

都市公園 重点整備地区内 ・園路やトイレのバリアフリー化 公園管理者 

建築物 重点整備地区内 

・出入口や通路等の段差解消 

・視覚障害者誘導ブロックの設置 

・ピクトグラム活用など案内板の整備 

施設管理者 

交通安全 生活関連経路 
・音響式信号機の設置 

・エスコートゾーンの設置 
公安委員会 

教育啓発 ― 

・職員の接遇向上に向けた研修 

・移動円滑化の促進に関する広報・啓発活動 

・バリアフリーマップの作成 

各事業者 
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(7)バリアフリー化促進に関する支援 

  公共交通機関、建築物、道路、公園等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進する

ため、国等の支援が用意されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このうち、代表的な支援策の内容は以下のとおりです。詳しくは、国土交通省のウェブ

サイト「バリアフリー関連補助金」に記載されています。 
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第６章 
 

計画の評価方法と進行管理 
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第６章 計画の評価方法と進行管理 

 

  当計画は、目標年次を 2030 年と定めており、計画に位置付けた基本的な方針及び目標

の実現に向けて実施する種々の施策の進捗状況やその効果等を、わかりやすく客観的か

つ定量的に評価、分析するとともに、適正な進行管理に努めます。 

 

 

6-1 評価指標に係る目標値の設定 

 

(1)公共交通利用者に関する目標 

  本市では、本格的な人口減少や自動車運転が困難となる高齢者等の増加が見込まれて

いますが、このような中においても、地域の暮らしを支える公共交通は、今後も維持・確

保していく必要があります。 

  このため、鉄道およびバスの公共交通利用者を今後も維持していくことを基本とし、目

標値を設定することとします。 

 

指標(1) 
基準値 目標値 

2021 年 2030 年 

郡山駅利用者数（万人/年） 454 万人/年 454 万人/年 

路線バス利用者数（万人/年） 337 万人/年 337 万人/年 

 

 

 

(2)道路環境に関する目標 

  本市では、今もなお、様々な交通手段の中で自動車分担率の利用割合が高く、このこと

は、地球温暖化につながるＣＯ2排出量に大きく影響するものと考えられます。 

  このため、環境負荷の少ない公共交通や自転車、徒歩等への転換を促し、ＣＯ2排出量

の削減を目指すことを基本とし、目標値を設定することとします。 

 

指標(2) 

基準値 目標値 

2013 年 
2030 年 

（2050年） 

運輸部門に係るＣＯ2削減量（千 t-CO2） 785 千 t-CO2 
550 千 t-CO2【-30％】 

(実質ゼロ) 
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(3)道路の渋滞対策に関する指標 

  市内各所で発生している道路混雑は、環境面や経済面等において悪影響を及ぼすこと

となり、早期対策を図り円滑な交通の確保が必要になります。 

  このため、道路ネットワークの円滑な交通確保を図ることを基本とし、目標値を設定す

ることとします。 

 

指標(3) 
基準値 目標値 

2021 年 2030 年 

市内における主要渋滞箇所数（箇所） 30 箇所 28 箇所 

 

 

(4)健康の増進に関する指標 

  身体的理由等で移動等の行動が制約される高齢者においては、それら制約をカバーす

る福祉施策に取り組むとともに、当計画が目指す高齢者等の自立的な生活を支える都市

環境を確保した上で、一人ひとりの健康づくりが重要と考えます。 

  このため、高齢者等が自立した日常生活又は社会生活を営む期間とする健康寿命の延

伸に努めることを基本とし、目標値を設定することとします。 

 

指標(4) 
基準値 目標値 

2018 2030 年 

健康寿命の平均 
男性 80.27 歳 

女性 84.41 歳 

平均寿命の増加分を上

回る健康寿命の増加 

 

 

(5)バリアフリー化の推進に関する指標 

  利用しやすい、また、どこにでも自由に円滑に移動できる環境づくりに向けては、事業

者等の協力をいただきながら、各施設をはじめ、公共交通機関や施設間等の移動のしやす

さの確保など、連続的・一体的な整備が必要となります。 

  このため、誰もが安全で円滑に移動できる環境づくりを公民連携により進めていくこ

とを基本とし、目標値を設定することとします。 

 

指標(5) 
基準値 目標値 

2020 年 2025 年 

関係者と合同による安全点検実施箇所数 

（累計）/対策済箇所数（累計） 
689 箇所/568箇所 906 箇所/720箇所 

おもいやり駐車場利用制度協力施設数（累計） 151 施設 176 施設 
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6-2 進行管理 

  進行管理については、おおむね５年毎に計画に記載された種々施策の実施及び評価指

標の状況など、関連する計画や施策等とも連携し、『ＰＬＡＮ（計画）～ＤＯ（実行）～

ＣＨＥＣＫ（検証）～ＡＣＴＩＯＮ（改善）』により、効果を検証しながら施策推進に努

めます。 

  また、これらの結果に加え、社会情勢の変化や上位計画、その他関連計画との整合を図

りながら、必要に応じて適宜見直しを図るなど、当計画の方針である「交通手段が充実し

すべての人が安心して円滑に移動できるまち」を着実に実現していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の策定・改定 
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資料編  資料-1 関連計画 

  

【計画１】 郡山市まちづくり基本指針“あすまちこおりやま”後期見直し 

策定(改定)年月 平成 30（2018）年２月策定 [令和４（2022）年３月見直し] 

策定根拠 市独自による 

目  的 本市の総合的かつ計画的な行政の運営を図るための最上位指針とする 

計画期間 目標年度：令和７（2025）年 第一階層（公民共通の中長期指針） 

内  容 

≪郡山市の目指す未来（将来都市構想）≫ 

みんなの想いや願いを結び、未来（あす）へとつながるまち 郡山 

≪基本方針≫ 

 ⇒ＤＸ推進型「新型コロナウイルス感染症対応」課題解決先進都市の創生 

≪分野別基本方針≫ 

【大綱Ⅰ】「産業・仕事の未来」 

   Ⅰ-1みんなが誇れる「郡山といえばこれ！」という産業があるまち 

   Ⅰ-2楽しくてやりがいのある満足できる仕事のあるまち 

 Ⅰ-3農林業が盛んで、市民の身近な産業となるまち 

【大綱Ⅱ】「交流・観光の未来」 

   Ⅱ-1人が交流し、明るい声が聞こえるまち 

 Ⅱ-2国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち 

   Ⅱ-3たくさんの人が「また来たい」「住んでみたい」と思えるまち 

【大綱Ⅲ】「学び育む子どもたちの未来」 

   Ⅲ-1人と人とがつながり、みんなで子どもたちを育むまち 

   Ⅲ-2笑顔があふれ、未来への夢を育むまち 

   Ⅲ-3一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち 

   Ⅲ-4子どもたちが学びたいことを楽しく学び、地域で活躍できるまち 

【大綱Ⅳ】「誰もが地域で輝く未来」 

   Ⅳ-1市民生活に活気があり、地域で楽しく元気に暮らせるまち 

   Ⅳ-2好きなこと、得意なことを地域で学び生かせるまち 

   Ⅳ-3市民が互いに支えあい、一人ぼっちにならないまち 

   Ⅳ-4誰もが健康で生きいきと暮らせるまち 

   Ⅳ-5女性が元気で活躍できるまち 

【大綱Ⅴ】「暮らしやすいまちの未来」 

   Ⅴ-1環境にやさしく自然豊かな、住んでいてよかったなと思えるまち 

   Ⅴ-2誰もが安心して快適に暮らせるまち 

   Ⅴ-3すべての人が安心して円滑に移動できるまち 

   Ⅴ-4豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち 
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【計画２】 
郡山市総合戦略【2020 改訂版】 

～気候変動対応型課題解決先進都市の創生～ 

策定(改定)年月 平成 28（2016）年２月策定 [令和２（2020）年３月改訂] 

策定根拠 まち・ひと・しごと創生法第 10条に基づく 

目  的 
「持続可能な郡山の創生」を加速させ、「自律的好循環」を生み出すこと

を目指し、更なる地方創生を推進する 

計画期間 令和２（2020）年度から令和６（2024）年度まで 

内  容 

≪基本目標と政策パッケージ≫ 

【目標１】ＤＸに対応した生産性の向上と魅力ある雇用環境の創出 

 政策 1-1：「知の結節点」としての優位性を生かした積極的な企業誘致と新た 

     な市場開拓 

 政策 1-2：多様な学術研究機関と地元企業が連携した地方発イノベーション 

 政策 1-3：農林業のＩＣＴ化と構造改革による成長産業化 

 政策 1-4：誰もが安心して働くことができる魅力的な就業環境と担い手の確保 

【目標２】地域の魅力発信と「関係人口」の創出 

 政策 2-1：地域資源ブランド化による海外も含めた観光誘客と情報発信 

 政策 2-2：地域の特色ある歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実 

 政策 2-3：地方への人の流れをつくり、地方を訪れ住み続けるための移住・定 

     住環境の整備と「関係人口」の創出 

【目標３】切れ目無い子育て支援と女性・子育て世代の活躍推進 

 政策 3-1：結婚～妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援 

 政策 3-2：子どもたちが健やかに成長できる地域づくり 

 政策 3-3：全てのひとが働きやすくなる働き方改革の実現 

【目標４】住民・企業等が集う気候変動対応型まちづくりの推進 

 政策 4-1：災害、事故・犯罪のない安全・安心なまちづくり 

 政策 4-2：新たな技術を活用した持続可能な公共・社会基盤の構築 

 政策 4-3：地域連携により暮らし続けられる都市圏の形成 

【目標５】あらゆる世代が居場所と役割を持ち生きいきと暮らせるまちづくり 

 政策 5-1：高齢者が健康で活躍し続けられるまちづくり 

 政策 5-2：住民や多様な主体が支え合える優しい地域づくり 

 政策 5-3：あらゆる住民・世帯が安心して健康に暮らせる社会の構築 

【目標６】教育の質の向上と誰もが楽しく学べる環境づくり 

 政策 6-1：ＡＩ等も活用した先進的な教育による質の向上 

 政策 6-2：世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成 

 政策 6-3：誰もが学ぶことができる学習機会の確保・充実 
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【計画３】 こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン ～持続可能な圏域の創生～ 

策定(改定)年月 平成 31（2019）年３月策定 [令和４（2022）年３月改訂] 

策定根拠 地方自治法第 252 条の２に基づく 

目  的 

17 市町村が連携し、一定の圏域人口を有しつつ活力ある社会経済を維持

するため、経済成長のけん引や高次の都市機能の集積・強化など、具体

的に推進していく取組の内容を示す 

計画期間 令和元（2019）年度～令和５（2023）年度 

内  容 

≪こおりやま広域圏の構成市町村≫ 

 構成市町村は、郡山市、 

須賀川市、二本松市、田村 

市、本宮市、大玉村、鏡石 

町、天栄村、磐梯町、猪苗 

代町、石川町、玉川村、平 

田村、浅川町、古殿町、三 

春町、小野町の 17市町村 

 

 

≪こおりやま広域圏の将来像≫ 

 「広め合う、高め合う、助け合う」こおりやま広域圏 

       ～持続可能な圏域の創生～ 

 

≪具体的取組（全体像）≫ 

〇経済成長のけん引 

⇒世界を視野に入れた圏域内外との「ボーダーレス」な産業振興を展開 

（主な連携事業）・創業支援事業 ・産業イノベーション事業  

・６次産業化プロジェクト ・インバウンド推進事業 

〇高次の都市機能の集積・強化 

 ⇒多様性を受容する「コンパクト化・ネットワーク化」を推進 

 （主な連携事業）・広域的な医療体制の構築 ・広域的な交通網の形成促進 

         ・福島空港利用促進による地域活性化 

〇生活関連機能サービスの向上 

 ⇒「学び、働き、暮らし続けることができる」圏域づくり 

 （主な連携事業）・災害対策 ・長寿社会対策推進事業 ・環境対策 

         ・図書館、文化ｽﾎﾟｰﾂ施設等の広域利用 ・移住・定住促進 

 

●こおりやま広域圏 

郡山市 



203 

 

 

【計画４】 郡山市観光戦略ビジョン 

策定(改定)年月 平成 31（2019）年３月策定 

策定根拠 市独自による 

目  的 本市観光産業の更なる発展に向けた総合的な観光戦略の方向性を示す 

計画期間 平成 31（2019）年度～令和７（2025）年度 

内  容 

≪本市観光の目指すもの（ビジョン）≫ 

【目標Ⅰ】観光基盤整備 

 ⇒すべての旅行者が「旅の喜び」を実感できる安全で安心な観光基盤の整備 

 Ⅰ-1 地域の稼ぐ力を引き出すＤＭＯの形成、推進 

 Ⅰ-2 生活・観光共生型の観光インフラ整備の充実 

 Ⅰ-3 ボーダーレスな観光案内機能の充実 

 Ⅰ-4 魅力ある地域づくりのためのおもてなし人材育成 

 Ⅰ-5 多文化共生を意識したインバウンド受入体制の充実 

【目標Ⅱ】観光資源開発 

 ⇒ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ視点により地域資源の魅力を発掘し最大限に磨き上げた観光ｺﾝﾃﾝﾂの充実 

 Ⅱ-1 新たな視点による既存資源の観光利用への推進 

 Ⅱ-2 インバウンド視点での地域の魅力を活かした観光資源の開発 

 Ⅱ-3 市民と来訪者が共生できる魅力あふれるイベント等の開催 

 Ⅱ-4 地域間ボーダーレスの観光コースの造成 

 Ⅱ-5 アプリケーションなど観光ツールの開発 

【目標Ⅲ】観光誘客・ＭＩＣＥ誘致 

 ⇒多様な魅力を分かりやすく伝えるため ICTを活用したあらゆる手段による情報発信と 

誘客促進 

 Ⅲ-1 デジタルネイティブの活躍によるＩＣＴを活用した国内外への情報発信 

 Ⅲ-2 マーケティングに基づく観光誘客の推進 

 Ⅲ-3 セーフコミュニティ活動による安全・安心な取り組みを活かしたＭＩＣ 

Ｅ誘致の促進 

 Ⅲ-4 スポーツコンベンションの誘致 

【目標Ⅳ】物産観光 

 ⇒世代を超えた農商工融合による、郡山を味わい、楽しむことができる優れた物産品等 

の開発や販売の促進 

 Ⅳ-1 人口減少、温暖化等社会課題に対応した物産振興 

 Ⅳ-2 食の差別化と高付加価値化の推進 

 Ⅳ-3 国際化を意識した郡山グルメの開発推進 

 



204 

 

 

【計画５】 郡山市都市計画マスタープラン 

策定(改定)年月 平成 27（2015）年６月改訂 [令和５（2023）年３月改訂]（予定） 

策定根拠 都市計画法第 18条の２に基づく 

目  的 
計画的な都市づくりを進めるための指針であり、わかりやすく都市の全

体像や土地利用、都市施設等の整備方針などを示す 

計画期間 目標年次 令和 12（2030）年度 

内  容 

≪基本理念と目標≫ 

 拠点となる郡山駅周辺地区を再生するとともに、ネットワークする拠点地区に

おける多様な豊かさをもった暮らしの姿を示していくこと、さらに、都市の魅力

溢れる交流の促進と働く場となる産業を振興していくことが重要であり、「市民

が輝くまち」の実現に向け、基本理念及び目標を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪将来都市構造≫ 

 郡山型 コンパクト＆ネットワーク都市構造 

 豊かな自然環境・田園環境の維持・保全を図りながら、福島県の広域的な拠点

として生産性の高い産業活動や地域特性に応じた質の高い生活の展開を目指し、

無秩序な都市機能の拡大・拡散を防止するため、コンパクトで周辺環境と調和し

た都市の形成を目指す。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

●将来都市構造の概念図 
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内  容 

 

≪都市づくりの基本方針≫ 

【方針１】安全・安心に暮らせる生活圏とネットワークの形成 

  ・安全・安心なまちづくり（セ－フコミュニティへの取り組み） 

  ・生活支援機能の適正配置と地域包括ケア等サービスの連携 

  ・世代ニーズに対応した住環境の形成 

  ・地域生活を支えるネットワークの強化 

  ・気候情報等を活用した浸水被害の軽減・震災対策の強化 

  ・効果的な除染等の実施 

 

【方針２】市街地を東西につなぐ「歴史と緑の生活文化軸」の形成 

  ・郡山市の魅力を発信する「歴史と緑の生活文化軸」の形成 

  ・高次都市機能と居住機能の集積・誘導 

  ・歩行者主体のまちづくりによる賑わい形成 

  ・郡山駅東西の均衡ある発展と交通結節機能の強化 

 

【方針３】交通体系・立地を生かした広域交流機能の強化 

  ・交通利便性を生かした商業・業務・物流等の拠点整備と観光・交流・産業 

等の機能強化 

  ・医療関連等の新規産業拠点の機能強化 

  ・震災復興を促進する広域交流促進道路の整備 

  ・高速交通・情報発信のハブ都市としての機能強化 

 

【方針４】市街地と森林・田園との環境共生 

  ・秩序ある土地利用の推進 

  ・歴史・文化を生かしたアメニティ拠点の機能強化 

  ・再生可能エネルギーや未利用エネルギーの有効活用 
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【計画６】 郡山市立地適正化計画 

策定(改定)年月 平成 31（2019）年３月策定 [令和３（2021）年３月改定] 

策定根拠 都市再生特別措置法第 81条に基づく 

目  的 
安定的な都市経営が可能となるような持続可能なまちづくりを推進する

とともに、「郡山型コンパクト＆ネットワーク都市構造」を具現化する 

計画期間 目標年次 令和 12（2030）年 

内  容 

≪基本方針≫ 

 すべての市民が安心して暮らせる拠点と公共交通ネットワークの形成 

 地域特性を生かした多様な暮らし方が持続するよう、個性あるまちづくりの推

進、さらに利便性の高い公共交通ネットワークの強化を図る。 

現在の土地利用の状況やこれまで整備してきた都市基盤等、既存ストックの有

効活用を基本に、公共交通ネットワークを意識しつつ、市民の多様なライフスタ

イルに応じた暮らし方が選択できる環境を提供しながら、長期的な視点で地域に

合った居住機能や医療、福祉、商業等の都市機能の集積を図る。 

 

≪具体的な方向性≫ 

１ 公共交通を軸とした多極ネットワーク型コンパクトシティの形成推進 

  ⇒ 持続可能な都市づくりの実現に向け、地域の個性を生かした拠点の形成 

   と各拠点間における公共交通の連携による多極ネットワーク型コンパク 

   トシティの形成を推進する。 

 

２ 地域特性に応じた都市機能施設の集積誘導 

  ⇒ 各地区の歴史的背景や特性を考慮しながら、個性や魅力のある都市機能 

の集積・充実を図る。 

 

３ 公共交通の利便性を強化 

  ⇒ 誰もが居住地から様々な生活サービス施設にアクセスできるなど、円滑 

に移動することができるよう利便性の高い公共交通ネットワークの強化 

を進める。 

 

 ４ 快適で健康的な都市空間の充実 

  ⇒ 徒歩や自転車、公共交通等を利用し気軽に外出することができ、バリア 

フリーで回遊しやすい歩行環境を確保するなど、健康増進につながる都市 

空間の充実を図る。 
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内  容 

 ５ 回遊性を高める賑わい空間の創出 

  ⇒ 適切な都市サービス水準を維持しながら、都市経営コストの縮減が可能 

となるよう既存ストックを有効活用するとともに、公共施設の複合化・集 

約化、多機能化等、計画的な取り組みを進める。 

 

   ●拠点及びネットワークの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪水災害に関する防災対策（防災指針）≫ 

 本市の「居住誘導区域」及び「都市機能誘導区域」は、河川整備において基本

となる降雨規模を想定した区域設定を行っていたが、令和元（2019）年 10 月発

生の東日本台風により、一部エリアが浸水するなどの被害を受けた。 

 令和２（2020）年の都市再生特別措置法の改正により、「防災指針」の記載が位

置付けられ、本市の誘導区域に関する防災対策・安全確保策等の検討を行った。 

 

 （基本理念） 

 都市と自然の共存 治水と防災の連携 ～みんなでつくる安心なまち～ 

 流域治水の考え方のもと、ハード事業「治水」とソフト事業「防災」を連携さ

せながら、行政だけでなく市民や事業者とも協力して、浸水被害の軽減を図り、

水災害に強いまちづくりを目指す。 
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【計画７】 第２回郡山都市圏総合都市交通計画 

策定(改定)年月 平成 22（2010）年１月 

策定根拠 国、県、10市町村、関係団体等で構成する協議会にて策定 

目  的 
新たな時代に対応した郡山都市圏における総合的な交通体系、分野別の

マスタープランを示すとともに具体的な取り組み等を取りまとめる 

計画期間 目指すべき姿を令和 12（2030）年に設定 

内  容 

≪郡山都市圏の対象市町村≫ 

 郡山市を中心とする都市の結 

びつきが強い（策定当時に郡山 

市及び須賀川市への通勤・通学 

の依存率が 10％以上の市町村） 

４市３町３村で構成。 

 

 

 

≪都市交通の目標≫ 

【目標１】常に円滑に安心して移動できるまち 

  ⇒ 自動車から他の交通手段への転換を促すとともに、道路については既存 

道路も活用し、効率的な整備を行う。 

 

【目標２】環境にやさしく誰もが移動しやすいまち 

  ⇒ 環境への負荷が小さい公共交通を維持、強化し、拠点までアクセスしや 

すい交通体系を構築する。 

 

【目標３】日常生活で移動が少なく暮らせるまち 

  ⇒ 都市と田園部の共生や、機能分担を図った拠点づくりに向けた土地利用 

施策に併せ、遠出しなくても暮らせるまちを目指す。 

 

【目標４】まちなかに賑わいのあるまち 

  ⇒ 移動のしやすさを高める自転車歩行者のネットワークの改善を図る。 

 

【目標５】圏域内外と広域に交流しやすいまち 

  ⇒ 広域交通基盤の有効利用に向け、広域交通体系の構築と各交通機関の利 

用促進・連携を図る。 

 

●郡山都市圏 
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内  容 

≪公共交通マスタープラン≫ 

 ⇒・鉄道新駅の設置について、駅へのアクセス性向上策及び駅周辺のまちづく 

   り施策等を含め、検討を進める。 

  ・拠点間を連絡する鉄道の維持・強化とともに、鉄道の無い拠点間等の連絡 

は、幹線バスにより維持・強化を図る。 

  ・公共交通の空白地帯では、地域住民や交通事業者の連携による乗り合い交 

通システムの拡充を図る。 

 

≪自転車歩行者マスタープラン≫ 

 ⇒・公共施設や学校、商業施設と、鉄道駅などの交通結節点を連絡する、軸と 

   なる自転車歩行者ネットワークの強化を図る。 

  ・駅近傍や交通結節点の近傍では、歩いて暮らせるまちなかづくりを推進し 

   自転車や歩行者空間の強化を図る。 

 

≪道路マスタープラン≫ 

 ⇒・現在の道路網を活用しながら、都市圏内外などを連絡する広域交流促進道 

   路、都市圏内の骨格を形成する骨格幹線道路、骨格幹線を補完する幹線道 

   路としてマスタープランに位置づけ、効果的で効率的な道路整備を推進す 

る。 

  ・高速道路を有効活用するため、追加インターチェンジの検討・整備を行う。 

 

≪実現に向けた具体的な取り組み≫ 

(1)車に過度に依存しない社会づくり 

(2)公共交通利用促進プロジェクト 

(3)まちなか快適交通環境づくり 

(4)交通弱者支援プロジェクト 

(5)広域移動円滑化プロジェクト 

(6)都市交通の目標を達成する戦略的道路整備 

 

 

 

 

 

 

 



210 

 

 

【計画８】 郡山市第四次環境基本計画 

策定(改定)年月 令和４（2022）年３月策定 

策定根拠 郡山市環境基本条例に基づく 

目  的 
環境分野に係る総合的かつ長期的な目標及び施策の方向など、環境行政

の最も基本となる計画として策定する 

計画期間 令和４（2022）年度～令和７（2025）年度 

内  容 

≪環境の範囲≫ 

 ・地球環境： 地球温暖化対策、気候変動適応など 

 ・資源循環： 資源の循環的利用、廃棄物の適正処理など 

 ・自然環境： 生物多様性、森林、農地、緑地、公園、水辺など 

 ・生活環境： 大気環境、水環境、土壌環境、有害化学物質など 

 ・環境保全活動： 環境教育、環境学習、市民・事業者等との協働など 

 

≪将来の環境都市像≫ 

 環境にやさしく自然豊かな、住んでいてよかったなと思えるまち 

 当計画では、特に「地球温暖化対策の推進」及び「資源の循環的利用」の２項 

目を重点項目に設定し、施策の取り組みを推進する。 

 

≪都市像の実現に向けた取り組み≫ 

【柱１】気候変動に対応するレジリエントなまちづくり（脱炭素社会の実現） 

   1-1 地球温暖化対策の推進 

   1-2 気候変動適応策の推進 

【柱２】資源が循環する持続可能なまちづくり（循環型社会の構築） 

   2-1 資源の循環的利用 

   2-2 廃棄物の適正処理 

【柱３】多様な生物が生息し自然と共生するまちづくり（自然環境の保全と共生） 

   3-1 生物多様性の保全 

   3-2 自然環境の保全と活用 

【柱４】きれいな水や空気が守られ安全・安心に暮らせるまちづくり（生活環境 

の保全と改善） 

   4-1 大気環境等の保全と改善 

   4-2 水環境等の保全と改善 

【柱５】環境を思いやる人がたくさんいるまちづくり（環境意識の啓発） 

   5-1 環境教育・環境学習の推進 

   5-2 環境保全活動への支援 
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【計画９】 郡山市気候変動対策総合戦略 

策定(改定)年月 令和３（2021）年３月策定 

策定根拠 
地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条及び気候変動適応法第 12 条

に基づく 

目  的 
本市の宣言である「2050 年二酸化炭素排出量ゼロ」の達成に向けた気候

変動対策及びエネルギー施策を一元的かつ効果的に推進する 

計画期間 [中期]令和 12（2030）年度  [長期]令和 32（2050）年度 

内  容 

≪本市の目指す将来像及び実現に向けた施策体系≫ 

 将来像を「Carbon Neutral City Koriyama」とし、実現に向け、７つの施策体 

系を掲げる。これらは５つの柱となる施策体系と横断的に関連する２つの施策体

系で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪温室効果ガス排出削減目標≫ 

 郡山市における温室効果ガス排出量の削減目標を以下のとおり設定する。 
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【計画 10】 第 11 次郡山市交通安全計画 

策定(改定)年月 令和４（2022）年２月 

策定根拠 交通安全対策基本法第 26条に基づく 

目  的 目標である交通事故ゼロを目指し、全市を挙げて交通事故防止を図る 

計画期間 令和３（2021）年度～令和７（2025）年度 

内  容 

≪計画の特徴≫ 

 交通安全対策の共有の指針として、市民はもとより、関係機関・団体、 

国、県、市などが連携して今後５年間に取り組むべき施策をまとめる。 

 

≪５項目の基本理念≫ 

 １ 交通事故のない社会を目指して 

   ・誰一人取り残さないＳＤＧｓの目標達成 

   ・ＤＸ化による新しいモビリティ社会の推進 

   ・気候変動対応型の持続可能な社会の構築 

 ２ 高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築 

   ・2025 年問題、2040年問題を踏まえ、高齢になっても安全に安心して移 

動できる社会の構築 

 ３ 市民参加の推進 

   ・自助・共助・公助を基本とした公民連携による交通安全活動の推進 

 ４ 関係機関・団体相互の連携協力の推進 

   ・こおりやま広域圏を含め様々な活動主体との連携・協力、セーフコミュ 

ニティ活動の推進 

 ５ 効果的・効率的な対策の推進 

   ・情報を適切にわかりやすく提供 

   ・コロナ禍における交通事故発生状況や事故防止対策への影響を注視 

 

≪計画における各種施策≫ 

  （施策 1）道路交通環境の整備 

  （施策２）交通安全思想の普及徹底 

  （施策３）安全運転の確保 

  （施策４）道路交通秩序の維持 

  （施策５）救助・救急活動の充実 

（施策６）被害者支援の充実と推進 
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【計画 11】 第二次こおりやまユニバーサルデザイン推進指針 

策定(改定)年月 平成 30（2018）年３月策定 [令和４（2022）年３月一部見直し] 

策定根拠 
「ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に

関する法律」に基づく 

目  的 
誰もが家庭、学校、職場、地域などあらゆる場所で持てる力を発揮でき、

存分に活動できる「市民総活躍こおりやま」を目指す 

計画期間 平成 30（2018）年度～令和７（2025）年度 

内  容 

≪基本的な考え方≫ 

「気づき」「広げる」「つなぐ」の３つの視点のもと、市民、事業者、行政がそれ

ぞれの立場と役割を認識したうえで協働により推進 

 

≪あるべき将来像≫ 

 誰もが暮らしやすいユニバーサルデザインのまち 

 障がいの有無や年齢、言語、性別等の違いにかかわらず、誰もが「住んでいて

よかったと思えるまち」、「安心して暮らせるまち」、「思いやりがあり、誰にでも

優しいまち」、「どこにでも自由に行けるまち」を目指す。 

 

≪基本方針≫ 

【方針１】（ハート）ユニバーサルデザインを実践できるひとづくり 

【方針２】（ハード）安全・安心なユニバーサルデザインの施設整備 

【方針３】（ソフト）人にやさしいユニバーサルデザインの情報・サービス 

 

≪基本施策≫ 

  (1)思いやりの心があふれるひとづくり 

  (2)多様性を認め、いのちと人権を尊重するひとづくり 

  (3)誰もが利用しやすく安全・安心な交通・移動環境 

  (4)誰もが利用しやすく安全・安心な施設 

  (5)ＩＣＴを含めた多様な媒体を活用した誰にでも分かりやすい情報伝達 

  (6)利用者の立場に立ったサービスとおもてなし 

  (7)市民協働によるユニバーサルデザインの推進 

  (8)災害時のユニバーサルデザインの推進 

 

≪指針のポイント≫ 

 ユニバーサルデザインのまちを実現するため、「市民総活躍の推進」、「セーフ 

コミュニティ活動の推進」、「ＩＣＴ（情報通信技術）の活用によるＤＸの推進」、

「グローバル化への対応」をポイントに置き、取り組みを進める。 
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【計画 12】 第八次郡山市高齢者福祉計画・郡山市介護保険事業計画(地域包括ケア計画) 

策定(改定)年月 令和３（2021）年３月 

策定根拠 老人福祉法第 20条の８、介護保険法第 117 条に基づく 

目  的 
高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生きいきと自立した生活を送るこ

とができるよう、長期的視点に立った施策推進を図る 

計画期間 令和３（2021）年度～令和５（2023）年度 

内  容 

≪基本理念≫ 

 高齢者が安心して暮らせる笑顔があふれる地域共生のまち 

 ～2025・2040年を見据えた高齢者施策の推進～ 

≪基本目標≫ 

 ◎高齢者が元気に暮らせる多様な地域づくり 

 ◎高齢者とともに世代を超えて支えあう地域づくり 

 ◎高齢者が安全・安心に暮らせる地域づくり 

≪基本方針≫ 

 〇健康で生きがいを持ち生活できる環境の充実 

 〇自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

 〇介護保険サービスの充実・強化 

≪施策の方向≫ 

 ・健康づくりの推進 

   ⇒健康寿命延伸に向けた取組、生活習慣病予防の推進など 

 ・生きがい対策の充実 

   ⇒社会参加の促進、生涯学習時の支援、高齢者の就労対策 

・生活環境の充実 

  ⇒安全・安心な環境づくりの推進、高齢者の住まいの安定的な確保など 

 ・相談・支援体制の充実 

   ⇒相談支援・情報提供の充実、日常生活を支援する体制整備の推進など 

 ・介護予防・生活支援の推進 

   ⇒介護予防の推進、介護予防・生活支援サービス事業、生活支援の推進 

 ・認知症施策の推進 

   ⇒認知症高齢者等支援の推進、認知症の理解促進など 

 ・在宅医療・介護連携の推進 

   ⇒在宅医療・介護連携の推進 

 ・介護保険サービスの提供体制の充実 

   ⇒介護サービス量の推移、介護保険サービス量の見込みなど 

 



215 

 

 

【計画 13】 第５期郡山市障がい者福祉プラン 

策定(改定)年月 令和３（2021）年３月 

策定根拠 
障害者基本法第 11条、障害者総合支援法第 88条、児童福祉法第 33条の

20に基づく 

目  的 
障がい者やその家族のニーズの多様化及び法制度の変化に的確に対応し

た総合的な障がい者福祉施設の展開を図る 

計画期間 令和３（2021）年度～令和５（2023）年度 

内  容 

≪基本理念≫ 

 障がいのある人もない人も、互いに支え合い、障がい者が地域で 

安心して暮らすことのできる「共生社会」の実現 

≪基本目標≫ 

 １障がい者の自立と社会参加を支えるための生活支援の充実を図り、共に支え 

合えるまちづくりを推進します 

 ２子どもの健やかな発達の支援とインクルーシブ教育システムの充実を推進 

します 

 ３「障害者基本法」に基づき、ソフト・ハードの両面にわたり社会全体におけ 

るバリアフリーに取り組み、ノーマライゼーション社会を推進します 

 ４セーフコミュニティの理念を踏まえ誰もが地域の中で安心して生活できる 

まちづくりを推進します 

≪各 論≫ 

1) 生活支援 

    ⇒地域で生活しやすいまちづくり 

2) 雇用・就業 

    ⇒経済的な自立に向けた就労支援の充実 

3) スポーツ・文化・国際交流 

    ⇒社会参加の促進 

4) 保健・医療 

    ⇒予防と健康 

5) 療育・教育・育成 

    ⇒ライフステージに応じた支援体制の充実 

6) 啓発・広報 

    ⇒こころのバリアフリーとＩＣＴ等の活用 

7) 生活環境 

    ⇒セーフコミュニティに基づく安全・安心のまちづくりの推進 
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資料-2 こおりやまユニバーサルデザイン推進協議会の提言（抜粋） 

 

 こおりやまユニバーサルデザイン推進協議会では、郡山市を誰もが暮らしやすいユニバ

ーサルデザインのまちとして更に成長させるために必要な取り組みについて、委員それぞ

れの知識と経験をもとに、様々な意見を出し合い、協議を重ねてまいりました。その結果を

ここにまとめ、誰もがユニバーサルデザインの心のもとに、互いに手を取り合い助け合って

暮らしていく郡山を実現するための一助となることを願い、提言します。【平成 27（2015）

年 10 月 16日】 

 

提言① 誰にでも利用しやすい交通・移動について 

●誰もが歩道をスムーズに、安心して通れるように、エレベーターの設置、歩道の段差解

消や除雪を徹底する。 

●現在稼働している防災システムを平常時においても有効活用し、道路における積雪や

渋滞、事故等に関する情報を、メールやライブカメラにより配信する。 

 

（参考意見） 

 ◇通行量の多い横断歩道内に、エスコートゾーン（※1）を設置する。 

 ◇誰もが乗り降りしやすいノンステップバス等の低床型バスの普及に努める。 

 ◇バス停に、バスが現在どのあたりにいるか、あとどのくらいで到着するか等の運行状況が分かる電光

掲示板を設置し、利用者に運行情報を提供する。 

 ◇誰もが利用しやすく、どこからでも自由に乗り降りできる、市内の観光スポットを巡る循環バスを整

備する。 

 ◇バス停にある時刻表及びバスの車体上部の行き先表示を同じ色に色分けすることで、ひと目で自分が

乗りたいバスが分かるように工夫する。なお、色分けをする際には、カラーユニバーサルデザインに

も配慮する。 

 ◇鉄道とバスで共通して利用できるＩＣカード乗車券を導入する。 

 ◇鉄道事業者においては、すでに車イス利用者でも安全かつ快適な乗降ができるような配慮がなされて

いるが、乗降するための待ち時間を可能な限り少なくし、よりスムーズな利用ができるようにする。

また、シートを取り外して車イス用のスペースが用意できる等、車イス利用者に配慮された新幹線の

導入を一層推進する。 

 ◇航空運送事業者においては、すでに車イス利用者でも安全かつ快適な乗降ができるような配慮がなさ

れているが、乗降にかかる手続きを可能な限り少なくし、ほかの利用者と同様によりスムーズな利用

ができるようにする。 

 ◇緊急車両については、聴覚障がい者はサイレンの音が分からず、また赤色灯の点灯だけでは通常の巡

回時との判別が難しいため、車上に電光掲示板を設置する等の工夫をし、視覚的に注意喚起ができる

よう努める。 



217 

 

 

提言② 誰にでも利用しやすい施設について 

●長い距離を歩いて移動することが困難な人の利便性向上のため、施設の近くに駐車場を多く設置する。

また、誰もが施設内へ不自由なく出入りでき、ステージにも容易に登壇できる等のバリアフリー化を

進める。 

●人が多く集まる施設においては、ピクトグラム（※2）、多言語表示及び案内・誘導の目印となる色を

含め、統一した案内板を設置する。  

 ●郡山駅を含め、施設内にくつろげるベンチや、駅の周辺に休憩できる公園を増やす。また、多目的ト

イレの数を充実させ、個々のトイレ内の非常用ボタン等の配置を統一するほか、多目的トイレ内には

ユニバーサルシート（※3）を設置する。 

 ●施設を建設・改修する際には、バリアフリー法をはじめとする法令等の基準を遵守するだけでなく、

設計段階から誰もが自由に意見を伝えられる機会を設け、高齢者や障がい者をはじめ、様々な人の意

見を取り入れるよう努める。また建設途中の段階で、実際に意見を伝えた人が施設のユニバーサルデ

ザインを確認する機会を設ける。 

 

※1 エスコートゾーン： 横断歩道中央部に設置される「視覚障害者誘導用ブロック（点字ブロッ

ク）」と似た形状の突起体の列。視覚障がい者が横断歩道を渡る際に方向を

知る手がかりとなる。 

  ※2 ピクトグラム： 簡単で分かりやすく表現された絵文字や図記号。様々な情報や注意を、言語に

よらず、視覚的に伝えることができる。 

 ※3 ユニバーサルシート： 折りたたみ式の介護用ベッド。高齢者や障がい者等の排せつの介助、オ

ムツ交換、着替え等に活用される。 
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